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平成26年10月１日（水曜日）

午後１時２分開会

会議に付託された議案等

○議案第18号 平成25年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

○議案第22号 平成25年度宮崎県立病院事業会

計決算の認定について

出席委員（７人）

主 査 鳥 飼 謙 二

副 主 査 二 見 康 之

委 員 星 原 透

委 員 中 野 一 則

委 員 横 田 照 夫

委 員 黒 木 正 一

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 渡 邊 亮 一

県立宮崎病院長兼
豊 田 清 一

病 院 局 医 監

病 院 局 次 長 兼
緒 方 俊

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 山之内 稔

県立日南病院長 鬼 塚 敏 男

県立日南病院事務局長 稲 吉 孝 和

県立延岡病院長 栁 邊 安 秀

県立延岡病院事務局長 古 川 壽 彦

病院局県立病院
松 元 義 春

整 備 対 策 監

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 橋 本 季士郎

○鳥飼主査 ただいまから、決算特別委員会厚

生分科会を開会いたします。

まず、分科会日程についてであります。日程

につきましては、お手元に配付してあります日

程案のとおりで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、本日開催されました主査会について御

報告いたします。

まず、審査の際の執行部説明についてであり

ます。お手元の分科会審査説明要領により行い

ますが、決算事項別の説明は、目の執行残が100

万円以上のもの及び執行率が90％未満のものに

ついて、また、主要施策の成果は、主なものに

ついて説明があると思いますので、審査に当た

りましてはよろしくお願いいたします。

次に、監査委員への説明を求める必要が生じ

た場合、主査において、他の分科会と時間調整

を行った上で質疑の場を設けることとする旨、

確認がなされましたので、よろしくお願いした

いと思います。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午後１時３分休憩

午後１時４分再開

○鳥飼主査 分科会を再開いたします。

病院局の皆さん、大変お疲れさまでございま

す。

平成25年度決算について、執行部の説明を求
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めます。なお、委員の質疑は執行部の説明が全

て終了した後にお願いいたします。

○渡邊病院局長 病院局でございます。よろし

くお願いします。

当分科会に御審議をお願いしております議案

につきまして、その概要を御説明申し上げます。

お手元の平成26年９月定例県議会提出議案を

ごらんいただきたいと思います。薄い資料でご

ざいますが、目次をごらんいただきたいと思い

ます。病院局関係の議案は、一番下の、議案第22

号平成25宮崎県立病院事業会計決算の認定につ

いての１議案でございます。

同じ議案書の議案第22号の赤のインデックス

のところ、９ページをお開きいただきたいと思

います。平成25年度宮崎県立病院事業会計の決

算について、地方公営企業法第30条第４項の規

定によりまして、議会の認定に付するものでご

ざいます。

今回、提出しております25年度の決算でござ

いますが、収支は１億2,400万円余のプラスとな

り、中期経営計画の最終年度の目標であります、

病院事業全体での黒字化を達成する見込みにな

りました。

日南病院のさらなる収支改善や延岡病院等の

休診科の解消、あるいは宮崎病院の再整備など

さまざまな課題も残されておりますので、引き

続き、医療機能の充実や経営改善に努めながら、

本県の医療を担う中核病院として安定的な病院

運営に努めてまいりたいと考えておりますので、

委員の皆様方の御指導、御支援を賜りたいと思っ

ています。

なお、25年度病院事業決算の詳細につきまし

ては、次長より説明させていただきます。

私からは以上でございます。よろしくお願い

したいと思います。

○緒方病院局次長 それでは、25年度の決算に

ついて御説明をさせていただきます。

説明は、お手元に配付いたしております、県

立病院事業会計決算審査資料でさせていただき

たいと思いますので、よろしくお願いをいたし

ます。

私のほうからは、病院事業全体の決算につい

て御説明を申し上げますが、各病院ごとの決算

につきましては、各病院事務局長から御説明を

させていただきますので、よろしくお願いをし

たいと思います。

それでは、１ページをお開きください。Ⅰ、

平成25年度県立病院事業会計決算の状況でござ

います。

まず、１の患者の利用状況でございます。平

成25年度は、延べ入院患者数が34万1,294人、延

べ外来患者数が33万9,246人となりまして、前年

度と比べ、入院で3,090人、率にして0.9％の増、

外来で2,534人、率にして0.8％増となりまして、

収益の増につながったところでございます。

次に、２の収益的収支の状況でございます。

平成25年度の収益的収支の状況は、病院事業収

益が277億2,800万円余に対しまして、病院事業

費用が276億400万円余となり、収支は前年度と

比べ２億2,100万円余を改善し、１億2,400万円

余の純利益を計上したところです。平成６年度

以来、19年ぶりの黒字となったところでござい

ます。

さきの常任委員会でも御説明をいたしました

が、平成18年の地方公営企業法の全部適用や、

中期経営計画に基づく経営改善の取り組み等に

より、徐々に赤字幅が改善しまして、ようやく

黒字化が達成できたところでございます。

資料をおめくりください。病院別の収支でご

ざいます。各病院の収支状況は、先ほど申しま
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したとおり事務局長が説明しますので、若干、

説明が重複しますけれども、私からは、病院事

業収益のうち、中ほどにあります特別利益とい

うのがございます。特別利益の内容と、表の下

のほうにあります、当期純損益と中期計画の達

成状況について御説明をいたします。

まず、表の中ほどの特別利益という欄でござ

いますが、これは、各病院の売店等の運営を行っ

てきました、職員親睦団体が解散することになっ

たことに伴いまして、剰余金の寄附があったも

のでございます。３病院からそれぞれ約3,000万

円程度の寄附がございまして、全体では9,595万

円の寄附となっております。

次に、下のほうでございます。当期純損益の

状況でございますが、まず、宮崎病院の当期純

損益は２億7,000万円余で、下のほうの中期計画

の欄にあります、計画目標２億900万円の黒

を6,100万円余上回ることができ、８年連続の黒

字を達成することができております。

次に、延岡病院でございますが、当期純損益

は２億2,200万円余で、中期計画の目標でござい

ました、2,400万円の赤を２億4,600万円余上回

ることができ、２年連続の黒字を達成したとこ

ろです。

次に、日南病院ですが、当期純損益は３億6,900

万円余の赤字で、中期計画の目標9,500万円余の

赤を達成できなかったところでございます。

その結果、事業合計では、当期純損益は１

億2,400万円余となりまして、中期計画の病院事

業全体で、8,900万円の黒字という目標は達成で

きたところでございます。

次の３ページから７ページにかけましては、

各病院の決算状況の詳細ですので、後ほど各病

院事務局長から御説明させていただきます。

それでは、８ページをお開きください。資本

的収支の状況でございます。資本的収支は、医

療器械の更新や建物の改良工事など、その効果

が長期にわたって及ぶ収支について示したもの

でございます。

表をごらんいただきまして、まず、資本的収

入は46億5,400万円余で、前年度と比べ約５

億6,000万円余減少しておりますが、これは企業

債収入が増加した一方で、一般会計負担金が約

８億4,400万円余減少したことによるものでござ

います。

一般会計負担金が減少しました主な要因とし

ましては、24年度は、延岡病院の救命救急セン

ターの建設等に係る地域医療再生基金からの繰

入金があったものが、25年度は、建設終了によ

りまして減少したこと等によるものでございま

す。

次に、資本的支出をごらんください。資本的

支出は65億9,200万円余となりまして、前年度と

比べ6,600万円余減少をしております。

まず、改築整備費がゼロとなっておりますが、

これは先ほど申しましたとおり、延岡病院の救

命救急センターの建設終了によるものでござい

ます。

また、資産購入費のうち医療器械購入費が約20

億円余と多額となっておりますが、25年度は宮

崎病院で腔内照射治療装置、延岡・日南病院で

はリニアック、いわゆる放射線治療装置でござ

いますが、そのような高額医療機器等を購入し

ております。

次の施設備品購入費は、前年度と比べ２

億9,300万円余の減となっておりますが、これは、

新たな電子カルテシステム導入に備え、老朽化

したパソコン、サーバー等の更新を前年度の24

年度に行ったことによるものでございます。

無形固定資産購入費は、主に新たな電子カル
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テシステム導入に伴うソフトの整備費用でござ

います。24年度が延岡病院、25年度は宮崎・日

南病院の２病院に導入したことから、増加して

いるところでございます。

開発費は、新たな電子カルテシステムを開発

するための設計委託や管理業務の委託料でござ

いますが、業務量の減少により、前年度と比べ

約3,000万円余の減となっております。

企業債償還金は27億9,100万円余で、前年度と

比べ３億8,400万円余の増となっておりますが、

これは23年度、24年度借入分の企業債の償還が

始まったことによるものでございます。

その結果、表の一番下に25年度の資本的収支

の差し引きを示しておりますが、19億3,700万円

余の支出超過となっております。この不足額に

つきましては、その全額を損益勘定留保資金等

で補塡をしております。

９ページをごらんください。５の企業債の状

況でございます。先ほど８ページの表でもお示

ししましたが、25年度の企業債発行額は（１）

のとおり、31億50万円となっております。

内訳といたしまして、アの建設改良工事の６

億3,420万円は、各病院で実施しました給排水、

空調設備等の設備リニューアル工事などに充て

たものでございます。イの医療器械・施設備品

の15億4,720万円は、各病院における高額医療機

器の購入等に充てております。ウの電子カルテ

システムの９億1,910万円は、宮崎・日南病院で

のソフトウエア購入に伴うものでございます。

次に、（２）の当年度償還額は、先ほど申しま

したとおり27億9,119万円余となっております。

その結果、（３）の25年度末の未償還残高は、

前年度と比べ３億900万円余増加いたしまし

て、297億6,870万円余となっております。

なお、参考までに、各病院ごとの25年度の企

業債の借り入れと償還の状況につきまして記載

しておりますので、後ほどごらんをいただきた

いと思います。

10ページをお開きください。６の比較貸借対

照表でございます。貸借対照表は、年度末時点

における病院事業の財政状況を明らかにするも

のでございます。

まず、資産の部の固定資産は、前年度と比べ13

億4,800万円余の増となっておりますが、これは、

その下の有形固定資産の器械備品が、高度医療

機器等の購入により増加したことや、無形固定

資産が、新たな電子カルテシステムの導入によ

り増加したことによるものでございます。

次に、流動資産でございますが、前年度と比

べ８億7,300万円余の増となっております。これ

は、現金預金が収支改善等によりふえたこと等

によるものでございます。

また、未収金の内訳として記載しております

過年度個人負担分は、患者の診療報酬未払い分

でございます。

この個人未収金につきましては、平成18年度

から各病院に未収金徴収員を２名配置しまして、

電話催告や自宅訪問等による徴収活動を行って

いるほか、関係部署が連携をいたしまして、患

者に対し生活保護や医療費助成制度等の事前説

明を行うなど、新たな未収金の発生を極力抑え

るための取り組みを続けてきております。その

結果、前年度と比べ850万円余の減となったとこ

ろでございます。

未収金の回収につきましては、公平性の観点

から、また、経営の面からも非常に重要な課題

と思っておりますので、今後とも、新たな未収

金を極力発生させないということに重点を置き

ながら、取り組んでいきたいと思っております。

なお、個人未収金以外の未収金は、社会保険
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とか国民健康保険等に対するものであり、全て

収納済みでございます。

次に、繰り延べ勘定でございます。これは、

費用として支払った効果が次年度以降にも継続

する場合、その効果を資産として見積もって、

翌年度以降20年間で、均等に収益的収支で費用

として償却するためのものでございます。

病院局では、資産購入等の資本的支出に係る

消費税が該当しますが、25年度は、償却以上に

後年度に繰り延べる、いわゆる控除対象外消費

税額が増加しました関係で、前年度と比べ4,100

万円余の増となったところでございます。

次に、負債の部の固定負債でございますが、25

年度は退職給与引当金を事業全体で３億円引き

当てたことから、10億9,000万円余となったとこ

ろでございます。

次に、資本の部でございます。まず、資本金

は、前年度と比べ３億900万円余の増となってお

りますが、これは、借入資本金のうち企業債が、

償還より借り入れが上回ったことにより増加し

たものでございます。

また、その下の剰余金でありますが、剰余金

は、前年度と比べ16億5,600万円余の増となって

おりますが、これは資本的支出に係る一般会計

負担金が25年度に受け入れた分、増加したこと

等によるものでございます。

その下の利益剰余金の当年度未処分利益剰余

金がマイナスとなっておりますが、これは累積

欠損金を意味しております。当年度の収益的収

支で黒字を計上したこと等によりまして、前年

度と比べ若干の改善が図られておりますけれど

も、マイナス275億円余となっているところでご

ざいます。

11ページをごらんください。７のキャッシュ

フロー計算書でございます。キャッシュフロー

計算書は、損益計算書上の収支と実際の現金の

状況が、未払い金とか未収金の影響によりまし

て一致しないことから、事業活動と現金収支の

関係を明確にするために、26年度以降義務化さ

れておりますが、それに先行して作成している

ものでございます。

具体的には、病院事業の活動を事業活動、投

資活動、財務活動の３つに分けて、それぞれに

ついて資金の収入、支出を記載しております。

表をごらんいただきたいと思います。まず、

Ⅰの事業活動によるキャッシュフローといたし

ましては、当期純利益として１億2,400万円余、

現金支出を伴わない経費分といたしまして、減

価償却費21億4,600万円余を計上するなどして、

下のほうの計の欄でございますが、現金収支は24

億6,500万円余のプラスとなっておりまして、資

金繰りの状況は良好ということが言えると考え

ております。

次に、Ⅱの投資活動に係るキャッシュフロー

でございますが、各病院の設備リニューアル工

事や高額医療器械の購入等によりまして、37

億9,700万円余のマイナスとなっておりまして、

これは積極的な設備投資が行われたことを示し

ております。

次に、Ⅲの財務活動に係るキャッシュフロー

でございますが、企業債の発行による資金調達

と、過去に発行しました企業債の償還、一般会

計負担金の受け入れによりまして、18億6,300万

円余のプラスとなっておりまして、これは設備

投資のための資金調達を行ったということを示

しております。

その結果、下から３段目の現金預金の増減額

は、５億3,000万円余増加をいたしまして、年度

末の残高は62億1,200万円余となっております。

12ページをお開きください。Ⅱの25年度の事
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業実施の状況でございます。まず、（１）の人材

の育成・確保でございます。

①の医師の育成・確保についてでございます

が、病院経営に当たっては、医師や看護師等の

医療スタッフの育成・確保が、非常に重要な課

題でございますので、さまざまな取り組みを行っ

ているところでございます。

アの後期研修医研修資金貸与事業は、延岡病

院や日南病院の医師が不足していることから、

臨床研修を終了した後期研修医に研修資金を貸

与し、一定期間、どちらかの病院に勤務すれば

返還を免除するというものでございまして、平

成25年度の新規事業として６名の後期研修医に

貸与したところでございます。

また、イの延岡病院の消化器内科の医師の確

保、ウの日南病院の地域総合医育成サテライト

センターの開設など、大学との連携を図りなが

ら、医師の確保や育成に努めているところであ

ります。

参考までに、各病院の医師の状況を掲載して

おりますが、宮崎病院は着実に医師確保が図ら

れているものの、延岡病院や日南病院が、残念

ながら増加していない状況でございます。

②のその他医療スタッフの育成・確保といた

しましては、アのとおり延岡病院と日南病院の

看護体制の充実を図るため、25年度から地域枠

採用試験を実施したほか、イのとおり高度医療

を担う医療スタッフの資質向上のため、認定看

護師等の専門資格の取得を促進しているという

ところでございます。

次に、（２）の病院機能の強化といたしまして

は、①のとおり延岡病院に整備した屋上ヘリポ

ートを有する救命救急センターの本格稼働のほ

か、②の地域医療再生基金を活用したがん治療

機器の整備、③の日南病院の歯科口腔外科の開

設、④の宮崎病院の再整備の検討などに取り組

んだところでございます。

13ページをごらんください。Ⅲの監査結果報

告書指摘事項等でございます。監査結果につき

ましては、指摘事項が１件、注意事項が３件と

なっております。

監査結果の内容とその後の対応については、

該当する病院から説明をいたしますが、今回の

監査の結果につきましては、真摯に受けとめま

すとともに、今後、適正な事務の執行に向けて

チェック体制の確立を図っていくなど、病院事

業全体で、一層、徹底して取り組んでいくこと

としております。

25年度決算に関する説明は以上でございます

が、今後とも、しっかりとした経営基盤を確立

いたしまして、全県レベルあるいは地域の中核

病院として、政策医療、不採算医療を担うのは

もとより、地域医療充実への貢献といったこと

にも積極的に取り組みまして、県民医療の確保

に、職員一丸となって取り組んでまいりたいと

いうふうに思っております。

私からの説明は以上であります。

○山之内県立宮崎病院事務局長 宮崎病院の決

算状況につきまして御説明いたします。資料は、

決算審査資料の３ページでございます。よろし

くお願いいたします。

まず、①の患者の状況でございます。入院の

延べ患者数でございますけれども、こちらのほ

う14万5,273名で前年度に比べ705人の増、それ

から新規入院患者数は9,726人で20人の増、それ

から、１日平均患者数は398人で２人の増加と

なっております。

患者１人１日当たりの入院収益は５万8,017円

で、高額の手術件数の増加などにより、1,508円

の増となっているところでございます。
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それから、外来の延べ患者数でございますが、

こちらのほう15万9,734人で前年度に比べ3,605

人の減、それから新規外来患者数は２万1,225人

で302人の増、それから１日平均患者数は655人

で12人の減となっております。これは、地域医

療機関とのすみ分け、それから役割分担、そう

いったものが進んでいることなどによるものと

考えているところでございます。

それから、患者１人１日当たりの外来収益は、

１万4,052円で572円の増となっております。

次に、②の収支の状況でございます。病院事

業収益は124億7,816万円余で、前年度に比べ３

億837万円余の増となっております。このうち入

院収益は、入院患者がふえるとともに、１人１

日当たりの入院収益が増加したことから、前年

度に比べまして２億5,888万円余の増となってお

ります。

それから、外来収益でございますけれども、

こちらのほう、患者１人１日当たりの外来収益

が増加しましたことから、前年度に比べ4,271万

円余の増となっております。

それから、その他の収益でございますけれど

も、こちらのほう、前年度に比べまして4,646万

円余の増となっているところでございます。

次に、病院事業費用でございます。こちらの

ほうは、病院事業費用122億718万円余で、前年

度に比べ２億1,651万円余の増となっておりま

す。

これは、給与費が退職者の増員等により退職

給与金がふえまして、4,225万円余の増となった

こと、それから、材料費が心臓血管外科関係の

診療材料費の増によりまして、2,738万円余の増

になったこと、それから、経費が電気やガス料

金の増などによりまして、5,620万円余の増と

なったこと、それから、減価償却費が9,417万円

余の増となったこと、こういったことが主な要

因となっているところでございます。

この結果、病院事業収益から病院事業費用を

差し引いた当年度の純利益は２億7,098万円余

で、平成18年度から８年連続の黒字となったと

ころでございます。

以上が、宮崎病院全体の状況でございますが、

その内訳といたしまして、４ページに一般診療

科、それから、５ページに精神医療センターと

区分して記載をいたしております。

区分に当たりまして、費用につきましては、

給与費など明確に区分できるものはその額を、

経費で庁舎管理の委託業務とか光熱費等共通経

費は面積比で案分して計上しております。

この結果、当年度純利益は、一般診療科が２

億24万円余、５ページの精神医療センター

は7,073万円余の黒字ということになっておりま

す。

なお、監査における指摘事項等はございませ

んでした。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○古川県立延岡病院事務局長 延岡病院の決算

状況について御説明いたします。

同じ資料の６ページをお開きください。まず、

①の患者の状況でありますけども、入院の延べ

患者数は11万8,263人で、前年度に比べまし

て2,110人の増、１日平均患者数は324人で、前

年度に比べ６人の増となっております。

また、患者１人１日当たりの入院収益は５

万8,021円で、前年度より2,724円の増となって

おります。

次に、外来の延べ患者数ですが９万8,083人で、

前年度に比べ4,818人の増、１日平均患者数は402

名で、前年度に比べ21名の増となっております。
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また、患者１人当たりの外来収益は１万3,779

円で、前年度より744円の増となっております。

入院及び外来の患者数、及び患者１人１日当

たりの単価がふえました主な要因でございます

けども、内科及び歯科の医師がふえたこと、及

び循環器内科や心臓血管外科の高額な手術件数

がふえたことなどによるものでございます。

次に、②の収支の状況であります。病院事業

収益の25年度決算額は96億7,358万円余で、前年

度に比べ５億5,155万円余、6.0％の増となって

おります。これは、入院収益及び外来収益にお

いて、患者数がふえたことなどによるものであ

ります。その他収益につきましては、前年度に

比べ2,260万円余の増となっております。

次に、病院事業費用でありますが、25年度決

算額は94億5,144万円余で、前年度に比べ４

億8,158万円余、5.4％の増となっております。

これは、主に減価償却費において、電子カルテ

や救命救急センターの償却が始まったことや患

者数の増加に伴い、材料費が増加したことなど

によるものであります。

この結果、病院事業収益から病院事業費用を

差し引いた当年度純利益は、下から２行目にな

りますが、２億2,214万円余の黒字となり、昨年

度に引き続き利益計上となりました。

25年度の収支決算につきましては以上でござ

います。

次に、監査結果報告であります。13ページを

お開きください。指摘事項として、行政財産の

目的外使用許可について、使用許可期間の延長

手続が行われていないものがあった、との指摘

を受けました。これは、病院敷地内の郵便ポス

トの目的外使用許可期限が、25年３月31日まで

となっておりましたが、その後、延長手続を行っ

ていなかったものであります。監査指摘後、直

ちに使用許可期限の延長手続を行ったところで

ございます。

今後、このようなことがないよう十分確認を

行い、慎重かつ適正な事務処理に努めてまいり

たいと考えております。

延岡病院につきましては以上でございます。

○稲吉県立日南病院事務局長 それでは、日南

病院の決算の状況について御説明いたします。

資料の７ページをごらんください。まず、①

の患者の状況についてであります。入院の延べ

患者数は７万7,758人で、前年度より275人の増

となっております。また、患者１人１日当たり

の入院収益については４万4,677円で、前年度よ

り1,318円の増加となっております。

次に、外来の延べ患者数は８万1,429人で、前

年度より1,321人の増となっております。また、

患者１人１日当たりの外来収益は１万1,479円

で、前年度より505円の増となっております。

入院・外来ともに、前年度から増加した主な

要因としましては、宮崎大学医学部のサテライ

トセンターの開設により、内科の医師が３名増

加したこと等により、内科の入院・外来患者数

が7,188人と大きく増加したこと、また、歯科口

腔外科の新設により、3,531名の入院・外来患者

があったことなどが上げられます。

一方、外科、脳神経外科については、医師の

減によりまして患者数が減少したため、先ほど

の増加数になったものであります。

次に、②の収支の状況についてであります。

入院患者数が増加したことから、入院収益が34

億7,400万円余となり、前年度より１億1,400万

円余の増となっております。

また、外来収益についても、外来患者数が増

加したことから９億3,400万円余となり、前年度

より5,500万円余の増となっております。また、
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その他利益について、医療事故損害賠償保険金

が約4,000万円増加したこと等により、前年度よ

り8,100万円余の増となっております。

その結果、これに一般会計繰入金等を加えま

した病院事業収益については55億7,600万円余

で、前年度より２億3,700万円余の増となってお

ります。

次に、病院事業費用であります。まず、給与

費でありますが28億4,800万円余となっており、

前年度より5,300万円余増加しております。これ

は、臨床研修医の増に伴い、報酬が約2,700万円

の増となったほか、退職者の増により、退職給

与金が約2,100万円増加したことなどによるもの

であります。

次に、材料費は10億7,800万円余で、前年度よ

り4,100万円余増加しております。その主な理由

は、入院外来患者数の増により使用量がふえた

ため、薬品費が約2,400万円の増、診療材料費が

約1,600万円の増となったことなどによるもので

あります。

次に、経費は９億円余で、前年度より2,400万

円余増加しております。医療事故損害賠償金の

増により、雑費が約4,100万円増加したことや、

電気料単価の増により光熱水費が約1,000万円、

燃料費が約600万円増加したものの、建物修繕の

節減等により修繕費が約3,000万円減少したこと

等により、経費全体では2,400万円の増加となっ

たものであります。

この結果、病院事業費用全体では59億4,500万

円余となり、前年度より１億7,800万円余増加し

ております。

これらの結果、当年度純利益はマイナス３

億6,900万円余となり、前年度より5,900万円余

の収支改善となったものであります。

収支の状況については以上であります。

なお、日南病院の監査における指摘事項はご

ざいませんでした。

説明は以上であります。

○鳥飼主査 執行部の説明が終了いたしました。

これより質疑を行います。

○図師委員 各病院の状況を説明いただいたん

ですが、まず、宮崎病院のほうにお伺いしたい

んですけれども、入院の病床稼働率が７割程度

ということなんですが、現在、その入院に関し

ては、紹介状があっての受け入れがメーンだと

思うんですが、その入院の依頼件数が年間どれ

くらいあって、また、それを受け入れた件数が

何％なのかというのがわかっておれば教えてく

ださい。

○山之内県立宮崎病院事務局長 済みません、

ちょっとお時間ください。

○図師委員 大体の数字でも構いませんけど。

○山之内県立宮崎病院事務局長 民間の医療機

関から受け入れるケースを紹介という形で呼ん

でおります。紹介率については、正確な数字は、

また後ほど御報告いたしますけれども、紹介率

については、おおむね57～58％ということでご

ざいます。

それから、私どもの病院から民間の医療機関

に対して紹介する、それを逆紹介と呼んでおり

ますけれども、その逆紹介率については40％未

満、37～38％ということが平成25年度の実績で

ございます。

また、正確な数字は、後ほどということで申

しわけございません。

○図師委員 詳細な数字はいいです。今の数字

が大体わかればいいんですが、関連して、隣の

精神医療センターの稼働率も７割程度なんです

けれども、ここの紹介率、逆紹介率が、大体わ

かっておれば教えてほしいんですが。
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○山之内県立宮崎病院事務局長 精神医療セン

ターの紹介率でございますけれども、そちらの

ほうは、５割以上だとは思っているんですけれ

ども、ちょっとまた後ほど、申しわけございま

せん。

○図師委員 続けて、その宮崎病院の一般診療

科並びに精神医療センターなんですが、救急搬

送をされた件数と、それが外来の対応で済んだ

場合もあるんでしょうけれども、入院につながっ

た件数というのが、わかっておれば教えてほし

いんですが。

○山之内県立宮崎病院事務局長 これ、全体の

数字でよろしいでしょうか。

○図師委員 はい。

○山之内県立宮崎病院事務局長 平成25年度の

救急患者の受け入れ状況を報告いたしますと、

合計で6,492名でございます。そのうち外来での

対応が3,752名、それから入院が2,740名という

ような内訳になっております。

○図師委員 今のは、精神医療センターも含め

ての数字だと思うんですが、では、救急搬送を

されたものに関しては、入院が適当とみなされ

たときは、100％受け入れはできていると理解し

てよろしいんでしょうか。

○豊田県立宮崎病院長 救急外来で患者を診察

した後、必要と思われる方は100％、どちらかに

入院はしております。それでよろしいでしょう

か。

○図師委員 いいです。

要は、何が今の一連ので聞きたかったかと申

しますと、やはり宮崎病院、特にこの県央地区

の最後のとりでとなっていただくべきこの宮崎

病院が、果たしてその最後のとりでとなり得て

いるのか。

紹介率が57％程度ということと、また逆紹介

率が37％程度ということで、救急搬送はその限

りではないんでしょうが、ちょっとその気がか

りだったのは、救急搬送なりで来られた方が、

外来対応はされたとして入院が受け入れられな

いということで、ほかの病院にまたお願いされ

たとか、そういうようなケース、特に精神医療

センターに関して、そういうケースがなかった

ものなのかどうかっていうのをちょっとお聞き

したいんですが。

○豊田県立宮崎病院長 正確な前例は記憶にな

いんですが、例えば、小児の患者さん、心疾患

の患者さんとか、どうしてもうちで対応できな

い患者さんは、一旦、ＮＩＣＵとかで診せてい

ただいて、熊本とか福岡にお送りすることはご

ざいます。

それから、どうしても手術室がいっぱいであ

るとか、多発外傷とか、そういう場合は、宮医

大のほうにお願いすることはございました。

ですから、入院が必要なケースは、ほぼ全例、

一応、何らかの対応をしていると思います。ほ

とんど入院させて治療させていただているとい

う状況でございます。

○山之内県立宮崎病院事務局長 先ほどの紹介

率、逆紹介率の25年度のデータを申し上げます

と、紹介率が全体で59.6％、逆紹介率が36.1％

でございます。それから、精神医療センターに

つきましては、紹介率が39.1％、逆紹介率が31.5

％でございました。

以上でございます。

○図師委員 これは、もう最後にしますが、先

ほど言われた手術台があいてないとか、診療科

でちょっと対応が難しい小児関係とかが、ほか

の病院に回っているということなんですが、や

はりそれが物理的な問題なのか、人員的な問題

なのかというところもあろうかと思うんですが、
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稼働率が７割程度ということであれば、さらに、

今言った改善をしていけば、受け入れるもの

は100％受け入れられて、この稼働率も上がって

くるんではないかと思われますので、今、黒字

経営というのはいいことだと思うんですが、や

はり県民の最後のよりどころとなるためにも、

今言われた、ほかに回しているようなケースが

あれば、今後、それをさらに改善できるような

取り組みをしていただければと思いますので、

それはもう要望で構いません。

もう一つ。別の項目なんですが、２ページの

ところにありました特別利益の説明で、職員の

互助会が中心となって運営されておった売店が、

解散されたがゆえの返還金というような説明

だったんですが、その後、その売店の経営とい

うのは、どこかに委託されているような経緯が

あれば教えてください。

○緒方病院局次長 患者さんの日用品とかそう

いうような利便性を図るために、職員団体が一

部、そういう形で売店経営をやっていた。それ

はもう完全に別会計でやっていたということで、

こういう3,000万円余のその剰余金が出たわけで

すけど、現在は、民間のローソンとか、そうい

うようなところに部屋を貸して、運営をしてい

ただいているというような状況でございます。

○図師委員 その確認です。はい、よろしいで

す。

○鳥飼主査 ほかに。

○黒木委員 今の答弁ですが、前の委員会のと

きに、業務のアウトソーシングの推進によって、

給与費の節減があったという説明があったんで

すけど、それは具体的には、今のようなことだ

と考えてよろしいでしょうか。

○緒方病院局次長 経営改善を図る上での業務

委託というものは、基本的には、例えば看護の

補助業務とかを民間に出したりとか、そういう

ようなことでやっているというのが中心でござ

いまして、これは、そもそも職員団体がやって

いたということでございますので、ちょっと違

うというようなことでございます。

○黒木委員 これも前回の委員会のときに、25

年度で後発医薬品を使うことによって、２億300

万ぐらい節減効果があったということで、私が

よくわからなかったのは、これは患者が負担す

ることで、病院もそれだけ大きな節減効果があ

るのかなとも思うんですけれども、そうなんで

しょうか。病院がそれだけの節減効果があるの

か。患者の負担が減る、それが一番大きいのか

なと思ったんですけれども。

○緒方病院局次長 県病院の場合には、その診

療報酬制度が、ＤＰＣと言われる包括的な形で

算定をされますので、当初からこの疾患につい

ては大体このくらいという形で決まっておりま

す。

その中で、患者さんにとっては、そういう大

きな形、影響というのはないわけですけれども、

病院経営にしてみれば、正規の薬剤を使うとな

ると高くコストがかかります。だけど後発医薬

品だと安くなりますので、全体経費、定額制で

すので、定額、決まった中で努力して安くすれ

ば、それだけ利益が出るというような仕組みに

なっています。

○黒木委員 ということは、患者さんの負担が

そのまま減っていくということではないわけで

すね、それ構造的には。

○緒方病院局次長 そういうような形で、患者

さんの負担が直接減っていくということではご

ざいません。

○黒木委員 いろんな経営改善に努めて19年ぶ

りの黒字ということで、大変努力されたんだと
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いうふうに思うんですけれども、この延岡病院

と日南病院の医師数がほとんどふえていない。

そして宮崎病院が一気に10人以上ですか、ふえ

たということの原因と、そのための新たないろ

んな資金の貸与事業とかしているわけなんです

けども、そういった根本的な原因というのは何

にあるんでしょうか。

○豊田県立宮崎病院長 12ページの参考資料な

んですけども、22年度は恐らく、富養園の精神

医療センターが、移転してきたときの精神科の

ドクターがふえた分だと思うんです。

それから、あとは25年から26年度は、これは

市の小児医療センターが敷地内に来られたとき

に、小児科医が数名ふえたというのが主な原因

でございますが、ほかに専門性の高い医師の確

保、例えば病理の医師とか、それから放射線科

等の医師を確保できたというような状況で、ふ

えているところでございます。

そういう状況でありまして、ただ、これは年

内でも変動はするんですが、４月１日現在とい

うことです。

１人の専門性の高い医師を確保するのに、大

体３年から５年ぐらいかかって、努力して、大

学とか、それから個人的にもいろいろコンタク

トをとりながら、確保してきた状況ではござい

ます。よろしいでしょうか。

○黒木委員 延岡病院と日南病院が少ないと、

増になっていないというのは、その辺どういう

……。

○栁邊県立延岡病院長 延岡病院の栁邊ですけ

れども、当院は、宮崎大学及び熊本大学の医局

から派遣していただいている医師がほとんどな

わけですけれども、特に新臨床研修医制度が始

まりましてから、宮崎大学の卒業生で宮崎大学

に残る、研修する人も減っているわけですね。

いろんな医局の状況とかもありまして、医局

にお願いしても、宮崎大学の内部を埋めるのが

やっと、あるいは、その宮崎市内とかそういう

ところが多くて、延岡まで派遣する余力がない

と。重要性はよくわかっているんだけれどもと

は、言ってもらってはいるわけですが、熊本大

学についても似たような状況であるわけです。

その熊本大学の場合は、やっぱり県外という

のもありまして、まずは県内を埋めようという

医局の姿勢がありますので、継続的に消化器内

科とかお願いしていて、若干ふえているところ

はあるわけですけれども、全体からすると、な

かなか必要数を賄えてないというのが現状でご

ざいます。

研修医とか、いろんなところで医師確保対策

をしていますけれども、研修医の先生たちが一

人前になるには、やっぱり５年、10年近く時間

がかかりますので、今後、そういう効果に期待

をしているというところでございます。

○鬼塚県立日南病院長 日南病院も、24年度に

入る前に、大学から派遣されていた内科の医師

が２人、おやめになりました。これは、もう教

室の事情と本人の退職ということで、その２人

の内科の医師が、かなり高額の収益を得た診療

科の先生だったもんですから、がたっと落ちま

して、非常に困って宮崎大学に何回もお願いし

てきました。

当院も、全員宮崎大学からの派遣ですのでお

願いはしていますけれど、今、２人の院長が申

しましたような事情で、なかなか大学もいない

ということで非常に困っています。

よその大学にも、いろいろお願いをしました

けれども、その大学の所在の県でさえも派遣し

ていないのに、よその県にどうしてやれるかと

いうようなことで、なかなかかないません。
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ただし、日南病院は幸いなことに、研修医育

成サテライトセンターがございますので、それ

に伴いまして研修医が多数来ています。そのお

かげで何とか診療がやれています。ただし、やっ

ぱり全体的に非常に不足しています。できるだ

け、またふやすように努力をしていきたいと思

います。以上です。

○緒方病院局次長 先ほどの黒木委員に対する

答弁で、ちょっと言葉足らずな点があります。

先ほどは、入院患者のことをお話ししました

けれども、外来患者の場合には院外処方をしま

すので、ジェネリック薬品を使えば、その分、

患者さんの薬品代は安くなるというようなこと

はございます。

○鳥飼主査 よろしいですか。

○黒木委員 はい。

○中野委員 先ほど図師委員のほうから、紹介

入院の場合で57％が入院ということで、そのと

きに逆紹介入院というのがありましたが、この

逆紹介入院というのは、どういうパターンとい

うかどういうことですか。

○山之内県立宮崎病院事務局長 逆紹介率とい

う意味で申し上げまして、例えば患者さんがう

ちのほうで手術をして、そして手術が終わって、

それから民間のほうの医療機関のほうに転院さ

れる場合もあるでしょうし、あるいは、入院は

しないまでも、民間のほうの医療機関で通院し

て、治療を継続して受けられるというような、

そういうことを逆紹介と呼んでおります。

○中野委員 紹介で宮崎病院に来て、そしてそ

のまま別の病院に、また紹介するというのはな

いんですかね。

○豊田県立宮崎病院長 お答えします。

そういうケースはございます。先ほど申し上

げましたような、例えば小児の心疾患とか、う

ちのほうでそういう専門医はいませんので、そ

ういう患者さんは御紹介を受けて別の病院に紹

介すると。

それから、例えば、全ての治療ができない場

合がありますので、ある疾患は専門医のいる宮

大のほうにお願いするとか、そういう紹介のケ

ースはございます。

○中野委員 そういうのも逆紹介、入院から通

院ということになるわけですね。

○豊田県立宮崎病院長 それも一応、逆紹介の

ほうに入ってくる。

逆紹介率は、ある期間内に紹介したという数

字的な問題で、実際に、逆に御紹介しているケ

ースはもう少しあるということですが、細かい

数字については、把握はしておりません。

○中野委員 もう今は、紹介されてきて、ろく

ろく診もせずにほかの病院に紹介するというの

はないんですね。

○豊田県立宮崎病院長 はい、それはございま

せん。

○中野委員 もう数年前で終わったわけですね。

○豊田県立宮崎病院長 はい、現時点ではござ

いません。

○中野委員 現在は、もうなくなった。

○豊田県立宮崎病院長 はい、なくなりました。

○中野委員 数年前はあったんですね。

○豊田県立宮崎病院長 いえいえ、そこまでは

ちょっと私も記憶はないんですが、まず診ない

で逆にもう紹介するとか、一応、診たケースは、

きちっと今までも紹介をしていたということで

ございます。

○中野委員 いや、診ないで折り返すという実

例もあったですよ。

○豊田県立宮崎病院長 済みません、今のは、

御説明がよくなかったんですが、紹介を受けた
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患者さんは必ず当院で診るか、もうこの患者さ

んは、ある程度安定したとか、後方連携とか地

域連携のためにという意味もありまして、御紹

介いただいたところに診ていただくというふう

に御紹介はしている、これは、恐らくどこの病

院も同じだと思います。

○中野委員 あんまり突っ込む気はないんだけ

ど、さっき言った事例があったよということを、

まさか、もうそういう先生はおられないと思う

んだけど、やっぱり先生によりけりですよ、ド

クターに。

○鳥飼主査 それは質問ですか。

○中野委員 いや、もう実例を発表しただけで

す。

○鳥飼主査 ほかに。

○星原委員 ちょっと教えてほしいんですが、

３病院でそれぞれ報告いただいた中で、入院の

場合でも外来の場合でもそうなんですが、１日

当たり入院収益ということで、３病院とも前年

度と比較してプラスにきていますよね。

延岡病院は2,724円で、日南病院だと1,318円

とか、宮崎病院は1,508円とか、これ、１日当た

り入院したときに、プラスで前年度と比較する

とふえてきたという計算になるわけですが、こ

れは何か、毎年こうやってふえていくもんなん

ですか。原因、何かそういう重い患者が多いの

かどうかわかりませんが。

○古川県立延岡病院事務局長 今年度につきま

して、先ほど申しました延岡病院でいいますと、

やっぱり高額な手術というのがふえれば、患者

数に限らず診療単価はふえてまいります。

だから、簡単な手術ばっかり多くなれば単価

は下がるし、それと、診療科によっても、循環

器内科とか心臓血管が、もともと１日10万円近

くなるんですけど、そういう患者数がふえれば、

自動的にふえると。

ただ、診療単価の低い部分の患者数がふえれ

ば平均が下がるということで、そういうことで

毎年上がるというのも、患者の状況によって単

価は変わってくるという状況になります。

○星原委員 ということは、延岡のほうが、逆

に日南病院と比較すると倍ぐらい、その重症患

者というか、そういう人たちが仮に言えば、平

均したときには、１人当たりの単価でいけば、

多かったというふうに見ればいいわけですね。

○古川県立延岡病院事務局長 日南の病院長が

御説明されたんですけど、日南のほうは……。

私どもは心臓血管外科、これ、単価が十何万す

る。それとか循環器内科、そちらのほうがうち

のは高いということで、全体的に伸びていると

いう状況にはございます。

○星原委員 はい、わかりました。

○稲吉県立日南病院事務局長 日南病院の場合

は、診療科によりまして、増加した診療科とそ

れから減少した診療科がそれぞれありまして、

増加した診療科としては、例えば内科は、単価

もふえましたし患者もふえたと。それで大体２

億1,000万ぐらいふえたんですが、それと逆に脳

神経外科とか、単価はふえたんですが患者数が

減ったということで、最終的には7,700万ぐらい

の減と。

整形外科も医者が１人減っておりますので、

単価的には若干ふえましたが、患者がふえたこ

とによって2,100万ぐらい減ということで、その

全体を全部足し合わせる、プラスの要因、マイ

ナスの要因ということで全体で割っていきます

と、単価的には下がりますけども、収益的には

上がったという状況でございます。

○山之内県立宮崎病院事務局長 宮崎病院の場

合、入院単価が1,508円増加しているわけでござ
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いますけれども、その主な要因の一つは手術料

でございます。手術料が、私どもの収益のうち

の大体２割から３割占めているわけでございま

すけれども、高額な手術件数が25年度の場合増

加しておりまして、２万点、これは大体20万円

と考えていただければよろしいかと思うんです

けれども、その手術が、大体65件ぐらい、24年

度と比べますとふえておりまして、そういった

ものが、単価を押し上げる要因になったのかな

と思っております。それ以外には、先ほど延岡

病院の事務局長も申し上げましたように、高額

の入院がふえたということが、単価を押し上げ

た要因になっているのではないかと思っており

ます。以上でございます。

○星原委員 入院患者のほうは、そういう重症

患者とか特殊な手術の患者とかということなん

ですが、外来のその１日当たりも、それぞれ500

円から700円上がっているんですが、１人平均あ

たりがそういう形で上がった要因というのは、

外来にも何かやっぱりそういう問題があるんで

すか。

前年度と比較して、これぐらい違ってくると

いうのは、ふえた理由というのは、やっぱり特

殊な何かがあるんですか。

○古川県立延岡病院事務局長 延岡病院の主な

ものにつきましては、患者に関係するんですけ

ど、内科の多発性骨髄腫とか、小児科でいけば

ＲＳウイルス感染症予防などの高価な注射を

使ってて、自動的にそれでふえてきている状況

でございます。

そのときの治療の内容によって使う薬とか、

外来ですけども、注射とかのほうでふえてくる

という状況でございます。だから、毎年、それ

でふえるというわけではございません。

○山之内県立宮崎病院事務局長 宮崎病院の場

合の外来のほうの単価、患者１人１日当たりの

単価が500円ほど上がっておりますけれども、そ

の要因といたしましては、一番大きいのは注射

料でございまして、その注射料の中身を調べま

すと、抗がん剤の注射が24年度と比べますとふ

えております。

そういったものが、大体6,000万ほどになって

おりまして、それが単価を押し上げる要因になっ

たのではないかと思っているところでございま

す。以上でございます。

○鬼塚県立日南病院長 日南病院の単価の問題

ですけど、入院も外来もそうですけど、先ほど

から話が出ている大きな手術がやられてない。

心臓血管外科というのは、15万とか13万するん

ですね。普通は、日南病院で４万円なので、か

なりそれで差がつく。

それと、ほかの２つの病院が３次救急施設な

んですね。日南は２次救急施設で、やっぱり重

症度もかなり違うんです。そういうことでかな

り単価の差がついていると。

外来も同じように、そういう患者が外来に来

ますので、外来で検査等をするのに、やっぱり

重症は重症なりの検査をしますから、そこで差

がついているというのが現状であります。

収益として去年と差があるのが500ぐらいです

かね。あまり差はない。あまり変わってないん

じゃないかなと思います。以上です。

○星原委員 あまり変わらないと言われるんだ

けど、（「ちょっとふえていますけど」と呼ぶ者

あり）いやいや、１人当たりが前年度で１万974

円で、ことし、25年度は１万1,479円ですよね。

１割で1,000円ちょっとですわね。

ということは、500円ということは５％は平均

で上がっている計算になりますよね。（「4.6％

上がっている」と呼ぶ者あり）4.6％ですかね。
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そういう数字になると思うんですが。

その払う患者側からいえば、数字的なものと

して捉えれば、平均したときには、やっぱりそ

れぐらいの今言われたような形でかかっていく

形なんですね。年度によっても違うというよう

な話もありましたけど、年度だけで、こうふえ

ていくのか、使ういろんな注射の関係もあると

宮崎のほうで言われたんですけど、単価が上がっ

ている原因がというのは、価格が上がってきて

いる部分もあるんですか。

○鬼塚県立日南病院長 一つは、診療報酬の改

定が２年ごとにありますから、それは影響があ

ると思いますし、それから、年ごとにやっぱり

患者さんの重症度も違ってきますから、当然、

上がったり下がったりするんだろうと思います

けど、でも、診療報酬の改定は、大体外科系は

やっぱり手術料とかがふえていますので、外来

もそれに伴ってふえているんじゃないかなとい

うふうに思います。

○稲吉県立日南病院事務局長 日南病院ですけ

ど、先ほど院長のほうからは説明があったんで

すが、若干補足をしますと、いろんな診療科で

ふえたもの、減ったものということで先ほど説

明しましたが、特に25年度は眼科のほうがふえ

まして、その中でいろんな注射薬、眼科の注射

薬等を使用していまして、これ等がかなり伸び

てきているということで、単価的にも高くなっ

ているということで、全体として先ほどの平均

して505円等になったという状況でございます。

○星原委員 はい、わかりました。

○鳥飼主査 よろしいですか。

○横田委員 私も、今、星原委員が質問された

ことを聞こうと思っていたんですけど、宮崎病

院の外来が、延べ患者数が3,605人減っているに

もかかわらず、外来収入が4,271万1,000円ふえ

ているということは、１人当たりの外来収入が

ふえているからだと思うんですけど、結局、先

ほど言われたように、今、高額の注射とか、そ

れを受ける患者さんが多かったということなん

ですか。済みません、繰り返しになりますけど。

○山之内県立宮崎病院事務局長 先ほど、抗が

ん剤の投与患者がふえたというお話をいたしま

したけれども、まさにその注射料、あるいは投

薬料、そちらのほうがふえている状況でござい

ます。

○横田委員 かなりの数の患者さんが、そうい

う注射を受けたということですよね。でないと、

こんなにプラスにならないんじゃないかなとい

うふうに、直感的に思っただけなんですけど。

○山之内県立宮崎病院事務局長 数のほうはと

もかく、外来の診療行為別のデータを見てみま

すと、先ほど申し上げましたように注射料とか

投薬料、これ、先ほどから申し上げています抗

がん剤なんですけれども、ほかの項目は、例え

ば検査料とか。あと、例えば外来について処置

料とかそういうものは減っておりまして、先ほ

ど申しました注射とか投薬が減っているという

状況でございます。

外来でもいろんな行為がありますけれども、

ふえているものもあれば減っているものもある

という状況でございます。以上でございます。

○緒方病院局次長 今、いろいろなお話があり

ましたけれども、外来については、県病院は、

がん拠点病院とかになっておりまして、以前は、

化学療法は入院をしてやるというような形に

なっていたんですけど、最近は、外来化学療法

という形で、家にいながら、外来で通院をしな

がらそういう化学療法ができると。

今後の新たな計画でも、そういうような部分

をさらに充実させていこうという形になってお
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りますので、外来の単価としては注射料が先ほ

ど出ていますけど、やっぱりがんの注射料は高

いんで、そういう意味では単価としては上がっ

ているというふうには認識をしております。

○横田委員 はい、わかりました。

○鳥飼主査 ほかにございませんか。

○二見副主査 この収支が改善されていること

は非常にいいということでよくわかるんですけ

ど、病院も保険診療をされていれば、レセプト

関係の返戻とかもあると思うんですが、返戻金、

あれというのは、ここには出てこないわけなん

ですけれども、その割合というのは、どんな状

況なのかっていうのはわからないんですか。

○緒方病院局次長 ちょっとお時間ください。

済みません。

○稲吉県立日南病院事務局長 日南病院の場合

は大体査定率が0.123％、25年度は実績としまし

たら、それぐらいの率です。大体0.1％から0.2

％ぐらいの範囲という状況です。

○古川県立延岡病院事務局長 延岡病院につき

ましては、入院が0.18％、外来が0.23％でござ

います。

○山之内県立宮崎病院事務局長 宮崎病院の場

合でございますけれども、トータルで0.152％と

いうことになっております。

○二見副主査 これというのは、ずっとこの数

年間通しても、大体同じぐらいの割合というよ

うなことでよろしいんですか。

○鬼塚県立日南病院長 日南病院は、査定率は

少し下がっています。

○豊田県立宮崎病院長 宮崎病院の場合には、

以前はかなり高かったんですが、病院全体で医

事課、それからドクターのほうでいろいろ頑張

るといいますか努力をしまして、今、先ほど事

務局が申し上げたような数字に年々下がってき

まして、今、0.1％ぐらいを目標にやっていると

ころです。

○栁邊県立延岡病院長 延岡病院も似たような

状況だと思いますけれども、去年とことしと比

べれば、ほとんど変わらない状況。一応、いろ

んな保険診療審査委員会とかやって、査定率を

下げるように努力はしているところです。

○鳥飼主査 よろしいですか。

○二見副主査 はい。

○鳥飼主査 ほかにございませんか。

○星原委員 もう一つ教えていただけませんか。

貸借対照表の10ページのこの未収金ですよね。

各病院、何か２人ずつということであるんです

が、かなりの金額が残っていると思うんですけ

ど、これはやっぱり患者さんの収入というか、

その支払えない状況のたぐいの人たちが、やっ

ぱり毎年、これぐらい出てきているということ

なんですかね。

○緒方病院局次長 未収金は、毎年、残念なが

ら出てくるんですけど、状況を見ますと、保険

に入っていなくて救急で来たりとか、あるいは

退院のときに手持ちがないから、後でっていう

ことで分割にしてくれとか、また、高齢者がふ

えている関係で、どうしても収入が年金という

ことで、なかなかその支払い能力がないと。

連帯保証人もつけているんですけども、連帯

保証人の方も、なかなか払えないとかそういう

ような状況がございまして、残念ながら、毎年、

新規が発生してくるというようなことで、その

新規を発生させないように努力をしているとい

うのが一点と、発生したものについて、回収を

徴収員、各病院２名でやっているというような

状況ではございます。

○星原委員 これは、最終的な処理の仕方は何

年間かで決定しているんですかね。どういうふ
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うになっているんですか。

○緒方病院局次長 この債権は、３年間で消滅

時効になります。一応、消滅時効の場合には、

患者さんのほうが時効を援用ということで、内

容証明で援用しますということが必要なんです

けれども、それであると、３年間で不納欠損と

いう形で処理します。

そういうような援用がない場合でも、その患

者さんのその資産の状況とかを見て、なかなか

返済が困難だと。あるいは、本人、患者さんが

もう死亡してしまっているという形で相続放棄

をしているとか、そういうようなものもありま

して、そういうような場合には不納欠損という

形で処理をするということをしております。

○鳥飼主査 ほかに。

○中野委員 今、貸借対照表の説明もありまし

たが、当年度未処分利益剰余金マイナス275

億5,500万円、これは結果的にどうなっていくわ

けですかね。

○緒方病院局次長 これは、中野委員は、もう

十分御存じだと思いますけれども、会計処理上

の赤が出ているということで、隣のほうにキャッ

シュフローがありますけど、現金ベースでは、

現金はあると。

問題なのは、償却前、減価償却をする前の金

額が黒かどうかということなんですけれども、

減価償却をする前の数字は３病院とも黒になっ

ていますので、運営としては問題はないという

ことです。

ただ、やっぱりこのままいくと、減価償却の

資金がないということになります。この赤があ

るということは、今度、新たな建てかえとかを

するときの手持ちの金がないということになり

ますので、そういう意味では、できるだけ未処

分利益剰余金は減らしていく努力っていうのは、

やっていく必要があるというふうに思っていま

す。

ただ、病院会計の場合には、その建てかえと

かいう場合には企業債を使えるというような形

もありますので、手持ち資金がないから、そう

いうような整備ができないというようなことに

は、つながらないということでございます。

○中野委員 本年度中に来年度以降の経営形態

をどうするかということを今、検討中ですよね。

どうなるのかわかりませんが、結局、このマイ

ナス275億5,000万というのは、この形上は減ら

せない限り、マイナスでその数字がずっと、こ

れを徴収しない限りいくというわけでしょう。

○緒方病院局次長 経営形態を検討する中で、

この未処分利益剰余金のマイナスをどう処理し

ていくのかという問題は若干あろうかと思いま

すけれども、基本的には運営は、できる体質に

はなっておりますので、今後、経営形態を検討

していきますけれども、その中でも１つの課題

にはなるかなというふうには思います。

○中野委員 例えば、全適でいった場合には、

いわゆる公営企業のやり方というのも大分厳し

くなって、いわゆる民間の処理方法に限りなく

近くなっていくと思うんですよね。

そうすると、先ほどは、償却前が云々と言わ

れたけれども、そういうことも、やっぱり償却

前が、あるいは償却が云々ということと言って

ては始まらない会計手法になっていくというこ

とになりはしないですかね。だから、この辺の

その整理できるもんかできないもんかですよ。

私は、どうも今のこの経営体のマイナス275億

も出ているという状態が、普通の経営体として

はおかしいんじゃないかなという気がしてなら

んのですがね。

それを新たにスタートするときに、きれいに
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清算したり、何かそういうのができんわけです

かね。

○緒方病院局次長 26年度の決算から、新たな

経営会計処理方法というのが入りますので、よ

り民間の会計制度に近い形でやりなさいという

ふうになってきます。

そういう中で、この未処理、275億の決算、赤

というのをやっぱりできるだけ減らしていくと

いうことが必要になってきます。

今年度は、１億2,400万の黒が出ましたので抑

えることができましたけれども、そういう意味

では、やっぱりできるだけ収支改善をしながら、

減らしていく努力というのは、やっていく必要

があるというふうには思っております。

○中野委員 県の会計を民間みたいに連結決算

した場合には、この病院局の275億というものは、

全体の中のマイナスの中で捉えられているんで

すよね。

例えば林業公社の380億ですかね。ああいうも

のと一緒に、そういう見方をすればいいんです

か。

○緒方病院局次長 連結と言われればそうです

けど、基本的には、知事部局会計と病院局会計

は別会計という形にしてありますので、県全体

という形で見ればそういうようなこと、赤があ

るということにはつながると思います。

○中野委員 いわゆる県全体で見たときには、

この275億が消えるまでは、負の資産があるとい

うふうに理解しとけばいいんですね。

○緒方病院局次長 会計処理上の問題なんです

けど、今、利益剰余金がマイナスの275億円あり

ますけれども、その剰余金として一般会計負担

金というのが282億、知事部局からいただいてお

る金、それで大体均衡していますので、知事部

局からお金をいただいて、これは、カバーはで

きているというようなことではありますので、

不良債権ということではないとは思いますけど

も、知事部局からお金をいただいているという

ことには、変わりはないと思います。

○中野委員 一般会計の負担金のことですか。

○緒方病院局次長 もう一度御説明いたします。

下から３段目に、当期末利益剰余金というこ

とでマイナスの275億という数字があります。そ

の上の資本剰余金という中で、一般会計負担

金282億というのがあると思います。これがあり

ますので、これで一応、大部分が相殺をされる

というような、会計処理上はそういう形になる

ということでございます。

○中野委員 ということは、剰余金は26億、こ

れは差し引きしてあるんですかね。剰余金は26

億ありますというふうに見とけばいいんですね。

○緒方病院局次長 はい、そうでございます。

○鳥飼主査 よろしいですか。

○中野委員 いやいや、ちょっと一般会計負担

金というのは、もうもらいっぱなしで県には戻

す必要はないんですか、ここで資本剰余金の中

にそんなのが書いてあるけど。

○緒方病院局次長 一般会計負担金は、法令、

地方公営企業法上、政策医療、あるいは不採算

医療として一般会計から病院局にいただいてい

るものですので、返済する必要はないというこ

とでございます。

○中野委員 であったら、マイナス275億という

のがあるが、何か当期剰余金がずっとマイナス

のままで、これを戻すには並大抵じゃないです

から、何かきれいに相殺して、純然たる剰余金

は26億ですよと。今度、新たな経営形態に移行

するときに、何かそういうふうに処理はできん

とですか。

○緒方病院局次長 先ほど新たな会計制度が始

平成26年10月１日(水)
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まると申しましたけど、新会計制度では、そう

いうような取り扱いをするようにするというこ

とで、よりわかりやすくするという形に変更に

なる予定でございます。

○鳥飼主査 いいですか。

○中野委員 いや、そうしないと、この２ペー

ジの表がいつもついて回っていけば、単年度で

はやっと黒字になったとはいえ、何か25年度末

処理欠損金というのが、累計でずっと上がって

くるわけでしょう。275億はここに来ているわけ

ですから。

働いても働いても、努力をしても努力をして

も、なかなかこの過去の借金を戻せないという

形になれば、それぞれの３病院が、やる気とい

うか、努力したかいがないように、まだかまだ

かというふうになりはしないかなと思って、そ

のことをここの欄があるもんだから、思って質

問させていただきました。

○緒方病院局次長 ありがとうございます。そ

ういう形で新たな会計制度で、よりわかりやす

くということで、そういうことになれば、各病

院も職員も、そういう目的意識を持ってやれる

ような形にはなろうかと思います。努力したい

と思います。

○鳥飼主査 ほかにございませんか。

なければ私から１つ。

この資料の12ページ、先ほど議論になりまし

たが、医師の確保についてでございます。宮崎

病院については、院長のほうから富養園の統合

と、それから小児科のところでそういう影響も

ありますというお話がございまして、延岡病院、

日南病院は、大変厳しい状況というのが１つご

ざいます。

これは、病院局だけということじゃないんで

すけど、福祉保健部にも関連をしてくるんです

が、例えば宮崎出身のドクターというのは、全

国に、かなりおられるというようなことも聞き

ます。ある程度の人になったら、もうそこで家

庭をつくって、子供さんの教育の問題とかあっ

て、帰ってきていただくというのは難しいとい

うのは、１つあると思いますけども、何とかこ

の延岡と日南は御苦労をいただいて、熊本あた

りも、県外まで出せるかというようなことを言

われて、大変苦労をしているというようなお話

もございましたが、そういうところを福祉保健

部と一緒になって、この医師確保についての何

か取り組みをしていただきたいなというのがあ

るんです。

それともう一つ、日南病院の場合は、医療圏

の人口がかなり少なくなってきているというの

もありまして、それはお医者さんの技術次第な

んでしょうけど、鹿児島県の南部を取り込むよ

うな、ちょっとほらを吹くような感じかもしれ

ませんけども、そういうことで対応していかな

いと、なかなか運営というのは、御苦労あるん

じゃないかなというような気がするんですよ。

それで、福祉保健部との連携とか、独自で今

度、就学貸与資金も６名で予算化されて取り組

んでいただいているんですけども、そこ辺の取

り組みというのは、どんなでしょうか、連携を

してというのは。

○緒方病院局次長 御存じのとおり、県立病院

の専門医の部分については、大学医局から派遣

していただいていますので、大学に後期研修医

が残らないと、なかなか派遣をしていただけな

いということがあります。そういうことで先ほ

どの延岡病院、日南病院の後期研修医制度とい

うのを始めたわけでございます。

25年が６人、ことしも６人ほどおりますけれ

ども、そういう形で、まず大学医局に、後期研
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修医をふやし、大学から派遣していただくとい

う取り組みを引き続きやっていく必要があると

思っています。

もう一つは、福祉との連携でございますが、

この前の新たな経営計画の中でもお示ししまし

たとおり、県病院としての役割というのが、やっ

ぱり地域の医療を支えるという役割、そのため

には、その医師を育てるという部分も、当然あ

るべきだというふうに思っています。

そういう意味で、福祉保健部のほうで就学資

金とか、教育委員会のほうでは地域枠の選定と

か、宮崎に医師を残そうという取り組みがあり

ますので、そこと連携しながら、医師を育てる

取り組みというのを─県立３病院では、地域

医療科とかそういうような部分もつくっており

ますので、そこに受け入れて、ドクターを育て

ていくとか、そういうような形での医師確保と

いうことを、協力しながらやっていきたいと思っ

ております。

あと、日南の件は。

○鬼塚県立日南病院長 日南病院も、人がなか

なかふえないんですけど、先ほども話しました

けれども、サテライトセンターに、ことし10人

の応募があって新聞に出ましたけども、第１志

望者が５人定員で６名ということで。そういう

人を大学から、もし、なかなか大学からの派遣

が難しいんであれば、そういうところで育てた

いと、ちょっと時間はかかりますけど、今はそ

ういう気持ちでおります。

教育しても、皆、なかなか日南に残ってくれ

るかわからないんですけども、そういう形で、

少しでも南那珂の医療に貢献していきたいと思

います。

それから、今、主査が言われましたけども、

鹿児島県の県境あたりをという。何人かあの辺

から来る患者もおるんですけども、鹿児島は鹿

児島で鹿屋あたりで頑張っていますし、なかな

か難しいんですけども、体制が整えば、医師の

人数が整えば、それは可能かと思います。医師

次第でかなり収益も違ってきますから、そこの

ところを考えながら頑張っていきたいと思いま

す。

○緒方病院局次長 補足でございますが、先ほ

ど主査のほうから、県外に出ているドクターも

いらっしゃるんじゃないかというようなことも

ありまして、福祉のほうも福岡とか東京に行き

まして、在京の医者の集まりとか。そこに来て

いただいて、宮崎はこういう状況だよとか、そ

ういうような情報提供をしたりしています。

そこに、今、県病院局としても参加をいたし

まして、県病院の状況とかをお知らせをしたり。

あるいは、東京、大阪と福岡とか、臨床研修医

の説明会等がありますけれども、そこにも同時

に。福祉と一緒に今、県立病院の臨床研修群と

いうみたいな形で、宮崎県一体となったブース

を設けるとかして、そういう形で医師の確保、

研修医の確保というのをやっている状況ではご

ざいます。

○鳥飼主査 あと要望にしておきたいと思いま

すが、３人の先生方、かなりお顔も広いという

とあれですけどもに、全国にそういうチャンネ

ルもあるでしょうから。

ぜひ医師確保、なかなか難しい課題ですけど

も、局を挙げてということでよろしくお願いし

たいと思います。

○星原委員 自治医科大出身の人が、県の３病

院には何人いらっしゃるものなんですか。

○緒方病院局次長 宮崎病院には、出身者が今、

正規職員で※２名だったと思います。それと、延

※25ページに発言訂正あり
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岡病院に１名入ってきてくれています。あと大

学のほうにも、２名ほど、救急と地域医療学講

座というところに入ってくれておりまして、去

年は地域医療学講座から日南病院の指導医と、

今はもう大学のほうに帰っていますけど、指導

医という形でサテライトセンターの運営をして

くれたりとかいう形で、ほかに自治医科大学の

研修中なんですけど、９年間の義務があります

けど、その中で病院で研修というのがあるんで

すけれども、その研修医が地域医療科に今、５

人ほどだったですかね、研修をしているという

ような状況はございます。

○星原委員 これ、日南病院は誰もいないんで

すか。

○稲吉県立日南病院事務局長 研修医ですけど

も、現在、全部で７名の研修生がおりますけど、

２名が自治医科大の出身でございます。

それから、先ほど次長がお話ししましたサテ

ライトセンターのドクターが１名、自治医大出

身でございます。

○星原委員 はい、わかりました。

○鳥飼主査 そのほかございませんか。

○二見副主査 また、ちょっと追加でお聞きし

たいんですけど、先ほど未収金の部分もちょっ

とお話出たんですが、この10ページの貸借対照

表で出ている資産の部で、未収金というのが約50

億ぐらいあるんですけれども、この中身という

のはどのようなものなんでしょうか。

○緒方病院局次長 25年度、49億でございます

けれども、１億3,000万が個人の未収金というこ

とです。あと残りについては、社会保険とか国

民健康保険からの診療報酬で、年度をまたぎま

すので未収金という形で処理をしています。基

本的には社会保険、国民健康保険ですので、全

額、その分については回収はできているという

ことでございます。

○二見副主査 でも、この25年度の病院事業収

益で約230億になると思うんですけれども、これ

に対して約50億、47億ぐらいでしょうか。大体

５分の１ちょっと、額が大きいような気がする

んですけれども、本当にこれは約２カ月分ぐら

いの保険診療分ということなんですかね。

○緒方病院局次長 ２カ月分の未収金でござい

ます。

○二見副主査 ２カ月分よりこっちの未収金の

ほうが大きいような気がするんですけれども、

本当に２カ月分なんですね。

○緒方病院局次長 ちょっとお時間をいただき

たいと思います。

済みません、社保が２カ月、国保関係は３カ

月の分がまとまっているということでございま

す。

○二見副主査 わかりました。

あと、このキャッシュフローを見る限りでは、

現金が大体24億プラスで、投資活動がマイナス38

億ぐらいで、財務活動によって18億プラスになっ

ているわけなんですけれども、一番健全的なあ

り方としては、事業活動のプラス部分によって、

下のマイナス部分をカバーできるのが一番いい

わけなんですが、ちょっと気になったのは、財

務活動費のキャッシュフロー部分の企業債によ

る収入が今回、31億ほどあるということなんで

すけど、まず、これって何年償還で借りたのか、

利率というのはどれくらいになっているのかお

伺いしたいんですが。

○緒方病院局次長 建物は15年、ほかは５年の

償還ということでございます。基本的には、償

還利率は0.2から0.7の間でございます。

○二見副主査 あと次、その企業債の部分が、

資本金の中の借入資本金というところで約304億
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ということになっているんですけど、これは負

債じゃなくて資本金のほうに計上するように

なっているんですか。

○緒方病院局次長 25年度の会計まではこうい

う形で、資本の部に処理をするという会計処理

になっているんですけど、26年度、新たな会計

につきましては、これが負債の部に上がってい

くというような形になります。やはり企業債だ

から借金というようなイメージがありますので、

そういう意味では負債の部に上がるというよう

な会計処理に変更されるという形になります。

○二見副主査 わかりました。

○鳥飼主査 いいですか。

○中野委員 今の説明ですが、純然たるために

処理できるという話でしたが、現実は、この借

入資本金という企業債とか、あるいは他会計借

入金を合わせれば、借入資本金は約305億ですよ

ね。

これは、企業債で借りたお金だから、普通の

ここに単に資本みたいになっているのは、株式

会社であれば株式ですよね。これは破産すれば

返済しなくてもいいですよね、それだけ有限責

任ですから。

だから、普通の会社はそれでいいと思うんだ

けど、ここの場合は、あくまでも借入金だから、

病院局がどうしても戻さなければならないお金

ということですよね。

私は、来年度から変わると言われたから、私

は、ここは資本、前ページを見れば、企業債発

行もというから、もう普通の株式と同じような

捉え方でできるのかなと思って、さっきは質問

をしたつもりだったんですよ。

そうすると、倒産してもゼロに評価できれば

というようなんだけども、戻さなければならな

いお金ということになりますよね。

そうすると、結果的に計算すれば約152億円、

ここは実質マイナス資産を持っているというこ

とにならないですか。いわゆる借入資本金の305

億円から、もともと自己資本である127億円と、

それから剰余金は26億400万円、剰余金そのもの

はあるわけだから、それを足したものが153億で

しょう。

そうすると、その差額の152億円というのは、

実際はマイナス財産がある病院局ということに

なるから、その152億円を県から、特別に補塡し

てもらうかどうかしないと。次の経営体は何か

清算していくような話だったけど、いけないと

いうことになりはしないですかね。

いわゆる連結決算は何とかと言われたけど、

連結決算と見れば、県庁の財産から見れば、こ

こには152億円のマイナスの資産があると、そん

なふうに見らざるを得ないということですかね。

さっきは、私も答弁で勘違いしてたんだけど、

だから、その153億円を次の企業に移行するとき

までに清算しないといかんとじゃないですか。

その分だけ県が補塡してくれるかどうかせんと、

新たな経営体に移行するときの、さっき言った

病院局の累計の275億円というものは、帳消しで

きない形にならないですかね。

○緒方病院局次長 先ほどのは、剰余金の中の

お話をしましたんで、今回、企業債という形で

ございますので、企業債は、いわゆる借入金で

ございますので、委員がおっしゃるように、そ

れだけの負債を背負っているという形になりま

す。

そういう中で、この企業債につきましては、

いろいろと制度があるわけですけれども、今の

制度では、２分の１は一般会計からの繰り入れ

で補塡をするという形にはなります。

それにしても、やっぱりそれだけの借り入れ
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というのは残るということですので、新たな経

営計画、経営体の中でそれをどうしていくかと

いうのは、やはり検討をする必要があるのかな

というふうには思います。

○中野委員 決定して、県のほうから２分の１

補塡をしてもらえるわけ。そうすると、あくま

でも圧縮されたマイナスの資産というのは、さっ

き、僕は152億と言ったから、その半分の76億ま

でに縮めたところからのスタートになるという

ことですか、マイナスでのスタートに。

○緒方病院局次長 ちょっと会計処理上の問題

で非常に難しゅうございますけれども、その企

業債のこの部分の半分は、一般会計からの繰り

入れというのがございますが、その年々で違い

ますから、一遍に70億をぼんと半分いただける

かどうかというのは、ちょっと問題かなという

ふうには思います。

だから、それをどう処理するのかというのは、

課題として残るかなというふうに思います。

○渡邊病院局長 その企業債借金、９ページを

見ていただきたいと思うんですが、要するに、

当年度末借入金でずっとあって、当年度末残高

というのが297億あるんです。

これは、今、病院局が抱えている借金、その

うち今後は、先ほど言いましたように、５年な

り15年でこう返していくわけですけど、ルール

分として、その２分の１とか繰り入れを一般会

計から応援いただいて返済していくわけでござ

います。

それで、問題は経営形態との関係でございま

すが、中野委員がおっしゃった件については、

どういう経営形態を選択するかによって、これ

を清算するかしないかという問題が出てくるん

だろうと思います。

例えば、極端なことを言いますと、民営化と

いう話になりますと、これ、全部清算しなきゃ

いけないというような話になります。

これは、経営形態のどれを選択するかによっ

て、この処理をどうするかというのは、もちろ

ん出てくるわけですが、全てこの問題を処理し

ないと、次の経営体に移行できないと……。

例えば独立行政法人化というのもあるわけで

ございますし、そういう問題を、制度的な問題

が１つありますけど、その清算しないと次の経

営体に移れないというのは、経営形態のどれを

選ぶかによって左右されるというふうに、今の

段階では認識していただいたほうがいいんじゃ

ないかなというふうに思っています。以上です。

○中野委員 一番いいのは、民営化で誰か引き

取る人がおれば、その病院を全部そのままで引

き取りますと、そのかわり152億円、これだけ払っ

てもらえば、この計算でいけば、県は借金はゼ

ロになるんですよ。何も負の財産は抱えなくて

いいと。

ただ、それを引きずっていけば、あくまでも

連結決算じゃないかもしれないけれども、県全

体には、スタートの段階では、この決算段階で

は152億円マイナスになるわけだから、それをど

こからかもらってこない限り、あるいは、毎年

努力してそれを消していかない限り、限りなく

ゼロないしプラスにはならん、そういう話です

よね。

○渡邊病院局長 中野委員がおっしゃるように、

それは極端に言いましたら、次の経営体を例え

ば民営化するとか、そういうことであれば、当

然、この問題が出てくるわけですね。

そこは、我々が今、吟味して検討しているわ

けです。そういう検討の中で、どの経営形態を

選択するということで、この処理はどうするか

という問題が出てくるわけで、今の段階で新し
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い経営形態、どれかわかりませんけど、移行す

る前段に、この問題を処理しなければいけない

というのは、今の段階ではまだ言えないのでは

ないかなというのが、我々の意見ですね。

○中野委員 そう言われると、さっきの次長の

答弁と、ちょっとばかりあれが出てくるんです

よね。

来年度からは、全適の場合には、この借入資

本というのは負債に計上しないといかんという

ことになるんでしょう。だから、しょっぱなか

らマイナスでスタートするということになると

いうことじゃないですかね、全適を取り入れた

場合は。

帳簿上は、この貸借対照表で見れば、そうい

う形でスタートをせざるを得ないということに、

なるっていうことになりはしないですか。

○渡邊病院局長 今の中野委員の御質問につい

ては、もうちょっと慎重に検討して、またお答

えします。次回委員会でよろしいでしょうか。

それともう一つ、今、経営形態の検討をやっ

ております。そういう中でこの問題も出てくる

と思いますが、いずれにしても、公立病院とし

て存続するかどうかというのが大きな問題なん

ですね。

ここを、公立病院として存続するかというこ

とをまず我々は考えなきゃいけない。そういう

ことになりますと、次のこの財務処理をどうす

るかっていう問題が、また出てくるということ

で、そのときに、今、ありました質問も含めて、

経営形態の中でお答えしていくということで、

主査、お願いしたいと思いますが。

○鳥飼主査 次回ということでよろしいですか。

○中野委員 いいです。

○鳥飼主査 よろしいですか。

○二見副主査 済みません、１件確認させてく

ださい。

今の話を伺ってて感じるんですけど、要する

に、僕はこの見方は、固定資産が約374億あるっ

ていうことで、企業債を含め、またその上の負

債の合計が大体390億ぐらいなるので、要するに、

この上の資産の部分が、それだけの価値がある

かどうかということもあると思うんですけれど

も、これは、今の大体評価額というか、それと

の差というのはどれくらいあるものなのか、そ

ういう、データは今、持ってないんですか。

○鳥飼主査 それを答えられますか。答えられ

なければ次回に、そのときでもいいですけど。

いいですか。

○山之内県立宮崎病院事務局長 済みません、

先ほど自治医大の質問がございましたけれども、

宮崎病院での自治医大出身の正規医師は８名で

ございます。以上でございます。

○鳥飼主査 いいですか。

じゃあ、以上で終わりますがよろしいですか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼主査 それでは、病院局を終了いたしま

す。お疲れさまでした。

以上で本日の分科会を終了いたします。

午後２時58分散会
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午前９時59分再開

出席委員（７人）

主 査 鳥 飼 謙 二

副 主 査 二 見 康 之

委 員 星 原 透

委 員 中 野 一 則

委 員 横 田 照 夫

委 員 黒 木 正 一

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

福祉保健部次長
髙 原 みゆき

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
日 高 良 雄

（保健･医療担当）

こども政策局長 橋 本 江里子

部参事兼福祉保健課長 長 友 重 俊

医 療 薬 務 課 長 長 倉 芳 照

薬 務 対 策 室 長 肥田木 省 三

国保・援護課長 日 髙 裕 次

長 寿 介 護 課 長 松 田 広 一

障 害 福 祉 課 長 川 原 光 男

衛 生 管 理 課 長 竹 内 彦 俊

健 康 増 進 課 長 瀧 口 俊 一

感染症対策室長 片 平 久 美

こども政策課課長補佐 多 田 昌 志

こども家庭課長 徳 永 雅 彦

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 橋 本 季士郎

○鳥飼主査 それでは、分科会を再開をいたし

ます。おはようございます。

きょうは、福祉保健部ですが、25年度の決算

について部長の概要説明を求めます。

○佐藤福祉保健部長 おはようございます。福

祉保健部でございます。説明に入ります前に、

おわびと御報告がございます。まず、今回提出

しております主要施策の成果に関する報告書の

一部に誤りがありまして、訂正をさせていただ

きました。まことに申しわけありませんでした。

また、当部こども政策課渡邊課長の御尊父様が

一昨日急逝されたため、本日の分科会を欠席い

たしますが、代理として、多田課長補佐が出席

いたしますので、御了解をいただきますようよ

ろしくお願いを申し上げます。

それでは、座って説明させていただきます。

平成25年度の決算等の概要につきまして、御

説明いたします。お手元の平成25年度決算特別

委員会資料の１ページをお開きください。

これは、未来みやざき創造プランにおける分

野別施策のうち、福祉保健部に関連するものを

体系表にしたものであります。まず、左側、（分

野）のＡ、人づくりについては、Ａ―１、安心

して子どもを生み、育てられる社会など、３つ

の目指す将来像を定め、安心子ども基金を活用

した子育て支援の充実や高齢者団体と多様な主

体との連携による高齢者が活躍する社会の推進

などを施策の柱として推進したところでありま

す。

次に、左側、（分野）のＢ、くらしづくりにつ

いては、Ｂ―１、生き生きと暮らせる健康・福
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祉の社会など、２つの目指す将来像を定め、健

康づくりの推進に取り組んだほか、みんなで支

え合う福祉社会の推進や地域医療再生基金を活

用した救急医療や医師確保対策など、医療提供

体制の充実に取り組んだところであります。

なお、詳細につきましては、後ほど、別冊の

主要施策の成果に関する報告書に基づき、担当

課長から説明させますので、よろしくお願いを

いたします。

次に、資料の２ページをお開きください。福

祉保健部の平成25年度決算状況について御説明

いたします。

一般会計については、下から４段目の小計の

欄でありますが、左から予算額960億2,998

万4,000円、支出済額935億7,314万8,930円、翌

年度明許繰越額13億9,266万1,000円、不用額10

億6,417万4,070円で、執行率は97.4％となって

おります。

また、特別会計につきましては、下から２段

目のこども家庭課所管の母子寡婦福祉資金特別

会計でありますが、左から、予算額３億3,642

万8,000円、支出済額１億3,747万2,874円、不用

額１億9,895万5,126円で、執行率は40.9％となっ

ております。

次に、資料の32ページをお開きください。福

祉保健部に係る監査報告における指摘事項等に

ついて、御説明いたします。

監査報告における指摘事項、注意事項及び要

望事項については、32ページから36ページにか

けて記載のとおりであります。そのうち指摘事

項につきましては、32ページにありますように、

全体で２項目について、３機関に対し３件の指

摘を受けております。これらにつきましては、

後ほど担当課長から御説明いたします。

また、別冊になりますが、お手元の平成25年

度宮崎県歳入歳出決算審査及び基金運用状況審

査意見書の49ページをお開きください。特別会

計であります母子寡婦福祉資金特別会計につい

て、ページの一番下に記載のとおり、意見・留

意事項等を受けております。御指摘等をいただ

いた点につきましては、真摯に受けとめ、適切

な事務処理に努めてまいりたいと考えておりま

す。

以上、福祉保健部の平成25年度の決算等につ

きまして、概要を御説明いたしましたが、詳細

につきましては、この後、各課長から御説明い

たします。御審議のほど、よろしくお願いを申

し上げます。

○鳥飼主査 ありがとうございました。部長の

説明が終了いたしました。これより、福祉保健

課、国保・援護課、長寿介護課、障害福祉課の

審査を行いますので、それぞれ御説明をお願い

します。なお、委員の質疑は、４課の説明が全

て終了した後にお願いいたします。

○長友福祉保健課長 福祉保健課でございます。

福祉保健課の平成25年度決算状況につきまして

御説明いたします。

お手元の平成25年度決算特別委員会資料の２

ページをお願いいたします。福祉保健課は一番

上の段であります。予算額81億3,758万8,000円

に対して、支出済額は81億1,922万7,367円、不

用額は1,836万633円で、執行率は99.8％でござ

います。

以下、内容の説明に入りますが、各課とも目

における不用額が100万円以上のもの及び執行率

が90％未満のものについて御説明させていただ

きます。

３ページをごらんください。まず、上から３

段目の（目）社会福祉総務費の不用額114万1,074

円についてでございます。主なものは、下から
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２つ目の負担金・補助及び交付金の不用額56

万5,180円でありますが、これは、民生委員への

活動補助について、欠員があったことにより執

行残となったものでございます。

次に、（目）社会福祉施設費の不用額397万

2,421円についてであります。主なものは、下か

ら２段目の需用費の不用額375万767円でありま

すが、これは、県有施設の緊急突発的な修繕に

備えた補修費の執行残でございます。

次に、４ページをお開きください。（目）精神

保健福祉費の不用額522万1,123円についてであ

ります。主なものは、下から２番目、負担金・

補助及び交付金の不用額449万2,708円でありま

すが、これは、市町村や民間団体等が取り組む

自殺対策を支援するための補助金の事業費が確

定したことによる執行残でございます。

次に、５ページでございますが、中ほどの（目）

衛生研究所費の不用額141万4,317円についてで

あります。これは、衛生環境研究所の運営費で

ありまして、庁舎の維持管理に係る委託料等の

執行残でございます。

６ページをお開きください。上から２段目の

（目）保健所費の不用額383万6,340円について

であります。これは、県内８保健所の職員人件

費や運営費でありまして、役務費、委託料等の

執行残でございます。

次に、７ページの（目）医務費の不用額126

万7,790円についてであります。これは、連絡調

整課としての部共通の経費でありまして、旅費

や委託料などの執行残であります。

福祉保健課の決算に関する説明は以上でござ

います。

次に、平成25年度の主要施策の成果について、

その主なものについて御説明いたします。お手

元の主要施策の成果に関する報告書をお願いい

たします。青いインデックスで福祉保健課のと

ころ、ページで申し上げますと75ページをお開

きください。

１の生き生きと暮らせる健康・福祉の社会の

（１）健康づくりの推進についてであります。

まず、中ほどの表、施策推進のための主な事業

及び実績の１番目「「自殺ゼロ」プロジェクト推

進事業」であります。主な実績内容等にありま

すように、市町村や民間団体が取り組む自殺対

策への支援や医師、看護師、薬剤師等を対象と

した人材養成研修、相談窓口の設置など、総合

的な自殺対策を推進したところであります。

次の新規事業「市町村自殺対策緊急強化モデ

ル事業」でありますが、市町村へのアドバイザ

ー派遣や市町村が行う実態調査や自殺対策行動

計画の策定に対して支援を行ったところでござ

います。

76ページをお開きください。次に、施策の成

果等でありますが、１にありますように、知事

を本部長とする宮崎県自殺対策推進本部と保健

・福祉・医療・教育等の団体から構成される宮

崎県自殺対策推進協議会とが連携し、総合的な

自殺対策に取り組んだところであります。

特に、２にありますように、自殺の要因の１

つである鬱病を早期に発見し、適切な治療へ結

びつけるため、西諸地区においてかかりつけ医

により精神科医紹介システムを構築いたしまし

て、鬱病の疑いのある患者の早期発見・早期治

療につながる体制を整備したところでございま

す。

今後とも、より早い段階で、身近な人が示す

自殺のサインに気づき、解決に結びつけていく

ため、４にありますように、理容院・美容院等

と連携し、地域の見守り体制の充実を図ってま

いります。
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次に、77ページをお開きください。１の（２）

でございますが、みんなで支え合う福祉社会の

推進についてでございます。一番上の事業「地

域福祉活動推進事業」でありますが、主な実績

内容等にありますように、共に支え合う地域福

祉推進事業や地域福祉等推進特別支援事業によ

り、地域福祉を支える担い手の育成や官民が協

働して行う地域での見守りや声かけ活動など、

住民相互の支え合いによる地域福祉活動に対し

て支援を行ったところであります。

次に、改善事業「地域生活定着促進事業」で

ありますが、刑務所等出所者で、高齢や障がい

のため、福祉的な支援を必要とする方々に対し、

地域生活定着支援センターにおいて円滑な社会

復帰のための支援を行ったところでございます。

次に、福祉サービス利用支援推進事業であり

ますが、日常生活自立支援事業により、認知症

などで判断能力が十分でない方に対して、福祉

サービスの利用手続の援助や金銭管理サービス

などを行い、地域において、自立した生活が送

れるように支援するとともに、福祉サービス運

営適正化推進事業により、福祉サービスに関す

る利用者の苦情相談等に対応したところでござ

います。

次に、一番下の「福祉サービス第三者評価推

進事業」でありますが、これは、県が認証した

評価機関が福祉施設のサービスの質を評価し、

公表することによりまして、サービスの質の向

上を図る制度でありまして、平成25年度は６施

設が評価を受けたところであります。

次に、78ページをお開きください。上から２

つ目の「福祉人材センター事業」でありますが、

求人・休職相談や講習会の実施などによりまし

て、介護職員等人材確保に努めるとともに、福

祉の職場見学会などにより、福祉の仕事への理

解促進を図ったところでございます。

次の「社会福祉研修センター事業」でありま

すが、社会福祉事業に従事している職員を対象

に研修を実施いたしまして、福祉人材の質の向

上を図ったところであります。

次に、79ページをお開きください。施策の成

果等でありますが、１にありますように、３年

に１度行われます民生委員の一斉改選に取り組

むとともに、地域福祉を支える人材の育成や住

民相互の支え合いによる地域福祉活動への支援

を行ったところでございます。

また、２にありますように、福祉サービスの

利用援助や利用者からの苦情・相談解決への取

り組みを支援することなどにより、福祉サービ

スを利用しやすい環境整備に努めるとともに、

３にありますように、福祉人材の就労あっせん

や研修等を実施することにより、人材の確保と

資質の向上を図ったところでございます。

さらに、４にありますように、みんなで支え

合う福祉社会の推進については、地域における

セーフティーネット機能を強化することが重要

でございますので、平成25年度から開始した民

間企業や市町村と連携したみやざき地域見守り

応援隊の取り組みなどを通じまして、誰もが安

心して暮らすことのできる福祉のまちづくりを

推進してまいります。

主要施策の成果に関する報告書については、

以上でございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書について

でありますが、特に報告すべき事項はございま

せん。

福祉保健課からの説明は以上でございます。

○鳥飼主査 ありがとうございました。

○日髙国保・援護課長 国保・援護課でござい

ます。国保・援護課の平成25年度の決算状況に
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ついて御説明いたします。

お手元の平成25年度決算特別委員会資料の２

ページをお開きください。国保・援護課は、上

から３番目であります。予算額317億7,295

万4,000円に対しまして、支出済額は315億8,154

万8,491円、不用額は１億9,140万5,509円となっ

ておりまして、執行率は99.4％であります。

次に、11ページをお開きください。執行残が100

万円以上の目及び執行率が90％未満の目につい

て御説明いたします。

まず、（目）社会福祉総務費でありますが、不

用額は236万9,587円となっております。主なも

のといたしましては、節の欄のところ、負担金

・補助及び交付金の行旅病人及び行旅死亡人取

扱費や扶助費の住宅手当緊急特別措置事業の執

行残であります。

次に、13ページをお開きください。（目）生活

保護総務費でありますが、不用額は2,470万3,896

円、執行率は86.7％となっております。主なも

のは、節の需用費、それから、14ページになり

ますが、役務費委託料で、県内５つの郡部福祉

事務所が実施しました被保護世帯に対する訪問

調査や資産調査等に要する経費でございます。

これは、厳しい雇用経済情勢の中、調査等に支

障を来たさないよう必要な額を見込んだ結果、

不用額が生じたものであります。また、負担金

・補助及び交付金の不用額1,698万9,800円につ

きましては、市の福祉事務所が実施します生活

保護受給者就労支援事業及び住宅手当緊急特別

措置事業に対する補助でありますが、市の実績

に伴う執行残であります。

（目）扶助費でありますが、不用額は１億6,247

万5,018円となっております。扶助費には、被保

護世帯に対する生活扶助、教育扶助、住宅扶助、

医療扶助等の８つの扶助費がございます。この

扶助費につきまして、医療扶助費の増加に対応

できるよう、必要な額を見込んだところ、伸び

が鈍化し、不用額が生じたものであります。

次に、平成25年度の主要施策の成果について

主なものを御説明いたします。お手元の平成25

年度主要施策の成果に関する報告書の国保・援

護課のところ、89ページをお開きください。

１の生き生きと暮らせる健康・福祉の社会の

（２）みんなで支え合う福祉社会の推進につい

てであります。主な事業のまず生活保護扶助に

つきましては、生活に困窮する県民に対して必

要な保護を行い、生活保護制度の適正な実施を

図ってきたところであります。

次に、福祉事務所活動につきましては、被保

護世帯の自立支援のための世帯訪問調査を初め、

収入等関係機関調査や就労支援等を行うととも

に、離職者で住宅を喪失した者等に対して、住

宅手当の支給を行ったところであります。

次に、90ページをごらんください。戦没者遺

家族等援護につきましては、全国戦没者追悼式

等への遺族の参列に対する支援、平和祈念資料

展示室での遺品等の保存・展示、遺品等の一部

を貸し出し展示用のセットにした、小学校や公

立図書館等への貸し出しを行ったほか、県立図

書館等での展示を行ったところであります。施

策の成果等としまして、生活保護につきまして

は、保護受給者の自立支援に向けた訪問活動や

適正な保護費の支給に向けた各種調査等の徹底

など、適正実施に努めたところであります。

今後とも、ハローワーク等の関係機関との連

携を図り、保護受給世帯の自立支援に努めてま

いります。

また、遺家族援護事業では、戦没者遺族等に

対する支援とともに、県民に広く戦争の悲惨さ

や平和の尊さについて考えていただく機会の提
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供を図ったところであります。

次に、91ページをお開きください。（３）の医

療提供体制の充実であります。主な事業の国民

健康保険助成につきましては、低所得者に対す

る保険税の軽減措置に伴う国保財政の基盤を安

定させるための事業を初め、高額医療費の発生

に伴う財政リスクを緩和するための共同事業へ

の助成や、市町村国保間の財政力の不均衡等を

調整するための都道府県財政調整交付金により、

市町村の国保財政の安定化を図ったところであ

ります。

次の後期高齢者医療費負担金につきましては、

宮崎県後期高齢者医療広域連合が実施する後期

高齢者医療制度への県負担金等を交付すること

により、制度の安定的な運営を図ったところで

あります。

施策の成果等としまして、国民健康保険につ

きましては、市町村保険者に対して必要な助言

・指導並びに財政支援等を行うことで、国保の

厳しい財政状況の中、各市町村の御努力もあり、

おおむね良好な事業運営が図られたものと考え

ております。

なお、国民健康保険制度については、国にお

いて、都道府県単位での運営に向け、具体的な

制度設計の議論が進められているところであり

ます。当面は、現制度の運営が安定的に行われ

るよう、市町村に対して適切な支援や助言を行っ

てまいりますが、国における議論の状況を注視

し、市町村及び国保連合会と協議しながら、必

要な対策に取り組んでいくこととしております。

後期高齢者医療につきましては、後期高齢者

医療制度への県費負担金を交付することにより、

制度の安定的運営に寄与したものと考えており

ます。

主要施策の成果の主なものは以上であります。

最後に、平成25年度の監査報告書指摘事項等

について御説明いたします。

決算特別委員会資料の32ページをお開きくだ

さい。国保・援護課分としましては、所管する

児湯福祉事務所におきまして、収入事務につい

て、生活保護費返還金等について収入未済額が

前年度と比較して増加している。収入促進につ

いて一層の取り組みが望まれるとの指摘がござ

いました。

生活保護費返還金の償還対策につきましては、

各福祉事務所に対し、収入促進に努めるよう指

導助言を行っているところであり、児湯福祉事

務所においては、未収金対策会議の開催、未収

金徴収強化月間の設定による重点的な納入指導

を行うとともに、債権管理事務嘱託員の活用を

図るなど、収入促進に努めているところであり

ます。今後とも、引き続き、生活保護費返還金

の償還対策に積極的に取り組んでまいります。

国保・援護課の説明は以上であります。

○鳥飼主査 ありがとうございました。

○松田長寿介護課長 長寿介護課の平成25年度

決算状況につきまして御説明いたします。平成25

年度決算特別委員会資料の２ページをお開きく

ださい。上から４行目でございますが、予算額157

億7,111万4,000円に対しまして、支出済額155

億5,983万6,183円、翌年度繰越額１億3,200万円、

不用額7,927万7,817円で、執行率が98.7％となっ

ております。

次に、15ページをお開きください。なお、執

行率が90％未満の目はございませんので、執行

残が100万円以上の目について御説明いたしま

す。

中ほど２つ目の（目）老人福祉費の不用額7,927

万1,145円ですが、その主なものといたしまして

は、中ほどの需用費の不用額159万5,710円でご
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ざいます。これは、経費節減等に伴う執行残が

主なものでございます。

次に、下から５行目、負担金・補助及び交付

金の不用額6,530万8,681円でございます。この

主なものといたしましては、介護保険制度の円

滑な施行及び県内市町村介護保険財政の安定化

を図ります、介護保険財政支援事業の市町村介

護保険給付費に対する県費負担金や認知症高齢

者グループホーム等の整備及び既存施設のスプ

リンクラー整備を行うことを目的といたしまし

た介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業及び老

人福祉施設等の開設準備に要する経費を助成す

る施設開設準備経費助成特別対策事業等におき

まして、交付額が見込みを下回ったことなどに

よるものでございます。

次に、その下の貸付金の不用額1,000万円でご

ざいます。これは、介護保険給付費の不足が見

込まれます市町村に対しまして、県が設置して

おります介護保険財政安定化基金から貸付を行

うものですが、市町村に不足が発生しなかった

ことによる執行残でございます。

次に、翌年度への繰越額でございます。下か

ら５行目、負担金・補助及び交付金の翌年度繰

越額明許の欄にございます１億3,200万円でござ

います。これは、介護基盤緊急整備等臨時特例

基金事業において、既存の特別養護老人ホーム

等のユニット化工事等におきまして、入札手続

や設計変更手続に日時を要したことなどにより

まして、事業主体において事業が繰り越しになっ

たものでございます。

決算事項別明細説明資料につきましては、以

上です。

次に、平成25年度の主要施策の成果について

主なものを御説明いたします。

お手元の平成25年度主要施策の成果に関する

報告書、長寿介護課のインデックス92ページを

お開きください。まず、３、多様な主体が参加

し、一人ひとりが尊重される社会の（２）高齢

者が活躍する社会の推進についてであります。

主な事業の生きがい対策事業につきましては、

高齢者の生きがいづくりや健康づくり活動を支

援するため、老人クラブに対する助成や、県社

会福祉協議会に対する補助等を行いました。

その下の超高齢社会対策事業につきましては、

シニアパワー元気はつらつ宮崎づくり推進事業

におきまして、高齢者の知恵や経験などを一層

活用するため、高齢者の社会参加に取り組むＮ

ＰＯ等を広く公募し、事業委託するとともに、

シニアパワーを生かした活動の検証やパンフ

レット作成等による情報発信に取り組みました。

次に、93ページをお開きください。施策の進

捗状況でございますが、宮崎ねんりんピック、

ねんりんフェスタ等の参加者数は、目標値4,550

人に対しまして、4,692人となっております。施

策の成果等といたしましては、①の老人クラブ

への支援や宮崎ねんりんピックの開催等、さら

に②の高齢者の社会参加の機会をふやすための

シニア・団塊世代応援フェアの開催や、③のＮ

ＰＯ等との協働によるシニアパワーを活用した

事業やシニアパワー宮崎づくり月間における広

報・啓発やシニアパワー顕彰を実施することで、

高齢者の社会参加の取り組みの促進、県民の理

解促進に努めますとともに、④の心豊かに歌う

全国ふれあい短歌大会につきましては、応募者

の拡充を図るため、ホームページの活用など、

効果的な広報に努めたところでございます。

次に、94ページをごらんください。１、生き

生きと暮らせる健康・福祉の社会の（２）みん

なで支え合う福祉社会の推進についてでありま

す。在宅老人介護等対策事業につきましては、
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地域包括支援センターの職員研修等を実施する

とともに、いきいきはつらつ介護予防プログラ

ムの普及定着に取り組みました。また、地域包

括支援ネットワーク・権利擁護支援事業におき

まして、市町村や地域包括支援センターによる

地域包括支援ネットワークの構築やケアマネジ

メント機能の総合的な底上げ等を支援すること

によりまして、地域包括ケアの促進を図りまし

た。

その下の認知症高齢者対策事業につきまして

は、認知症高齢者に対する介護サービスの充実

等を図るため、認知症介護の実践者や管理者等

に対する研修を実施いたしましたほか、認知症

疾患医療センターを３カ所指定いたしまして、

専門医療の提供に努めたところでございます。

次に、95ページをお開きください。まず、介

護保険対策事業でございますが、介護支援専門

員に対する各種の研修を実施するとともに、市

町村に対する財政支援等によりまして、介護保

険事業の適正な運営に努めました。

次に、老人福祉施設整備等事業につきまして

は、軽費老人ホームの事務費の一部を補助する

ことで、入所している高齢者の負担軽減を図り

ましたほか、老朽化した養護老人ホームの改築

事業に対する補助を行いました。

また、介護職員処遇改善等臨時特例基金事業

では、施設開設準備経費助成特別対策事業によ

りまして、特別養護老人ホームの増床や認知症

高齢者グループホームの開設に対しまして、必

要となる備品購入などに要する準備経費を助成

いたしました。また、介護基盤緊急整備等臨時

特例基金事業では、地域における介護ニーズに

対応するため、認知症高齢者グループホーム等

の整備や既存施設のスプリンクラー整備の支援

を行いました。

次に、96ページをごらんください。施策の進

捗状況でございますが、市町村による介護予防

教室に参加した高齢者の延べ数は、平成26年度

の目標値７万9,000人に対しまして、７万8,060

人となっております。

次に、施策の成果等といたしましては、①の

介護保険給付、介護予防事業、地域包括支援セ

ンターなどの取り組みに対する支援や、②の高

齢者虐待対応専門職チームの派遣などによりま

して、市町村の支援を行うとともに、③の認知

症高齢者やその家族を支える支援体制の整備や

④の高齢者保健福祉計画に基づく施設整備の支

援、さらに、⑤の介護支援専門員などの人材育

成、介護基盤の緊急整備等を支援したところで

ございます。

今後とも、市町村と連携し、介護予防や地域

包括ケアの取り組みを促進していきますととも

に、介護支援専門員などの介護人材の資質向上

や介護基盤の整備につきまして支援してまいり

たいと考えております。

主要施策の成果の主なものは以上でございま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して特

に報告すべき事項はございません。

長寿介護課は以上でございます。

○川原障害福祉課長 障害福祉課分につきまし

て、御説明いたします。

平成25年度決算特別委員会資料の２ページを

お願いいたします。上から５段目にあります障

害福祉課の欄をごらんください。予算額123億466

万5,000円に対しまして、支出済額は115億5,951

万8,458円、翌年度繰越額が４億5,335万円、不

用額は２億9,179万6,542円となっておりまして、

執行率は93.9％であります。

それでは、執行残が100万円以上の目及び執行
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率が90％未満の目について御説明をいたします。

16ページをお願いいたします。まず、１番目

の（目）社会福祉総務費であります。不用額は149

万2,147円となっております。主なものとしまし

ては、節の１番目の給料が104万6,586円で、こ

れは、職員の海外研修に伴う職務に専念する義

務の免除により、給与の減額が発生したことに

よるものであります。

次に、（目）障害者福祉費であります。不用額

は、1,191万4,241円となっております。主なも

のとしましては、節の欄の下から２番目の負担

金・補助及び交付金が、700万6,362円でありま

すが、これは、障がい者・高齢者住宅改造等助

成事業の実績が見込みを下回ったことなどによ

るものであります。

次に、下から２段目の（目）社会福祉施設費

でありますが、不用額は157万467円となってお

ります。この目は、身体障害者相談センターの

運営に係る経費等でございまして、旅費や需用

費、役務費等の節約によるものであります。

17ページをお願いいたします。中ほど（目）

精神保健福祉費であります。不用額が884万5,691

円、執行率は83.6％となっております。まず、

翌年度繰越額1,880万円でありますが、これは、

地域医療再生基金を財源とする事業であり、精

神科急性期治療病棟への転換のため、個室・隔

離室等の整備改修を行う事業でありますが、実

施医療法人において実施設計に時間を要したこ

と等により繰り越しとなったものであります。

また、不用額について、その主なものは、節

の上から６番目の役務費133万5,176円でありま

すが、これは、医療保護入院者の入院届や定期

病状報告書等の報告作成件数が見込みを下回っ

たことなどによるものであります。

次に、その下の委託料476万2,991円でありま

すが、これは、措置入院及び精神通院の自立支

援医療に係る診療報酬審査件数が見込みを下

回ったことなどによるものであります。

18ページをお願いします。（目）障害者自立支

援費であります。まず、翌年度繰越額４億705万

円でありますが、これは、障害福祉サービス事

業所施設整備事業と社会福祉施設耐震化等事業

の２事業によるもので、グループホームの整備

や耐震化整備を行う社会福祉法人において、工

法の検討に日時を要したこと等により繰り越し

となったものであります。

また、その２つ横の不用額は２億1,822万4,612

円となっており、主なものとしましては、まず、

節の欄の下から３番目の負担金・補助及び交付

金の2,233万5,610円でありますが、これは、介

護給付・訓練等給付費や自立支援医療費の更生

医療に係る事業実績が見込みを下回ったことな

どによるものであります。

次に、その下の扶助費の１億8,699万7,053円

でありますが、これは、自立支援医療費の精神

通院医療費の実績が見込みを下回ったことによ

るものであります。

次に、（目）児童措置費であります。まず、翌

年度繰越額2,750万円でありますが、これは、地

域医療再生基金を財源とする重症心身障がい児

（者）支援施設新規参入促進事業につきまして、

この補助事業を活用し、在宅サービス事業所の

建設を行っている社会福祉法人において、施設

の設計等に時間を要したことから繰り越しと

なったものであります。

また、その２つ横の不用額は4,914万9,650円

となっており、主なものとしましては、次のペ

ージ、19ページの節の欄の上から５番目、負担

金・補助及び交付金の4,639万8,088円でありま

す。これは、重度障がい者・障がい児に対する
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医療費の助成事業において、実績が見込みを下

回ったことなどによるものであります。

決算に関する説明は以上であります。

続きまして、平成25年度の主要施策の成果の

主なものについて御説明いたします。お手元の

平成25年度主要施策の成果に関する報告書、障

害福祉課のところ、97ページをお願いいたしま

す。

１、生き生きと暮らせる健康・福祉の社会の

（２）みんなで支え合う福祉社会の推進につい

てであります。

主な事業について御説明いたします。まず、

上から３番目、介護給付訓練等給付費でありま

すが、これは、障害者総合支援法に基づき、自

立した日常生活・社会生活を営むことができる

よう必要な障害福祉サービスに係る給付等を

行ったところであります。

次に、その下の自立支援医療費でありますが、

これは、身体障がい者の更生のための医療や精

神障害者の通院医療について必要な助成を行い、

自立と社会経済活動への参加のための必要な援

助を行ったところであります。

98ページをお願いします。一番上の新規事業

「障害福祉サービスに係る相談支援に携わる人

材確保事業」でありますが、これは、障害福祉

サービスの支給決定時に、サービス等利用計画

の作成が義務づけされたことから、法人向けの

相談支援事業所開設支援のための研修や潜在的

な有資格者向けの研修を実施したところであり

ます。

次に、２番目の「障害者就業・生活支援セン

ター事業」でありますが、これは、身近な地域

におきまして、就労や生活に関する相談、支援

を受けられる体制を整備することにより、障が

い者の一般就労を促進する事業であり、県内の

７つの障害福祉圏域にそれぞれ１カ所ずつセン

ターを設定しており、きめ細かな支援を行った

ところであります。

その２つの下の改善事業「知的・精神障がい

者就労支援事業」でありますが、知的障がい者

や精神障がい者を対象に、就労能力の向上と自

治体や企業などにおける障がい者雇用への理解

を深めるため、県庁の臨時職員として５名を任

用したほか、精神障がい者の企業等での職場体

験実習を実施したところであります。

次に、一番下の「重度障がい者（児）医療費

公費負担事業」でありますが、これは、重度の

障がい者や障がい児の医療費の一部を助成する

事業でありまして、昨年度は３万16人に対し助

成を行ったところであります。

99ページをお願いいたします。施策の成果等

でありますが、①のとおり、障害者総合支援法

に基づく指定障害福祉サービスや医療費助成等

の実施により、障がい者の自立した生活を支援

するとともに、障害者虐待防止法の施行等、法

改正にも的確に対応しながら、障がい者の特性

に応じたサービスの充実を一層図ってまいりた

いと考えております。

また、②のとおり、相談サポートセンター等

の支援機関において、それぞれの障がい児等の

ニーズに応じたさまざまな療育支援に取り組ん

だところであり、今後とも、関係機関の連携を

高めながら、地域における療育支援体制の強化

を図ってまいりたいと考えております。

また、③のとおり、障がい者の一般就労の促

進や工賃向上に取り組んだところであり、今後

とも、引き続き、官民一体となった就労支援の

強化を図ってまいりたいと考えております。

最後に、④のとおり、障がい福祉サービスに

係る相談支援体制の量的・質的充実のため、相
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談支援に携わる人材の確保や相談支援事業所の

開設支援に取り組んだところであり、引き続き、

体制充実に向け取り組んでまいりたいと考えて

おります。

100ページをお願いいたします。２、安心して

生活できる社会の（２）快適で人にやさしい生

活・空間づくりについてであります。まず、「人

にやさしい福祉のまちづくり事業」であります

が、広報啓発事業等として、ポスターの募集や

表彰、ホームページを通じたバリアフリー情報

の発信などに取り組んだほか、人にやさしい福

祉のまちづくり条例に基づく施設整備を推進し

たところであります。

次に、「障がい者等用駐車場利用証制度事業」

でありますが、これは、身体障がい者用駐車場

の適正利用や駐車場利用証の交付、協力駐車場

の登録等を行う事業であり、これまでの累計で

１万2,152人に利用証を交付し、2,486区画の駐

車区画の登録を行っているところであります。

今後とも、ユニバーサルデザインの考え方を踏

まえながら、人にやさしい福祉のまちづくりを

一層推進してまいりたいと考えております。

主要施策の成果につきましては、以上であり

ます。

最後に、監査委員の決算審査意見書について

でありますが、特に報告すべき事項はございま

せん。

障害福祉課は以上でございます。

○鳥飼主査 ありがとうございました。説明が

終了しましたが、委員の皆様から御質疑をお願

いいたします。

○図師委員 それぞれお聞きしたいことがある

んですが、まとめてといいますか、主なものだ

けを質問させていただきます。

まず、先日、県内の精神障害者の連合会団体

の要望活動におきまして、部長を初め、次長さ

んも、また担当課長さんも丁寧な対応をいただ

きまして、まことにありがとうございました。

関係者一同答弁いただいた内容を、今後、当事

者及び家族に伝えて、県の施策とともに、精神

障がい者が住みよいまちづくりのために一緒に

頑張りたいということを言っておりまして、ま

た、それを伝えておいてくださいというお話を

いただきましたので、どうぞ今後ともよろしく

お願いいたします。

では、質問なんですが、その精神障がい者に

関してなんですけれども、まず、決算の概要資

料の18ページで障害者自立支援費の扶助額が１

億8,000万余残が出ております。これ説明の中で

は、精神障がい者が通院医療をする際の医療費

助成の不用額ということだったんですが、余り

にも額が大きいように見受けられるんですが、

これ実際何人分といいますか、前年度からの大

体予算を組まれておったんだと思いますが、ど

のような経緯でこの額になったのかもうちょっ

と説明いただければ。

○川原障害福祉課長 この精神障がい者の方の

通院に要する医療費の助成でありますが、予算

の積算に当たりましては、過去の伸び率等を勘

案しますとともに、これ医療費の助成でござい

ますので、不足することのないようある程度の

幅とか余裕をもって積算をしておるところでご

ざいます。なお、過去の伸び率を見ますと、毎

年度約10％から11％ずつ伸びておりまして、25

年度の積算に当たりましても、そのような形で

積算をしておりましたが、25年につきましては、

約８％と緩やかな伸びであったといったような

こと等がございまして、助成実績といたしまし

ては、約24億7,000万円となり、１億8,000万円

の執行残となったところでございます。
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○図師委員 伸びが８％程度におさまったとい

うものの何か理由なり、状況なりは把握されて

いますか。

○川原障害福祉課長 これにつきましては、はっ

きりはわからないんですけども、精神障がい者

の方の患者さんの数は、毎年ふえております。

したがいまして、そのままいけば、当然医療費

も10％程度の伸びになるということが考えられ

るんですけども、明確なお答えにはなりません

けども、毎年度、通院でございますので、年度

によってある程度の幅が出てくるのかなという

ことでしかお答えできないんですけども、申し

わけありません。

○図師委員 では、それに関連してなんですが、

今度は、この主要施策の報告書の97ページなん

ですけれども、下から２つ目に、やはり自立支

援の医療費の給付決定数が出ておりますが、こ

れでは精神通院医療の方が１万6,395件とありま

すが、これは、イコール人数と捉えてよろしい

んですか。

○川原障害福祉課長 そのとおりでございます。

○図師委員 であれば、ここの数が前年度とす

ると減ったということだと思うんですが、私が

考えるに、理由は、精神薬なんかの改善によっ

て、やはり通院期間が短くなったり、改善、も

しかして治癒というところで患者さんが減った

のかなというのもありますし、ただ、それが、

来年度、また、今年度になるんですか、逆に反

動で大きくなるという可能性も含んでいるんだ

ろうなと思うんですが、要は、やはりその患者

さんたちがいつでもまた通院できるような環境

づくりをしていくというのが非常に大切で、精

神障がい者というのは、もう私が言う必要はな

いんですが、通院に関しては、医療費の助成制

度はありますが、入院に関してはないというと

ころで、次のページを見ていただきまして、99

ページの障害者の手帳の取得状況というのが出

ております。各障がいとも伸びてはおるところ

で、精神障がい者の手帳の取得も伸びておるん

ですが、今言いますように、97ページの精神科

に通院されている方は１万6,000人以上いらっ

しゃるにもかかわらず、手帳の取得者に関して

は6,000人台にとどまっていると。つまり、病院

には通っていても、手帳を取得されてない方が

まだ１万人ほどいらっしゃるということで、や

はり、これの原因は、いえば手帳をとっても使

える制度が少ないと。ほかの知的なり身体の障

がい者に関しては、入院をしたら医療費の助成

を受けられる障がいの程度がありますけども、

精神障がい者に関しては全くないというところ

で、やはりここの充実、手帳で使えるサービス

の拡充を図ることが取得率の向上にももちろん

つながっていきますし、繰り返しになりますが、

一旦通院なりが中断された、それが、改善され

ての中断されたならいいんですが、結局は、医

療費の支払いが難しくて中断されている方がい

らっしゃったり。そういう方が、再度通院を始

められるときには間違いなく症状が悪化して病

院に帰ってこられますので、そういう方々が速

やかに入院治療を受ける、そして、その入院治

療の際にも医療費の助成がつくという、ほかの

障がい者と同じぐらいのサービスがあってしか

るべきだと思うんです。この件に関しては、も

し県レベルでそのサービスをつくろうと思え

ば、10億程度の予算が伴うというのも以前説明

で聞いたことがあるんですけども、その医療費

の助成に限らずなんですが、この精神障がい者、

精神病院とか精神科に通院される方が、より手

帳を取得されて、サービスを受けやすい環境づ

くりをしていくための何らかの県でできる施策
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といいますか、制度というものはお考えになっ

ているものがないのかをお聞きします。

○川原障害福祉課長 １点ちょっと申し上げま

すと、この精神通院医療を受けている患者さん

の件数ですけども、25年度１万6,395人、実は、24

年度は１万5,603人ということで、人数もふえて

おりますし、医療費も伸びているんですけども、

想定した伸び率は下回ったということでござい

ます。

それと、御指摘の精神障がい者に対するいろ

んな助成の関係でございますけども、これにつ

きましては、先ほど委員が言われたように、連

合会団体の方が見えられた際にもおっしゃって

たんですけども、ＪＲの割引の関係であります

とか、そういった形で身体障がいの方とか、知

的障がい者の方とか、そういった方とは若干差

がございますので、その際にも申し上げたんで

すけども、九州各県一緒になりながらＪＲへの

要望でありますとか、できることから助成制度

の拡充に向けて県としても取り組んでまいりた

いというふうに考えております。

○図師委員 今言われた公共交通機関の助成も

やはりほかの障がいに比べてまだまだ足りない

と。宮崎県は、富養園がなくなってから、やは

り県央地区から、市内のほうとか、もしくは日

向、延岡のほうに通院をされている方がふえて

いる方で、その通院をされる方への補助のため

にも、この公共交通機関への補助というのは、

県単独でつくっていただきたいというのは強く

思います。また、その公共機関への補助をつけ

ることによって、地域経済の活性化にもつなが

るわけですので、そういう相乗効果も含めた上

で、できる範囲で何か来年度以降、施策化して

いただければと思います。済みません、これは

もう決算とは関係ないところでした。

それでは、続けて。生活保護に関しての監査

の指摘事項、資料でいいますと、32ページの件

についてお伺いしたいと思います。

児湯福祉事務所というところが指摘されてい

るんですが、それにかかわらず、生活保護費の

返還について、その返還理由が主なものは何が

あるのかと、総体額がどれぐらいになっている

のかをちょっと教えてください。

○日髙国保・援護課長 返還につきましては３

つございまして、生活保護法の第63条返還金、78

条徴収金、それから、生活保護費返納金という

のがございます。まず、63条返還金といいます

のが、保護を受ける人が急迫の状態で資力があ

るにもかかわらず保護を受けたと。そういった

場合に、保護に要する費用を支弁するというこ

とになります。それから、78条の徴収金といい

ますのは、不実の申請その他不正な手段により

保護を受けた場合、または他人に受けさせた場

合、そういった場合に徴収するというものでご

ざいます。それから、３つ目、生活保護費返納

金といいますのは、月初めに支給されるわけで

すけど、保護費の受給後に世帯の変動とか、収

入の変動とか生じた場合に返還が出てくると、

こういったものでございます。

それで、総体といたしまして、平成25年度の

総体金額につきましては8,387万9,000円という

のが総体額になっております。

以上です。（「件数」と呼ぶ者あり）件数です

ね。申しわけありません。総体の件数は、先ほ

ど３つの種類御説明いたしましたけど、こちら

で把握しておりますのは、いわゆる78条の徴収

金だけ把握しておりまして、総体336件というこ

とになっております。

○図師委員 63条、78条、世帯の変更について

も、いわゆる不正受給という形で捉えていいか
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と思うんですが、この件数が、78条だけでも336

件、ほかのものを含めると年間で8,800万余の返

還を求めているということですよね。今の説明。

○日髙国保・援護課長 8,387万円といいますの

は、郡部福祉事務所だけに限ってということに

なります。県の所管している郡部だけでござい

ます。

○図師委員 であれば、市が持っている福祉事

務所に関しては、それ以上の額が十分発生して

いるというふうに理解しますけれども、不正を

見抜くというのが大切なんですが、事前に、こ

れはもう受給自体が間違っているというふうな

ところ、審査段階で、こういうのは適正な処理

ができればよろしいかと思うんですけれども、

そのあたりで人員の配置を拡充されたりしてい

るところは承知しておるんですが、この件数の

年間の推移というのはどんな感じになっている

んですか。大体でいいです。

○日髙国保・援護課長 不正といいますのが、

例えば、平成20年度は165件だったんですけど、

それが21年に179、22年が127、23が203、24が396

ということで、25年がちょっと減って336という

数字になっております。

○図師委員 総体的にも増加傾向にあるという

ことでの対応策もとられていると思うんですが、

やはり、県民の方からするとやはり不公平感が

─この数字を知らせると不公平感を抱かられ

る方が多いんですけれども、やはり、適切な監

視と、また、定期的な指導というものの強化を

図っていただければと思いますが、どうぞ。

○日髙国保・援護課長 この不正受給につきま

しては、取り扱いがちょっと変わったことがあ

りまして、以前、収入調査をしてから、その収

入に対して年金等とか上げてなかったものにつ

いての不正という取り扱いをした関係で、平成24

年度ちょっとふえているんですけれども、いず

れにいたしましても、課税調査等徹底いたしま

して、この被保護者の収入については間違いが

ないか、調査徹底していくことにしております。

○図師委員 了解です。

○鳥飼主査 よろしいですか。ほかにございま

せんか。

○黒木委員 認知症対策についてお尋ねします。

最近、物忘れが激しくなったもんですから心配

をしているんですけれども、認知症というのは、

医師が診断をして初めて認知症、認知症ってこ

とになるんでしょうか定義としては。

○松田長寿介護課長 はい、委員がおっしゃる

とおりでございまして、医師の診断を受けられ

て、認知症かどうかという診断をもらうと。

○黒木委員 認知症対策として、福祉保健課の

日常生活自立支援事業、それから、長寿介護課

の事業ということで行われておりますけれども、

この日常生活自立支援事業の新規契約者数の人

数がありますし、相談問い合わせ件数というの

は79ページにありますけれども、認知症の数の

推移といいますか、それはだんだんとふえてい

ると。高齢者がふえているから当然ふえている

かもしれませんが、どういう状況になっていま

すか。これは、認知症の数ではないと思うんで

すけれども。

○松田長寿介護課長 少々お待ちください。平

成24年に国のほうが280万人と申しております

が、37年に470万人になるというふうに国のほう

で推計されております。

○黒木委員 これは、国、県のほうはあります。

○松田長寿介護課長 県のほうにつきましては、

要介護認定者のほうから推計しておりますけれ

ども、約３万人というふうに推計しております。

これには、日常見守りが必要な方々を含んでお
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ります。

それから、24年と申しましたけども、22年が280

万人でございます。

○黒木委員 そういうことになりますと、かな

りのペースでふえているということになると思

うんですけれども、これは、例えば、介護に携

わる人材の育成とか、また、家族対策とかいう

のがとられておりますけれども、予防対策とい

うのは、どのような対策がとられておるんでしょ

うか。

○松田長寿介護課長 この認知症の予防につき

ましては、介護予防事業というのが各市町村で

実施されておりまして、その中で、例えば、先

ほど申し上げました、いきいきはつらつ介護予

防ということで、これは、理学療法士とか専門

職の方々とつくった予防体操でございますけれ

ども、こういった介護予防体操を実施いたしま

したり、あるいは各市町村では、例えば、通い

の場を各地域につくられて、そこに認知症の方、

あるいは認知症のおそれのある方に通っていた

だいて、そこで皆さんと一緒に健康づくりにつ

いて学んでいただく、あるいはいろんな取り組

みを経験していただくというようなことを実施

しているところでございます。

○黒木委員 この３カ所が、認知症疾患医療セ

ンターの指定をされたということですが、この

３カ所はどこか教えていただきたいと思います。

○松田長寿介護課長 県央地区が野崎病院、県

西県南地区が大悟病院、県北地区が協和病院と

いうことでございます。

○横田委員 成果に関する報告書について質問

させていただきます。まず、福祉保健課の76ペ

ージですが、自殺者の数も徐々に減ってきてい

るようで、皆さんたちの努力の成果がここにあ

らわれているのかなとも思うんですけど、この

中で②で、西諸地域において、かかりつけ医に

よる精神科医紹介システムを構築してとありま

すけど、たしか西諸は自殺者の割合が多かった

です。そこで、こういうシステムを構築された

んだろうと思いますけど、これの具体的成果と

いいますか、それは、どのような状況になって

いるのか教えていただきたい。

○長友福祉保健課長 西諸地区鬱病医療体制強

化事業の内容でございますが、西諸医師会のほ

うに委託をしまして、かかりつけ医と精神科医

がスムーズに連携をとりながら、患者さんの状

況を見ていくということで始めたものでござい

ます。これを、紹介いたしますとポイントが加

算というような形で、かかりつけ医についても

メリットになるというような状況でございます。

これの実績といたしましては、ことし１月から

スタートしているんですけど、７月までの実績

が47件という形になっております。以上でござ

います。

○横田委員 １月からの実績が47件ということ

ですけど、このシステムをつくっていくことで、

間違いなく自殺予防につながっていくと考えて

も大丈夫ですよね。

○長友福祉保健課長 自殺死亡の原因として鬱

病になられた方が３分の１ほどございます。そ

ういった方が、自殺のほうにいかれないという

成果が出るものと考えております。

○横田委員 そういういい成果が出ているとい

うことは、この同じようなシステムを全県下に

広げていくという方向ということなんでしょう

か。

○長友福祉保健課長 委員がおっしゃられるよ

うに、非常に鬱病対策としては実効性があるも

のですから、西諸地区においては、この後、継

続的にやっていくと。他の地域におきましても
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こういった事業をやりたいという相談が今来て

おりますので、しっかり相談内容を精査いたし

まして、ほかのところにも広げるような作業を

していきたいと考えているところでございます。

○横田委員 次の77ページの地域生活定着促進

事業ですけど、これは、刑務所を出所された方

を、司法と福祉が連携して社会復帰の支援をす

るということなんですけど、具体的にどういう

支援をされているのか、また、再犯状況はどう

かをちょっと教えてください。

○長友福祉保健課長 どういったサービスかと

いうことでございますが。コーディネート事業

といたしまして、保護観察所から出所予定の方

の福祉サービスへの連携を図ってくださいとい

う依頼が来るわけなんですけど、それを受けま

して、受け入れ施設のあっせんとか、福祉サー

ビスに関する申請とか、そういったことのサポ

ートをするというような形になっております。

主なサービスといたしましては、例えば高齢者

については、老齢年金、あるいは介護保険の活

用とか、生活保護の申請とか、そういったこと

のサポートをすると。障がい者につきましては、

これも、年金とか、あるいは障害者手帳の取得

とか、そういったことのサポートをするという

形になっております。

それと、再犯率でございますが、高齢者とか

障がい者が犯罪を犯して、刑務所から出られた

後の１年以内の再犯率は、知的障がい者が69.2

％、高齢者で49.3％というような状況になって

おります。平成20年版の犯罪白書でございます

が、全体の割合が40.5％というような形になっ

ておりますので、やはり、若干障がいを持たれ

た方とか、高齢者については高い数値になって

いると思われます。

○横田委員 再犯を防止して、社会復帰とかを

していただくためには、やっぱり周囲の理解も

絶対必要だと思うんです。実は、私の家の近く

に、障がい者というわけじゃないんですけど、

窃盗とかで何回か刑務所に入られて、近所で生

活されている方がおられるんですけど、何も証

拠がないのに、もしそういうことが起こったと

きに、またあれがしたっちゃがという言われ方

をされるんです。それでは、いつまでたっても

社会復帰できないと思いますし、司法と福祉の

連携も大事なんですけど、あわせて周囲全体、

社会全体で理解をしていけるような、そういっ

た機運の醸成とか、そういうこともあわせてし

ていただけるといいなと思いますので、よろし

くお願いします。

90ページの国保・援護課にお願いしたいんで

すけど、戦没者の遺族のことが書いてあります

が、私も、慰霊祭とか護国神社の例祭とかにい

つも行かせてもらうんですけど、だんだん参列

者が少なくなってきているんです。また、当然、

終戦からもう70年近くたっているということで、

そうなるのも当然だと思うんですけど、ここに、

戦争の悲惨さや平和の尊さについて、多くの県

民に考えていただく機会を提供というふうに書

いてありますけど、やっぱりそういった意味で

も、遺族会をしっかりと維持していくことが大

事じゃないかなと思うんです。その遺族会から

は、多分妻とか子供だけじゃなくって、孫とか

親族もあわせて遺族会として認めてほしいとい

う要望も上がってきていると思うんですけど、

そこらあたりの考え方をちょっと教えていただ

きたいんですが。

○日髙国保・援護課長 遺族会連合会のほうで

も、子、孫、ひ孫の会というのを立ち上げてお

りまして、ことし県内３カ所に分けて追悼のイ

ベントを開いたところです。県といたしまして
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も、来年度、戦後70年ということになっており

ますので、遺族連合会等も連携して、これから

の世代にこの戦争の悲惨さとか平和の尊さを伝

えていきたいというふうに、連携して取り組み

たいというふうに思っております。

○横田委員 ということは、もう孫とかひ孫も

含めての遺族会ということで支援をしていくこ

とになるわけですね。

○日髙国保・援護課長 連合会がそういった形

で組織をつくりましたので、あわせて支援して

いくことになるかと思っております。

○横田委員 よろしくお願いします。93ページ

の長寿介護課にお尋ねしますが、超高齢化社会

に今からさらに入っていくわけですけど、シニ

ア団塊世代応援フェアを県内３カ所で開催しと

か、みずからの活動に役立ててもらうための情

報提供事業等を実施したように書いてあります。

こういう事業に対しての高齢者の意識とかそう

いったものをどのように感じておられるかをお

尋ねしたいんですけど。

○松田長寿介護課長 このシニア団塊世代応援

フェアでございますけれども、県内３地区でＮ

ＰＯとかボランティア団体の活動事例の紹介等

を行って、こういった社会活動に興味を持って

いただいて、あるいはその場で相談を受けるよ

うな形で実施しておるところでございます。

やはり、こういう場を通じまして、社会参加

を積極的に啓発していくことが、今後とも必要

だと考えております。

○鳥飼主査 質問は、高齢者の意識はどうかと

いうことだったので、そのことについてお答え

ください。

○松田長寿介護課長 高齢者の意識でございま

すけれども、例えば、老人クラブの参加者、組

織率とかを見ましても、なかなか加入者がふえ

ないとか、あるいは、こういうフェアを開催し

ても、やはり広がりといいますか、まだまだこ

れから取り組みをしていかなくてはいけないと。

社会参加に熱心な方々と、やはり、それになか

なか今一歩足を踏み出せないという方がまだま

だいらっしゃるんじゃないかなと感じておりま

す。

○横田委員 今、ロコモの運動が非常に盛んに

なってきたですよね。私も、この前の敬老会で

ロコモのことを言って回ったんですけど、ロコ

モは、関節とか筋肉とか、そういった運動機能

のことだと思うんですけど、あわせてこういう

活動をすることで、間違いなく健康長寿社会に

もっていけるんじゃないかなと思いますので、

できるだけ多くの高齢者の皆さんたちが参加し

ていただけるように取り組んでいただきたいと

思います。

○星原委員 福祉保健課に、先ほど説明いただ

いた75ページの自殺ゼロプロジェクト推進とか、

市町村自殺対策緊急強化モデルということで説

明を受けて、県内の自殺者数がずっと減ってき

ている現状は表から見てとれるんですが、ただ、

全国の中でいくと、まだ１桁のところにずっと

推移しているわけですよね。ですから、どこの

県も同じように、いろいろ減らしてきているけ

れども、やっぱり本県としては、全国の中では

１桁台のところにいるんだなというふうに思う

んです。

そこで、まず１点は、自殺者の少ない県、逆

に、そういう県のベスト５あたりがどういう事

業をやったり、どういう取り組みをしているか

とか、そういったことなんかも調査されたりし

て、県としてもまたそういうところも参考にし

ながら、取り組みというか、事業についてはや

られているもんなんですか、どうなんですか。
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○長友福祉保健課長 特に少ない県を抽出して

施策を洗い出すという作業じゃなくて、全体的

に各県のものを見させていただきまして、それ

で、効果が出たというようなものをピックアッ

プさせてもらって、年度年度、新規事業として

追加していくというような形でプロジェクト事

業をやっております。

○星原委員 そこで、先ほど鬱病とかが３分の

１とかって話も出たけど、じゃあ鬱病になった

原因というのはどういったものがあるのか、病

気からくるのか、あるいは金銭的なものからく

るのか、何か原因があるはずなんです、鬱病に

至る経緯。そういったものを、お医者さんとか、

いろんな団体の人たちから結果として起きた原

因を調べていって、そういうふうにならないた

めには、福祉保健部だけじゃなくて、ほかの関

連のところもいろいろあると思うんです。要す

るにこういう問題が、金銭的なものであれば、

商工観光労働部も関係するかもしれんし、ある

いは教育関係で子供等の悩みとかであれば、教

育委員会も絡んでくるかもしれない。そういっ

た原因を一つ一つ調べていって、それを、じゃ

あほかのところにもそういうふうに対応してく

れというようなことも、ある部分考えないとい

けないんじゃないかなという気がするんですが、

そういうほかとの連携のとり方といったものは

やられているんですか、どうなんですか。

○長友福祉保健課長 委員がおっしゃられるよ

うに、まさに原因をしっかり抑えて、それに対

して全庁的に対応するということが必要だと考

えております。

現在、関係課全部が入った推進本部というの

をつくっておりますが、そこで、施策の推進状

況とか、あるいは他県の状況とか、そういった

ものを分析しながら、来年度どうやっていこう

かとか、そういうことを検討をするという場が

ございます。そういったところで、また、鬱の

原因とか、あるいは施策のしっかりしたものと

か、そういったことを十分練っていただきまし

て、施策に反映させていくと、実施していくと

いう形でやりたいと思います。

○星原委員 これは亡くなった数なんですけど

も、多分未遂の方が結構いらっしゃるんじゃな

いかなと思うんです。だから、踏みとどまった

人たちが何で踏みとどまったのかとか、そうい

うところもやっぱり調査することによって、こ

ういう人たちが危険度が高いとか、こういう形

ですれば救えるとか。そういう角度を変えたや

り方でないと、ゼロにもっていくには非常にハ

ードル高いと思うんです。言葉はゼロってうたっ

てますが、それはもうゼロというのは厳しいの

はわかっているんですけど、未遂でとめられた

のはどういうところなのかとかというのも。や

はり一方では、県だけじゃなくして、市町村を

通じてとか、いろんな関係団体あたりにも、多

分いろんな早期発見とか早期治療もあるし、４

番の中では、理・美容院とかいう、そういうい

ろんな民間に応援もらったりしてますよね。そ

ういうところで実は踏みとどまったとかという

こと等もあると思うんです。だから、委託する

だけじゃなくて、そういう情報をいかに収集し

て政策の中に取り入れていくかということも、

一方で大事じゃないかなと。そうしないと、ワ

ースト10を飛び出して、逆に真ん中あたりの数

字を仮に目指そうとすれば、今までと角度を変

えてそういうことも考えないといけないんじゃ

ないかなと思うんですが、その辺の取り組みに

ついてはどう捉えたらいいんですか。

○長友福祉保健課長 委員がおっしゃられるよ

うに、まさにいろんな角度から分析して、そし
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て、ゼロに向かって頑張るという形で対応して

いかないといけないと思っているところでござ

います。

特に、今おっしゃられた自殺未遂者につきま

しては、とりあえずその場は助かっても、次、

また繰り返すとか、そういうことがあるという

のをよくお伺いしているところでございまして、

この未遂者に対しましては、各地域におきまし

て、警察、消防、救急病院、保健所が連携をい

たしまして、病院等に運ばれた未遂者に対しま

して、保健所の保健師が面接を行うとか、そう

いった形でフォローをするというような形に。

その際にいろいろ原因とかがわかれば、それに

対する対応、その人に対する対応、あるいはそ

れを数を積み上げていけば、どういった傾向が

あるかというようなことで、施策にもっていけ

るのではないかと思うところですけど、そういっ

たきめの細かな対策をやっていきたいと考えて

おります。

○星原委員 最後にしますけど、もう一点、ア

ドバイザーの派遣とかって、こういう形で予算

組まれているんですけど、私は、やっぱり地域

が一番身近に生活して、その地域の中で一番い

ろんなことを把握しておられるのは、自治公民

館長とかって。都市部はなかなか難しいところ

はあるかもしれませんが、田舎にいくと、公民

館単位でいろんな地域の事業とか、いろんな行

事とか、いろんなことを進めていくわけですよ

ね。そういうような人たちに、相談員みたいな、

委嘱というか、資格というか、何かそういうこ

とで気軽に相談してくださいみたいな。という

ことは何かというと、そういう公民館長さんを

されているような人は、地域の中である程度の

信頼、あるいはいろんな経験を積んでいるとか

いろいろありますので、そういう人たちを通じ

て、その人たちに相談行けるような流れという

んですか、全ては多分難しいと思うんですが、

１つでも２つでもそういう命を救うためには、

一方では、そういう一番身近なところで、いろ

んな地域を知っている人を活用する方法とか。

そういうこともある部分どこかで考えてもいい

のかなと思ってます。その辺のところも検討し

てみていただけるといいと思うんで、これはも

う何かあればですが、要望で。

○長友福祉保健課長 まさに今おっしゃられた

ように、身近な方が状況とかを把握されている

ということがありますし、解決に向けて非常に

役立つと思っているところでございます。アド

バイザーにつきましては、この国立精神医療研

究センターの室長さんとか、非常に精神的な状

況とかに詳しい方をアドバイザーにしているん

ですけど、そのアドバイスされる先は市町村で

ございまして、市町村が今度は細やかな計画を

つくっていただいて対応するという形のアドバ

イザーということで考えております。

今委員がおっしゃったように、地域の公民館

の館長さんとか、身近な方あたりの意見をちゃ

んと市町村計画の中に反映して、実効性のある

施策になるように、今後とも、市町村に指導と

いうか、意見交換をしてまいりたいと考えてお

ります。ありがとうございます。

○星原委員 民生委員さんとかいろんな方もい

らっしゃいますし、いろんなやり方、方法ある

んじゃないかなと思いますので、ぜひ検討して

数を少なくして、全国で真ん中ぐらいまでには

もっていくような努力をぜひしていただければ

と思います。以上です。

○二見副主査 １点お伺いしたいんですけれど

も、報告書の100ページ、障がい者等用駐車場利

用証制度というのがありまして、利用証の交付
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の人数とかわかるんですけど、ちょっと気になっ

ているのは、この登録駐車区画数のほうなんで

すけれども、これ169区画というのは、25年度に

新しく設置されたところかなと思うんですが、

累計がもう2,486区画になってますよね。いろん

なところに行ったときに、そういう障がい者の

駐車場とかがあるんですけれども、表示がもう

消えて見えなくなっていたり、看板がもう壊れ

たりして結構気になるところが多いんですが、

それが、何カ所ぐらいあるのかとか、そういっ

た調査はしていらっしゃらないんですか。

○川原障害福祉課長 大変貴重な御意見ありが

とうございます。実は、施設でありますとか、

市町村を通してこういったものについては申請

を上げていただいているんですけれども、再度

そういったような状況をお聞きしましたので、

また、そういったものがあれば更新といいます

か、そういったことについて文書等で周知して

まいりたいというふうに考えております。

○鳥飼主査 いいですか。（「いいです」と呼ぶ

者あり）なければ、午前の部終わりますが、よ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼主査 それでは、以上をもって、第１班

の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前11時27分休憩

午後０時59分再開

○鳥飼主査 分科会を再開いたします。

これより、医療薬務課、衛生管理課、健康増

進課、こども政策課、こども家庭課の審査を行

いますので、それぞれ説明をお願いします。

なお、委員の質疑はこの５課の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○長倉医療薬務課長 それでは、医療薬務課の

関係分を御説明いたします。

平成25年度決算特別委員会資料の２ページを

お開きください。

医療薬務課は上から２番目であります。

予算額53億729万1,000円に対しまして、支出

済額が49億7,295万8,938円、翌年度明許繰越額

が３億円、不用額が3,433万2,062円となってお

りまして、執行率は93.7％であります。

以下、内容を説明いたします。８ページをお

開きください。

医療薬務課の予算は、５つの（目）がありま

すが、その中で執行残が100万円以上となった

（目）は、医務費、薬務費、大学費の３つであ

ります。

なお、執行率が90％未満のものはございませ

ん。

まず、ページ真ん中より少し下のほうにあり

ます（目）医務費でありますが、不用額2,129

万2,086円となっております。

主なものは、次の９ページをごらんください。

３段目の負担金・補助及び交付金の不用

額1,908万4,787円であります。これは、主に災

害拠点病院等機能強化事業やＤＭＡＴ支援事業

において、設備整備等に対する補助に係る所要

額が見込みを下回ったこと等によるものであり

ます。

次に、中ほどにあります（目）薬務費であり

ますが、不用額は106万2,421円となっておりま

す。主なものとしましては、旅費、役務費等の

執行残でありまして、経費節減等によるもので

あります。

10ページをごらんください。

上から３段目にあります（目）大学費であり

ますが、不用額は1,179万3,133円となっており
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ます。

主なものとしまして、まず、中ほどにありま

す旅費356万6,220円でありますが、これは、研

究旅費等の執行残であります。

次に、その２つ下の需用費296万283円であり

ますが、これは、講義等に係る消耗品などの執

行残によるものであります。

次に、その２つ下の委託料129万6,536円であ

りますが、これは庁舎管理などの入札等による

執行残であります。

決算事項別明細説明資料につきましては、以

上でございます。

次に、平成25年度の主要施策の成果について

主なものを説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の医療薬務課

のインデックス80ページをお開きください。

１ 生き生きと暮らせる健康・福祉の社会、

（１）健康づくりの推進であります。

主な事業、実績でございますが、「薬物乱用防

止推進事業」は、薬物乱用を未然に防止するた

めの研修会開催や、中高校生に対する薬物乱用

防止教室の開催等を行ったものであります。

次の「毒物劇物危機管理体制確保対策推進事

業」は、危害発生の未然防止や事故発生時の危

機管理体制整備のため、データベースの整備や

中毒治療薬の配備を行ったものであります。

施策の成果等につきましては、①、②及び次

のページの③のとおりでありますが、今後とも

薬物乱用に対する厳格な規制や、特に青少年を

対象とした啓発、毒物、劇物の取り扱いの事業

者等への指導の徹底を図っていく必要があるこ

とから、平成26年度も引き続き監視指導の実施、

薬物乱用等を未然に防止するための啓発活動の

強化に努めているところであります。

81ページをごらんください。

（３）医療提供体制の充実であります。

まず、自治医科大学運営費負担金であります

が、ここの数字が間違っておりましたことを改

めておわび申し上げます。

これは自治医科大学の運営費を負担し、本県

の僻地医療に従事する医師を養成しているもの

で、25年度は10名の自治医科大卒医師を６つの

市町村立病院に派遣しております。

次の「医師確保対策強化事業」は、県と関係18

市町村で設立した協議会において、医療関係誌

やホームページなどで求人情報を全国に発信す

るとともに、県外の医師を招いての病院説明会

を開催するなどにより、県内の公立病院等への

就労を促進する取り組みを行ったものでありま

す。

次の「産科医等確保支援事業」は、産科医等

の処遇改善を図るため、分娩手当を支給してい

る県内20の医療機関に対して、手当額の一部を

補助したものであります。

次に「女性医師等の離職防止・復職支援事業」

であります。

これは、女性医師等が出産や育児と仕事を両

立できる環境の整備を図るため、女性医師の相

談に応じる窓口の設置や、病院内保育所を設置

する医療機関への運営費補助、女性医師の短時

間正規雇用を行っている病院に対し、その代替

医師の雇い上げについて補助を行ったものであ

ります。

82ページをごらんください。

「看護師等確保対策事業」でありますが、右

側の一番上の「看護師等養成所運営費補助事業」

は、県内の看護師等養成所14校に対して運営費

補助を行ったものであり、その２つ下の「宮崎

県ナースセンター事業」は、働いていない看護

師等の再就職を支援するため、無料職業紹介や
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再就業のための講習会などを行い、575名の再就

職につながっております。

次の「僻地診療委託事業」は、県医師会や日

本赤十字社、県歯科医師会に委託して、無医地

区等への巡回診療等を行ったものであります。

83ページをごらんください。

一番上の「医学生臨床研修ガイダンス事業」

でありますが、これは、本県出身の医学生に僻

地医療に対する関心を持ってもらうため、僻地

病院等での臨床実習等を行ったものであります。

次の「第二次救急医療体制整備事業」とその

下の「第三次救急医療体制整備事業」は、本県

の救急医療を担う医療機関に対し、その費用の

補助等を行ったものであります。

次の「救急医療利用適正化推進事業」は、い

わゆるコンビニ受診の抑制などによる医師の負

担軽減のため、保育園等での保護者に対する訪

問教室の開催や、地域医療を守るための活動を

行う民間団体等に対する助成を行ったものであ

ります。

次の「小児科専門医育成確保事業」は、医師

不足が深刻な小児科の医師が専門研修を受ける

ための研修資金を貸与するとともに、小児医療

の研究会等を開催することにより、小児科医師

の育成・確保に取り組んだものであります。

次に、一番下の「災害時医療体制等の整備事

業」は、災害医療従事者の研修会開催や、ＤＭ

ＡＴ指定医療機関の資機材等の整備に対し助成

を行ったものであります。

84ページをごらんください。

「地域医療再生基金事業」であります。

これは、地域医療が抱える課題解決のため、

地域医療再生計画に基づき、医師・看護師の確

保・養成や救急医療機能の強化、県医療計画に

位置づけた５疾病５事業の対策に関する事業を

実施したものであります。

主な事業としましては、宮崎大学地域医療学

講座の運営支援やドクターヘリ運航支援を初め、

ページ中ほどより少し下の「小児救急医療電話

相談事業」、ページの下のほうの延岡市の夜間急

病センターの医師確保等を支援する「県北部救

急医療体制整備支援」、そして、85ページ、急性

心筋梗塞対策機能強化事業や災害拠点病院機能

の強化、そして議員提案で制定いただきました

地域医療を守り育てる条例の普及啓発などに取

り組んでおります。

次に、「医療施設耐震化促進事業」であります

が、臨時特例基金を活用して、門川町にありま

す済生会日向病院の耐震化に補助を行ったもの

であります。

86ページをごらんください。

「宮崎県地域医療支援機構運営事業」であり

ます。

これは、効果的な医師確保対策を進めるため、

県と宮崎大学、県医師会、市町村が連携して地

域医療支援機構を設立し、医師のキャリア形成

支援や、臨床研修病院説明会の開催等による研

修医の確保、各種情報発信等を行ったものであ

ります。

次の、がんばる献血応援団は、献血クラブへ

の登録推進や、協力企業名の新聞掲載等により、

安定的な血液確保に取り組んだものであります。

最後の県立看護大学運営費は、教員人件費、

施設管理費、教育研究要費等のほか、本県の保

健、医療、福祉の分野に関する地域貢献等の研

究に取り組んだものであります。

87ページをごらんください。

施策の成果等であります。

まず、①の医師不足対策につきましては、自

治医科大卒医師の配置や医師修学資金貸与、宮
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崎県地域医療支援機構等による各種対策を行っ

たところでありますが、医師不足は依然として

厳しい状況にあり、引き続き、積極的な取り組

みが必要だと考えております。

②の看護師等の確保対策については、看護師

等養成所に対する運営費補助などにより、看護

師等の養成に努めたほか、未就業看護師等の就

業促進に努めたところでありますが、今後とも、

その安定的な確保に努める必要があると考えて

おります。

③の僻地医療対策につきましては、僻地出張

診療等や、そこにはありませんが、自治医科大

卒医師の配置等により、僻地医療の確保に取り

組んでおりますが、今後とも医学生を対象にし

た臨床研修ガイダンス事業など、さまざまな工

夫を凝らしながら継続して取り組んでいく必要

があると考えております。

④の救急医療対策については、宮崎大学救命

救急センターの体制強化やドクターヘリの運航

支援、中核病院の救急機能充実を図るとともに、

県民の適正受診の啓発等に取り組んだところで

ありますが、今後とも救急医療体制の整備充実

に努めてまいります。

次に、⑤でありますが、地域医療再生基金を

活用して、医師確保、救急医療対策、県医療計

画に位置づけた５疾病５事業等の対策など各種

事業を実施しております。今後とも、医師会や

大学、市町村等と十分連携を図りながら、着実

に事業を実施していく必要があると考えており

ます。

次に、⑥でありますが、引き続き、薬事監視

による医薬品等の適正な取り扱いや不良品の発

生防止を図るとともに、血液の安定確保のため、

組織献血の推進や若年層に対する啓発活動を展

開していく必要があると考えております。

次に、⑦であります。県立看護大学では、優

秀な看護師等の育成に取り組んでおりますが、

引き続き効果的な教育研究活動等を行うととも

に、県内への就職率が高まるよう努めていきた

いと考えております。

最後に、⑧でありますが、地域医療体制の整

備については、25年度も引き続き、地域医療再

生計画に基づく基金事業を推進するなど、医療

従事者の養成・確保、救急・災害時の医療体制

の整備を図ることにより、一層の充実に努めて

いるところであります。

主要施策の成果に関する報告書につきまして

は、以上であります。

次に、監査委員の宮崎県歳入歳出決算審査意

見書につきましては、委員会資料の32ページ以

降の監査報告書（指摘事項）と内容が重複して

おりますので、委員会資料のほうであわせて説

明いたします。

決算特別委員会の資料の赤のインデックス、

監査報告のついている32ページをお開きくださ

い。

医療薬務課分は、県立看護大学の支出事務に

ついて、「赴任旅費について、旅行命令書が作成

されていなかった。善処を要する。」との指摘が

ございました。

これは、異動してきた職員の赴任旅費に支給

漏れがあったものであり、その後、直ちに旅行

命令書を作成し、支出したところであります。

今後は、対象となる職員への確認を徹底する

など、適時適性な事務処理に努めてまいります。

医療薬務課は以上であります。

○鳥飼主査 ありがとうございました。

○竹内衛生管理課長 衛生管理課の平成25年度

決算状況について御説明いたします。

お手元の平成25年度決算特別委員会資料の２
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ページをお開きください。

上から６番目の衛生管理課でございますが、

予算額12億4,909万5,000円に対して、支出済額

は12億4,403万7,279円、不用額は505万7,721円、

執行率は99.6％でございます。

執行率90％未満の（目）はございませんので、

執行残が100万円以上の（目）について、順に御

説明いたします。

衛生管理課の青いインデックス、20ページを

お開きください。

まず、一番下の（目）の欄の環境衛生総務費

でございますが、これは職員費で、不用額は319

万4,990円となっております。

不用額の主なものは、時間外勤務手当及び屠

畜検査等の特殊勤務手当などの職員手当の実支

給が見込みを下回ったことによるものでござい

ます。

次に、22ページをお願いいたします。

一番上の（目）の欄の環境衛生指導費でござ

います。不用額は125万5,257円となっておりま

す。

不用額の主なものは、上から４番目の旅費66

万2,454円でございますが、経費節約等に伴う執

行残が主なものでございます。

決算事項別明細説明資料の説明につきまして

は、以上でございます。

続きまして、平成25年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の平成25年度主要施策の成果に関する

報告書の衛生管理課の青いインデックス、101ペ

ージをお開きください。

３行目の（１）の安心で快適な生活環境の確

保についてでございます。

施策推進のための主な事業及び実績の表の、

上から１段目の食品衛生監視でございますが、

右の欄にあります県内の食品関係営業施設２

万2,036件につきまして、１万536件の監視指導

及び1,770検体の食品の収去検査を行いました。

また、その下の「食品衛生推進事業」として、

宮崎県食品衛生協会へ委託し、249人の食品衛生

指導員による巡回指導などを実施したところで

ございます。

次に、102ページをお開きください。

一番上の食肉衛生検査所でございますが、右

の欄にあります県内７カ所の屠畜場におきまし

て、25年度は、牛５万2,896頭、豚102万5,501頭

を検査しております。

その次の食鳥検査でございますが、県内10カ

所の大規模食鳥処理場におきまして、25年度は

１億2,867万6,668羽を検査しております。

次の生活環境対策でございますが、水道維持

管理指導につきましては、水道施設への立ち入

り212件、井戸水の水質検査を78件実施したほか、

水道建設指導につきましては、市町村が実施す

る水道施設整備事業の指導を行うものでござい

ますが、簡易水道等施設整備事業が６市町村13

事業の実績となっております。

その下の枠の生活衛生指導助成でございます

が、生活衛生営業相談室設置のほか、経営指導

員や生活衛生営業指導員等が行う巡回指導等の

活動事業への補助委託を、宮崎県生活衛生営業

指導センターに対して行っており、センター窓

口相談551件、生活衛生営業指導員の巡回指

導1,862件など、業界の自主衛生管理体制の強化

と活性化を図ったところでございます。

次に、103ページをごらんください。

中ほどの施策の成果等についてでございます。

まず、①②にありますとおり、県民の食の安

全・安心確保のため、施設の監視指導及び収去

検査、食中毒予防の啓発・指導、また、屠畜検
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査及び食鳥検査における疾病の排除等や、牛の

ＢＳＥ検査を実施したところでございます。

次に、③の水道事業対策では、水道事業体で

ある市町村が運営基盤の強化や安心快適な給水

の確保等のあるべき姿を定める地域水道ビジョ

ンの計画的な策定を進めるとともに、国庫補助

等を活用しての施設整備により、県民がいつで

も安心して利用できる水道水の安定供給・安全

確保に努めたところでございます。

また、④のとおり、理容・美容、クリーニン

グ業等の生活衛生関係につきましては、営業施

設への許可・確認・監視指導・衛生講習会等を

行うなど、衛生水準の維持向上を図り、消費者

・利用者への安全で衛生的なサービスの確保に

努めたところでございます。

次に、⑤のとおり、ホテル、旅館、公衆浴場

等におきますレジオネラ症の防止対策として、

講習会や施設の監視指導を実施し、患者発生の

防止に努めたところでございます。

続きまして、104ページをお開きください。

最後の⑥のとおり、より一層の食物アレルギ

ーに対する知識の充実や、計画的な施設整備に

よる水道水の安定供給及び安全の確保に努める

こととしたところでございます。

続きまして、105ページをお開きください。

一番上、（２）の快適で人にやさしい生活・空

間づくりについてでございます。

施策推進のための主な事業及び実績の表の動

物管理でございますが、犬の登録や狂犬病予防

注射の必要性をテレビＣＭや広報車などを活用

し、啓発するとともに、動物愛護の観点から、

みやざき動物フェスタの開催や適正な飼養の啓

発、犬猫の譲渡推進に努めたところでございま

す。

次に、施策の成果等につきましては、①の狂

犬病予防対策につきましては、啓発コマーシャ

ル、獣医師会や市町村との連携など、注射実施

率向上に努めた結果、実施率が前年度を上回っ

たところでございます。

今後とも実施率向上のため、普及啓発活動に

取り組んでまいりたいと考えております。

続きまして、106ページをお開きください。

最後に、④のとおり、譲渡推進事業につきま

しては、平成25年度に譲渡専用施設であります

ひまわりの家に猫の譲渡保管施設を新たに拡充

しましたので、これまで以上に猫の譲渡推進及

び殺処分の減少に努めてまいりたいと考えてお

ります。

以上、主要施策の成果に関する報告書につき

まして御説明いたしました。

次に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

衛生管理課からの説明は以上でございます。

○瀧口健康増進課長 健康増進課の平成25年度

決算状況について御説明をいたします。

お手元の平成25年度決算特別委員会資料の２

ページをお開きください。

健康増進課は、中ほど、上から７番目の欄で

あります。

予算額は35億2,870万7,000円に対して、支出

済額は34億579万５円であり、翌年度繰越額はご

ざいません。不用額は１億2,291万6,995円となっ

ておりまして、執行率は96.5％であります。

なお、執行率90％未満の（目）はございませ

んので、執行残が100万円以上の（目）について

御説明いたします。

23ページをお開きください。

まず、上から３行目、（目）の公衆衛生総務費

であります。右側の欄にありますように、不用

額は3,485万4,603円となっております。
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不用額の主なものは、（節）の下から４番目、

負担金・補助及び交付金の856万8,225円であり

ます。

これは、未熟児養育医療費の市町村への補助

金等の執行残であります。

次に、その下の扶助費2,112万2,951円であり

ます。

これは、不妊治療助成事業や小児慢性特定疾

患治療研究費など、医療費公費負担の実績額が

見込み額を下回ったことによる執行残でありま

す。

24ページをお開きください。

一番上の（目）の予防費であります。不用額

は8,806万2,392円となっております。

不用額の主なものは、表の中ほど、委託料

の1,197万6,726円で、これは、主に予防から終

末期までのがん対策体制整備事業の地域がん登

録に係る委託料等の執行残であります。

次に、下から２番目、扶助費の6,354万8,116

円であります。

これは、肝炎医療費や特定疾患医療費など、

医療費公費負担の実績額が見込み額を下回った

ことによる執行残であります。

決算事項別明細説明資料につきましては、以

上でございます。

続きまして、平成25年度の主要施策の成果に

ついて、主なものを御説明いたします。

お手元の平成25年度主要施策の成果に関する

報告書の健康増進課のインデックス、107ページ

をお開きください。

初めに、（１）の子育て支援の充実であります。

下の表をごらんください。

まず、母子保健対策であります。右側の主な

実績内容等の１番目、先天性代謝異常等検査で

は、新生児を対象に先天性代謝異常等検査を１

万2,075人に実施しております。

次に、不妊治療費助成事業では、体外受精等、

医療保険の適用されない特定不妊治療を行った

夫婦に対しまして、447件の治療費助成を行って

おります。

次に、一番下から次のページにかけまして、

健やか妊娠推進事業では、全国的に高い本県の

人工死産率減少のため、指導者への研修会や中

学生、高校生を対象とした健康教育を実施しま

すとともに、パンフレットを作成し、産科医療

機関等に配布して家族計画指導等に使用してい

ただいたところであります。

次に、施策の成果等であります。

④でありますが、保健所での女性専門相談ス

マイル、思春期の性の悩みに対するピアカウン

セリングなど、女性のライフステージや女性特

有の健康問題に応じた相談や教育事業に取り組

んだところでございます。

次に、⑤でありますが、先天性代謝異常等疾

患の早期発見のため、新生児に対しましてスク

リーニング検査を実施しているところでありま

すが、平成25年度からは新しい検査法でありま

すタンデムマス法を導入し、より多くの疾患を

対象として発見することができるようになった

ところでございます。

次に、109ページをごらんください。

（１）の健康づくりの推進であります。

下の表の健康増進対策でありますが、主な実

績内容等の１番目、健康づくり推進センター管

理運営では、特定健診・保健指導の実践者育成

研修会を宮崎県健康づくり協会に委託して実施

し、人材の育成を行ったところであります。

次に、その下の健康みやざき21指導者育成事

業では、健康づくり指導者や健康運動指導士・

実践指導者の講習会を開催し、県民の健康づく
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りの取り組みを支援する指導者の育成を図った

ところであります。

110ページをお開きください。

主な事業名の２番目、新規事業「健康みやざ

き推進」であります。

テレビＣＭや健康啓発イベントなどを通しま

して、平成24年度に策定いたしました健康みや

ざき行動計画21（第２次）の啓発に努めたとこ

ろであります。

次に、その下の老人保健であります。

主な実績内容等の１番目「寝たきり予防推進

事業」では、県内７カ所の地域リハビリテーショ

ン広域支援センターを運営し、寝たきり予防の

推進を図ったところであります。

次の「予防から終末期までのがん対策体制整

備事業」では、県立３病院におけるがん診療連

携拠点病院等の機能を強化するなど、総合的な

がん対策の推進を図ったところであります。

111ページをごらんください。

歯科保健対策であります。

主な実績内容等の中ほどの「むし歯予防対策

事業」では、保育所、幼稚園等において実施し

ましたフッ化物洗口等に対する補助を18市町村

に対して行ったところであります。

また、その下の「障がい児者等歯科保健ネッ

トワーク事業」では、障がい児者専門の歯科診

療施設であります宮崎歯科福祉センターの運営

費補助や協力歯科医養成研修を行ったところで

あります。

112ページをお開きください。

表の中ほどの肝炎総合対策であります。

「肝炎治療費助成事業」では、Ｂ型、Ｃ型ウィ

ルス性肝炎患者の経済的負担を軽減するため、

治療に係る医療費を892人に対しまして助成する

とともに、保健所等での無料の肝炎ウィルス検

査を実施いたしました。

また、「ウィルス性肝炎対策特別推進事業」で

は、肝炎診療連携体制の充実・強化を図るため

の肝炎対策懇話会や医療従事者研修会を開催し

たところであります。

次に、一番下の感染症危機管理対策でありま

す。

新型インフルエンザやその他の感染症の集団

発生等に備えるため、医師や看護師向けに感染

症危機管理研修会を開催するとともに、県職員

を国等が開催する研修会へ派遣したところであ

ります。

113ページをごらんください。

施策の進捗状況のメタボリックシンドローム

の該当者及び予備軍の割合についてであります。

平成26年度までに、本県における割合が全国

平均以下になることを目標に取り組んでおりま

すが、直近の実績値は29.7％と、全国平均を上

回っている状況にあります。今後、さらなる生

活習慣改善の啓発などに努めてまいりたいと考

えております。

次に、施策の成果等であります。

まず、①ですが、宮崎県がん対策推進計画に

基づき、がん診療連携拠点病院等の機能強化や、

地域がん登録、緩和ケア推進事業を実施すると

ともに、がん検診受診率向上の啓発事業として

テレビＣＭ放送等を行ったところであります。

今後も引き続き、さらなるがん対策の推進を図っ

ていくこととしております。

次に、⑥の新型インフルエンザ等対策につい

てでありますが、平成25年６月に、国において

見直しが行われました政府行動計画に基づき、

宮崎県新型インフルエンザ等対策行動計画の改

定を行ったところであります。今後も引き続き、

坑インフルエンザウィルス薬の備蓄の推進等、
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新型インフルエンザ等対策のさらなる充実強化

に取り組んでいくこととしております。

114ページをお開きください。

（２）のみんなで支え合う福祉社会の推進で

あります。

下の表のハンセン病啓発・ふるさと交流促進

をごらんください。

主な実績内容等でありますが、入所者の「里

帰り事業」や公募した県民による「ふれあいハ

ンセン病療養所訪問事業」などを行い、ハンセ

ン病に対する知識の普及啓発に努めたところで

あります。

次に、施策の成果等でありますが、今後も県

民のハンセン病に対する正しい知識の啓発とと

もに、療養所入所者が社会復帰しやすい環境づ

くりに努めてまいりたいと考えております。

主要施策の成果については以上であります。

次に、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はありません。

健康増進課からは以上でございます。

○鳥飼主査 ありがとうございました。

○多田こども政策課課長補佐 こども政策課の

平成25年度の決算状況につきまして御説明いた

します。

お手元の平成25年度決算特別委員会資料の２

ページをお開きください。

こども政策課は、上から８番目であります。

予算額133億3,990万4,000円に対しまして、支

出済額は125億8,959万4,381円、繰越額は５億32

万8,000円、不用額は２億4,998万1,619円となっ

ておりまして、執行率は94.4％であります。

執行率が90％未満の（目）はございませんで

したので、執行残が100万円以上のものについて

御説明をいたします。

資料の25ページをお開きください。

まず、上から３行目の（目）児童福祉総務費

についてであります。

中ほどの翌年度繰越額4,542万6,000円であり

ますが、これは、昨年度国の経済対策の一環と

して創設されました地域少子化対策強化交付金

を活用した事業として、平成26年２月県議会に

おいて承認をいただきました「地域少子化対策

強化交付金事業」において、今年度、事業を執

行するために繰り越しを行ったものであります。

また、不用額は１億1,457万7,145円となって

おります。

不用額の主なものは、（節）の欄の一番下の負

担金・補助及び交付金の１億435万2,000円でご

ざいますが、これは、主に「子育て支援乳幼児

医療費助成事業」の不用額でありまして、市町

村の助成件数の実績が見込みを下回ったことに

よるものであります。

次に、（目）児童措置費についてであります。

中ほどの翌年度繰越額４億5,490万2,000円で

ありますが、これは、安心こども基金事業のう

ち、「保育所緊急整備事業」を活用して、園舎の

増改築等を行っている保育所が繰り越しを行っ

たことによるものであります。

また、不用額は5,404万5,300円となっており

まして、その主なものとしましては、次の26ペ

ージをお開きください。

上から３行目の負担金・補助及び交付金

の5,273万4,823円でありますが、これは、「安心

こども基金事業」のうち、保育所緊急整備事業

の入札に伴う執行残、それから認定こども園事

業費及び保育士等処遇改善臨時特例事業等の実

績が見込みを下回ったことによる執行残であり

ます。

次に、下の（目）母子福祉費についてであり

ます。
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不用額は6,558万2,029円でありますが、その

ほとんどは負担金・補助及び交付金関係の不用

額でありまして、児童手当支給事業におきまし

て、市町村の支給実績が見込みを下回ったこと

によるものであります。

次に、下の（目）事務局費についてでありま

す。

不用額1,564万5,672円は、負担金・補助及び

交付金関係の不用額でありまして、主に「私立

幼稚園預かり保育推進事業」、それから「私立幼

稚園特別支援経費補助事業」において補助確定

額が見込みを下回ったことによるものでありま

す。

決算事項別明細の説明につきましては、以上

であります。

次に、平成25年度の主要施策の成果について

御説明いたします。

お手元の平成25年度主要施策の成果に関する

報告書のこども政策課のインデックスのところ、

ページでは115ページをお開きください。

１ 安心して子どもを生み、育てられる社会

の（１）子育て支援の充実であります。

中ほどの表をごらんください。

まず、新規事業の「保育士確保緊急対策事業」

につきましては、県内の保育士養成機関との意

見交換会の開催、それから保育士の資格を有し

ていながら、現在、保育士として働いていらっ

しゃらない、いわゆる潜在保育士の意向把握調

査を行うなど、保育士の安定的な確保に向けて

取り組んだところであります。

また、次の「児童健全育成事業」につきまし

ては、小学校低学年の放課後対策として、安全

な遊びや生活の場を提供する放課後児童クラ

ブ、141クラブに対して運営費の助成を行うなど、

児童の健全育成に努めたところであります。

また、次の「保育対策等促進事業」の実施に

よりまして、延長保育や休日保育など、保護者

の多様なニーズに対応した保育サービスの充実

に努めるとともに、その次の「未来みやざき子

育て県民運動推進事業」により、推進協議会の

総会や子育て応援フェスティバルの開催などに

よりまして、社会全体で子育てを応援する機運

づくりに取り組んだところであります。

次に、「みやざき「恋物語」プロジェクト事業」

につきましては、結婚を応援する活動を行って

おります７つの団体に対しまして補助等を行い、

その活動を促進することにより、社会全体で結

婚を応援する機運づくり、独身者の出会いのきっ

かけづくりなどに取り組んだところであります。

次に、一番下の「みやざきの「子育て力」活

性化事業」は、地域に密着して子育て支援に取

り組む民間団体を支援することによりまして、

子育て支援団体の育成、活性化を図る事業であ

りますが、平成25年度は８つの団体に補助を行っ

たところでございます。

次に、116ページをお開きください。

一番上の「地域子育て・子育ち応援事業」に

つきましては、父子手帳「パパのイクメン手帳」

の作成、配布、知事とイクメンパパの料理教室、

それからこども知事などを開催することにより

まして、父親の子育て参加の促進など、地域に

おける子育て支援体制の充実に取り組んだとこ

ろであります。

次に、「子育て県民運動シンポジウム事業」は、

県民等を対象とした子育て県民運動シンポジウ

ムを開催することにより、社会全体で子育てを

応援する機運の醸成を図ったところであります。

次の「子育て支援乳幼児医療費助成事業」に

より、小学校入学前までの乳幼児に対しまして、

入院等に要する医療費の一部助成を行い、子育
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て家庭の経済的負担の軽減を図ったところであ

ります。

また、次の「子育て支援対策臨時特例基金事

業」では、安心こども基金への積み増しを行っ

たところでありまして、この基金を利用しまし

て、次の「安心こども基金事業」として13カ所

の保育所の増改築、それから31カ所の認定こど

も園に対する事業費の助成等の事業を行ったと

ころでございます。

さらに、一番下の「児童手当支給事業」によ

りまして、約８万3,000人の受給者を対象に、児

童手当の支給を行っている市町村に対して、県

負担分の支出をして支援を行ったところでござ

います。

次に、117ページをごらんください。

ページ中ほどの施策の成果等についてであり

ます。

子育て支援の充実につきましては、少子化が

急速に進む中、誰もが安心して子どもを生み、

健やかに育てられる環境づくりを進めるために、

①の「未来みやざき子育て県民運動推進事業」

等による子育てを社会全体で応援する機運づく

りや、②の放課後児童クラブの運営支援等によ

る児童の健全育成対策の推進など、各種の子育

て支援対策の推進に努めてきたところでありま

して、これらの取り組みにより、子育て環境の

整備が着実に図られつつあると考えております。

次に、119ページをお開きください。

２ 未来を担う人材が育つ社会の（１）生き

る基盤を育む教育の推進であります。

まず、表の一番上の「私立幼稚園振興費補助

事業」につきましては、県内にあります私立の

幼稚園114園に対しまして運営費の助成を行うと

ともに、次の「私立幼稚園預かり保育推進事業」

によりまして、105の私立幼稚園が実施しました

預かり保育に対して運営費の助成を行ったとこ

ろであります。

また、次の「幼児期の子育て・発達サポート

推進事業」では、就学前教育・保育関係者で、

保育者に対する研修プログラム等について検討

を行うとともに、この研修プログラムを踏まえ

た幼稚園・保育所の職員を対象とするペアレン

トトレーナー養成研修ですとか、特別な配慮が

必要な幼児への支援などに関する体験実習など

を実施したところでございます。

施策の成果といたしましては、①にあります

ように、私立幼稚園振興費補助等によりまして

保護者の経済的負担の軽減を図るとともに、②

の「幼児期の子育て・発達サポート推進事業」

によりまして、保育者の資質向上に努めてきた

ところであります。今後とも小学校就学前の教

育の充実を図ってまいりたいと考えております。

以上、主要施策の成果の主なものについて御

説明をいたしました。

次に、平成25年度の監査報告書指摘事項等に

ついて御説明いたします。

恐れ入りますが、再度、平成25年度決算特別

委員会資料をごらんください。32ページでござ

います。

32ページの表の一番上ですが、こども政策課

分といたしまして、収入事務について、「保育対

策等促進事業費補助金の調定について、調定額

を誤っているものがあった。善処を要する。」

との指摘事項がございました。

これにつきましては、指摘に基づき調定額の

変更等を行ったところでございます。

今後は、このようなことがないよう、財務規

則等に定める事務処理につきまして、職員への

周知徹底を図り、再発防止に努めてまいりたい

と考えております。
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こども政策課の説明は以上であります。

○徳永こども家庭課長 こども家庭課の平成25

年度の決算状況につきまして御説明いたします。

お手元の平成25年度決算特別委員会資料の２

ページをごらんください。

こども家庭課分は、一般会計と特別会計がご

ざいます。

まず、一般会計ですが、一般会計の小計の上

のほうになります。こども家庭課の予算額46

億1,866万6,000円に対して、支出済額は45

億4,063万7,828円、繰越額は698万3,000円、不

用額は7,104万5,172円となっておりまして、執

行率は98.3％となっております。

次に、その下の特別会計ですが、母子寡婦福

祉資金特別会計として、予算額３億3,642万8,000

円に対して、支出済額は１億3,747万2,874円、

不用額は１億9,895万5,126円で、執行率は40.9

％となっております。

それでは、（目）で執行率が100万円以上のも

の及び執行率が90％未満のものについて御説明

いたします。

27ページをお開きください。

まず、一般会計ですが、下から６行目の（目）

児童福祉総務費であります。不用額は2,710

万2,234円となっております。

不用額の主なものですが、28ページをお開き

ください。

（節）の欄の上から８番目の負担金・補助及

び交付金1,603万5,000円であります。

これは、児童虐待防止対策緊急強化事業の市

町村への補助額が見込みを下回ったため、執行

残となったものであります。

次に、（目）児童措置費でありますが、不用額

は2,112万3,172円となっております。

主なものは、次のページの（節）の欄の上か

ら３番目、扶助費1,994万2,131円であります。

これは、児童入所施設等措置費が主なもので

ありまして、対象児童数が見込みを下回ったた

めの執行残であります。

次の（目）母子福祉費でありますが、不用額

は2,053万981円となっております。

主なものは、（節）の欄の上から８番目、負担

金・補助及び交付金の1,428万4,000円でありま

す。

これは、主に「ひとり親家庭自立支援給付金

事業」及び「ひとり親家庭医療費助成事業」が、

それぞれ見込みを下回ったため執行残となった

ものであります。

次に、（目）の児童福祉施設費であります。

まず、中ほどの翌年度繰越額698万3,000円で

ありますが、これは、県立みやざき学園の耐震

診断に係る経費について、翌年度に繰り越して

実施するものであります。

また、不用額は130万4,718円となっておりま

して、不用額の主なものは、（節）の欄の１番目、

報酬の39万3,750円及び、次のページの旅費19

万7,945円などでありまして、これらにつきまし

ては、経費節減による執行残であります。

次に、特別会計について御説明いたします。

31ページをごらんください。

上から３番目の（目）母子寡婦福祉費であり

ますが、不用額のほとんどが（節）の欄の一番

下の貸付金の執行残であります。

歳出決算の状況につきましては、以上であり

ます。

次に、特別会計の歳入決算について御説明い

たします。

お手元の平成25年度宮崎県歳入歳出決算書、

横長の冊子になります。特別会計のページ、15

ページ、裏表紙から３枚目になります。



- 57 -

平成26年10月２日(木)

母子寡婦福祉資金特別会計であります。歳入

の一番下、歳入合計の欄をごらんください。

予算現額３億3,642万8,000円、調定額５

億6,801万5,262円、収入済額３億8,391万7,331

円、不納欠損額７万4,806円、収入未済額１

億8,402万3,125円であります。

なお、下の歳出の欄外に記載されております

歳入歳出差し引き残額２億4,644万4,457円につ

きましては、翌年度に繰り越され、貸付原資と

なるものであります。

特別会計の歳入決算につきましては以上であ

ります。

次に、平成25年度の主要施策の成果について

御説明いたします。

お手元の平成25年度主要施策の成果に関する

報告書、こども家庭課のインデックスのところ、

ページで120ページをお開きください。

１ 安心して子どもを生み、育てられる社会、

（２）子ども・若者の権利擁護と自立支援であ

ります。

まず、主な事業といたしまして、児童虐待対

策では、要保護児童対策協議会を地区別に開催

し、市町村等とのネットワーク強化に取り組む

とともに、児童虐待防止のための専門研修を開

催いたしました。

次に、「青少年健全育成条例運営推進事業」で

は、青少年健全育成審議会の開催や書店などへ

の立入調査などに取り組んだところであります。

121ページをごらんください。

１つ目の「子ども・若者支援促進事業」では、

子ども・若者支援地域協議会の開催や、子ども

・若者総合相談センター「わかば」の運営によ

り、自立に困難を抱える子ども・若者の支援促

進に取り組んだところであります。

次に、ひとり親家庭につきまして、ひとり親

家庭自立支援給付金事業やひとり親家庭医療費

助成事業及び「母子寡婦福祉資金貸付事業」に

より、その支援に取り組んだところであります。

122ページをごらんください。

施策の成果といたしまして、まず、児童虐待

につきましては、①と②に書いてありますとお

り児童相談所による市町村への支援や、地域の

関係機関とのネットワーク形成や連携強化及び

職員の専門性向上と人材育成を行うことで、児

童虐待の未然防止や早期発見・早期対応を図っ

てまいりました。今後とも市町村等と連携し、

より一層の児童虐待の未然防止等に努めてまい

ります。

また、青少年健全育成につきましては、③に

ありますとおり、青少年健全育成条例に基づく

書店等への立入調査や条例の周知などを行うこ

とにより、青少年を取り巻く有害環境の浄化が

図られたと考えております。

また、社会生活を営む上で困難を抱える子ど

も・若者の支援につきましては、④のとおり、

子ども・若者支援地域協議会の開催や、子ども

・若者総合相談センター「わかば」の運営によ

り、支援体制の充実が図られたものと考えてお

ります。今後も支援の充実に向けて関係機関等

との協力体制の充実に努めてまいります。

さらに、ひとり親家庭につきましては、⑤の

とおり、経済的支援や就労支援を行うことで、

ひとり親家庭の自立や安定した生活の確保が図

られたものと考えております。

123ページをごらんください。

２ 未来を担う人材が育つ社会、（１）の生き

る基盤を育む教育の推進であります。

主な事業といたしましては、「青少年自然の家

管理運営委託事業」により、青島、むかばき、

御池の３つの青少年自然の家を活用し、青少年
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への自然体験学習や集団宿泊生活の場を提供し

たところであります。

施策の成果といたしましては、自然体験や宿

泊体験などを通して、心豊かでたくましい青少

年の育成が図られたところであり、今後とも指

定管理者の指導監査を行いながら、施設の有効

活用を図ってまいります。

124ページをお開きください。

３ 多様な主体が参加し、一人ひとりが尊重

される社会、（１）男女共同参画社会の推進であ

ります。

主な事業といたしまして、「女性保護事業」に

より配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ

相談や、一時保護所・女性保護施設の運営など

に取り組んだところであります。

施策の成果といたしましては、ＤＶ被害の未

然防止やＤＶ被害者に対する保護・自立が図ら

れたところであります。今後とも市町村や関係

機関等と連携を強化し、県民へのＤＶについて

の理解を深めるとともに、ＤＶ被害者に対する

支援体制の充実に努めてまいります。

主要施策の成果につきましては、以上であり

ます。

最後に、平成25年度宮崎県歳入歳出決算審査

意見書において、意見・留意事項がございまし

たので御説明いたします。

お手元の平成25年度宮崎県歳入歳出決算審査

意見書及び基金運用状況審査意見書の49ページ

をお開きください。

（15）の母子寡婦福祉資金特別会計に関する

意見・留意事項があります。

ページの一番下の段になりますが、「貸付金の

収入未済額については、前年度に比べ減少して

いるが、引き続き償還促進についての努力が望

まれる」との意見がありました。

貸付金の償還対策につきましては、本庁・福

祉こどもセンター等が一体となって取り組んで

おり、その成果もあって、昨年度は収入未済が

減少したところであります。今後とも滞納者の

個々のケースに応じた納入指導など、償還促進

対策に積極的に取り組んでまいります。

こども家庭課は以上であります。

○鳥飼主査 ありがとうございました。以上で、

説明を終了しました。

委員の皆さんから質疑をお願いいたします。

○図師委員 まず、委員会資料の24ページの健

康増進課にお伺いしますが、予防費の委託料の

不用額が1,000万を超えておるわけなんですけれ

ども、説明では地域がん登録の委託費の不用額

だというような説明だったと思うんですが、こ

れ委託先は医大ですかね、それとも県病院の３

病院になってるんですか。それを教えてくださ

い。私の説明聞き間違いだったら、また説明い

ただいて。

○瀧口健康増進課長 少し時間をください。

宮崎大学でございます。

○図師委員 そうであろうとは思っておったん

ですが、じゃ、なぜ1,000万を超える不用額になっ

てしまったのか、その原因を教えてください。

○瀧口健康増進課長 主査、少し時間をくださ

い。

委託料の不用額が1,197万6,726円、この内訳

でございますが、老人保健事業の地域がん登録

制度の委託料434万1,000円、それから感染症と

の接触者及び管理健康診断委託料224万8,000円

などが主な執行残ということになっております。

○図師委員 私の理解がちょっと間違ってたよ

うなんですが、私はてっきり地域がん登録に関

しての委託料が1,000万を超えて不用額が出てお

るかと思ったんですが、さまざまな委託料の総
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額がこの金額だっていう御説明で理解できまし

た。何が聞きたかったかと申しますと、先日も

実は医大のほうでこの地域がん登録講座といい

ますか、研修会が行われまして、案内をいただ

いておって、私は残念ながら行けなかったんで

すが、参加した元同僚の看護師から話を聞きま

すと、やはり宮崎のがん登録の現状がおくれて

ると。おくれてるのはやむを得ないんですが、

大阪のような体制をとっていくには、やはり10

年、20年近くかかっていくんだろうなと思いま

す。宮崎が今後、がん登録をさらに進めていく

ことにやはり重きを置いていただきたいのと、

現場、委託先と医大のほうとの健康増進課との

連携がうまくとれているのかというところの危

惧、つまり不用額が400万ぐらい出てしまうとい

うことは、やっていただきたいけれども、やっ

てもらえなかった事業とか、健康増進課が考え

るがん登録のシステムとか体制づくりが、まだ

まだ予算があるのに、できていないという現状

があるんではないかなと思ったんですが、その

あたりいかがですか。

○瀧口健康増進課長 主に、現在のがん登録は、

いわゆる地域がん登録ということで、平成25年

の１月から登録を開始しておりまして、がんの

罹患率、生存率などの推計を行うものでありま

す。今後のことにつきましては、平成25年12月

にがん登録等の推進に関する法律、これが成立

をいたしまして、全国がん登録といたしまして

病院、そして一部診療所を含めました、がんの

患者の届け出が義務化されることによりまして、

平成28年１月から施行予定でございますが、こ

れによって、さらに現在よりも多くの症例が集

まり、そういったがんの罹患率とか生存率等の

推計がより詳細にできるものと考えております。

○図師委員 法律はもちろん動いているのは

知っておるわけですが、それを待つばかりでは

なくて、全国自治体でも先進的に動いてるとこ

ろはたくさんあるわけで、宮崎もぜひ追いつけ

追い越せでやっていただきたいですし、現場と

して、やはり積極的に予算化と事業化をしてほ

しいっていう声があります。ただ、心配したの

が、医大がそれをまだ受け入れる体制っていう

か、つくり切れる、もちろんシステムの部分、

ハードの部分っていいますか、そういう部分も

まだこれから大きく予算化されていくんだろう

と思いますので、そういうもののぜひ連携を密

にしていただきたいっていうのがありました。

そういう形で、より強力に推進していただけれ

ばと思います。

もう一つ、健康増進課のほうに、肝炎治療に

対しての質問なんですが、この報告書の113ペー

ジのほうで、ただいまＢ肝、Ｃ肝の、特にＣ肝

に関して、かなり画期的な治療薬が開発されま

して、そういうのも一々言う必要はないでしょ

うが、そういう薬の開発が進んできたと。問題

は、その後、その治療に対してのフォローアッ

プをどうしていくかっていうのが大切で、ここ

にあるようなコーディネーターの養成っていう

のはもう必要不可欠だと思うんですが、養成さ

れた人数が出ておるんですけども、この方々が

どういうような配置になって、どういう役割を

担われていくのかというのをちょっと説明いた

だければ。

○片平感染症対策室長 肝炎コーディネーター

の方々は各医療機関に配置されておられまして、

まず、ウィルス陽性となられた方に精密検査を

受けるように勧めていただくことと、それから

治療につながっていただくこと。それと、生活

指導、そういった事柄を包括的に指導していた

だくようなお願いをしているところです。今年
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度は、またキャリアアップにつながるような、

コーディネーターさんたちの質を高めるような

研修会も計画しているところです。以上です。

○図師委員 本当コーディネーターの方の役割

は大きいと思いますし、実は、私の親類にもＣ

肝の治療を、インターフェロンの新しいやつを

出してもらってるのもおるんですが、やはり治

療につなげること、あと生活指導をされること。

プラスやはりメンタル面、副作用で来る鬱状態

が長期化してるということも多く見受けられま

すので、コーディネーターの質の向上の検証を

される際には、もう組まれてるかもしれないん

ですが、できることならそういうメンタルヘル

スケアといいますか、カウンセリング講習とか、

心理判定を簡易なものでもできるようなスキル

アップしていただいて、もうできておれば済み

ませんが、早急に精神科といいますか、そちら

のほうにもつなげていくような流れをつくられ

るといいなと思いますが、いかがでしょうか。

○片平感染症対策室長 参考とさせていただき

たいと思っております。

○図師委員 以上です。

○鳥飼主査 ほかにございませんか。

○横田委員 主要施策の成果に関する報告書の

医療薬務課、88ページですけど、県立看護大学

の卒業生の就職状況で県内の就職率が40.6％と

いうことですが、以前、看護大に行ったときに

聞かせてもらったんですけど、県外に就職した

人も数年たったら地元に帰ってくる人が大分お

られるっていう話を聞いたんですけど、現状を

教えていただきたいんですけど。

○長倉医療薬務課長 委員がおっしゃいますと

おり、一旦出まして、そして帰ってくるという

ようなお話は聞きます。それを数としてはなか

なか把握できておりません。言ってみれば、そ

ういったところが一つ、私どもも反省をしてる

ところでございまして、県立看護大学のあり方

検討委員会というのがあっておりますが、そう

いった中でも県外に対する発信でありますとか、

いろんな議論の中で、いわゆるそういったＯＢ

みたいな方々との連携の強化を図らなければな

らないなという話は出ているところでございま

す。そういったことも含めまして、いろいろと

対策を考えていきたいと考えています。

○横田委員 続けていいですか。じゃ次に、衛

生管理課の103ページですけど、福島県の計画的

避難区域等から導入されている牛及びセシウム

汚染稲わらの給与が否定できない牛っていうふ

うに書いてありますけど、こういう牛っていう

のは、これ実際どれぐらいおるもんなんでしょ

うか。

○竹内衛生管理課長 これ、牛でありまして、

県内の屠畜場に搬入された計画的な区域から導

入された、もしくは疑いのある稲わらを食べた

牛につきまして、これまで49頭を検査しており

ますけども、この中で放射能が検出された事例

はございませんでした。

○横田委員 畜産課に聞かないとわからないか

もしれんけど、どういう目的で導入されたかと

いうのはわからんですよね。

○竹内衛生管理課長 そこはちょっと。

○横田委員 わかりました。

じゃ、済みません、続けて。衛生管理課の106

ページをお願いしたいんですけど、狂犬病の予

防注射実施率が25年度73.7％ということで、ほ

とんど横ばいで推移してますよね。前のページ

を見ますと、啓発コマーシャルの放送等の対策

とか、市町村との連携を図りとかいうふうに書

いてありますけど、何でこれがもっと上がって

いかないのかなっていつも思うんですけど、そ
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の理由なり原因なりを教えていただきたいんで

すけど。

○竹内衛生管理課長 この狂犬病予防注射実施

率につきましては、獣医師会と、あと実施主体

であります市町村と一緒に、保健所が主体となっ

てこれに取り組んでいるわけなんですけども、

実施率がかなり伸び悩んでいる実態はございま

す。

その一つの大きな要因としましては、どうし

ても室内飼い、今、室内飼いの犬がふえている

という、屋内で飼育するということで、飼い主

の方が外へ連れていかない、出さないというこ

とであればそう狂犬病に暴露される部分もない

のかなという意識自体がちょっと低下してるの

かなということで。そういう方に対しても、例

えば動物病院とか、そういったところには定期

的なほかのワクチン注射、ほかの疾病のワクチ

ン注射等で動物病院にかかられますので、そう

いう部分で動物病院からも啓発していただくと

いうことで、やはり市町村、獣医師会と一緒に

なってそれに取り組んでいかなければならない。

なかなかここが伸び悩んでる状況ではございま

す。

○横田委員 実際、屋内で飼われている犬って

いうのは狂犬病にかかる確率っていうのは下が

るもんなんですか。

○竹内衛生管理課長 例えば庭につなぐとか、

特に猟犬とか、そういうものよりもリスクは

ちょっと下がるかもしれませんけども、基本的

に狂犬病を蔓延させないとなりますと、どうし

ても集団的な免疫を確保しないといけないと。

全体的に流行しないためには、やはり※70％以上

の集団免疫率を確保しないとということがござ

いますので、どうしてもそちらのほうをキープ

するには、室内犬であろうとも注射実施率を高

めていくということは必要かと考えております。

○横田委員 これも法律で決まってることだと

思いますので、できるだけ100％に近づくように

頑張っていただければと思います。

それと、猫の殺処分についてですけど、以前、

映画で、ひまわりと子犬の７日間というのがあ

りましたけど、あれは犬の映画だったと思うん

ですけど、実際はこの表にありますように、猫

の殺処分頭数のほうがはるかに多いわけですよ

ね。以前、私どもも部会で、静岡県の動物指導

センターに行って、人と猫が穏やかに暮らすま

ちの実現の取り組みをちょっと調査させてもら

いました。野良猫の不妊手術をしながらふやさ

ないで、殺処分もしないでふやさない方向に持っ

ていくという動きだったんですけど、宮崎県も

そういう活動とかされてるんですか。

○竹内衛生管理課長 委員の言われるとおり、

いわゆる保健所が引き取る、もしくは処分した

猫につきましては、そのほとんどが飼い主のい

ない子猫でありまして、まだ目のあいてない猫

であります。これにつきましては、そういう地

域にもう住みついてる野良猫が産んでしまった

猫というのが一番多くございまして、やはり直

近の課題ということで、私たちもその対策をと

らないといけないというのは認識しております。

現在、それをとられてるかと申しますと、行

政よりも民間団体もしくは動物愛護団体等が一

部取り組まれてる実態がございますけども、な

かなか行政が地域住民の方と一緒にタイアップ

してそれを行うということまでは、まだ至って

いないわけです。

今後、動物愛護センターの設置に向けては、

これはやっぱり一番喫緊の課題として取り上げ

ておりますので、それについても取り組んでい

※69ページに発言訂正あり



- 62 -

平成26年10月２日(木)

くということで今、検討をしてるところでござ

います。

○横田委員 猫は本当人の心を癒してくれると

いうか、そういう本当にもうかわいらしい動物

だと思いますので、地域猫活動というような言

い方されてるようですけど、ぜひ地域の人たち

と連携をとっていただきながら、できるだけ殺

処分を減らす方向でやっていただければと思い

ます。

それともう一つ、これ、こども政策課の115ペ

ージですけど、一番上の保育士確認緊急対策事

業、潜在保育士の意向把握調査を3,832名された

というふうに書いてありますけど、この結果っ

ていいますか、意向はどういうことだったんで

しょうか。

○多田こども政策課課長補佐 このアンケート

につきましては、資格を実際に有してらっしゃっ

て、現在、保育士として就労されてない方に、

その中で30歳から54歳の方を抽出しまして調査

をいたしました。5,000名余りに対してアンケー

ト調査をいたしまして、その中で1,500弱の方か

ら回答がございました。

その中で、再び保育士として就労する意欲が

あるという方が８割ほどおりました。しかしな

がら、希望する形態につきましては、非常勤で、

自分のあいた時間だけ就労したいという方が65

％というような形で、あと勤務時間も８時間未

満の勤務がいいと、パートで勤務をしたいとい

う方が半分以上というようなことで、結局そう

いう条件が合う保育所等があれば考えてもいい

という回答が多くございました。それらの方々

について、福祉人材センターに登録をしません

かということで、あわせて御案内をしたんです

が、そこの登録をしてもいいという方が88名お

られました。以上です。

○横田委員 保育士不足ももう以前から言われ

てるわけですけど、保育園側もそういった意向

に合わせて人材確保する努力もせんといかんと

思いますので、両方から、よくマッチングとい

う言い方しますけど、マッチングできるように

取り組みをしていただければと思います。

○鳥飼主査 ほかにございませんか。

○黒木委員 成果報告書の84ページ、医療薬務

課の地域医療再生基金事業の医師修学資金貸与

者が、25年度が新規16人で、全部で69名という

ふうに書いてありますけれども、こういうよう

な、地域の医療を担う人材を何とか確保しよう

というこの事業をやっているところは全国に何

県ぐらいあるもんでしょうか。お願いします。

○長倉医療薬務課長 少々お待ちください。数

は、しっかり把握してるわけではございません

が、ほとんどの県でやってると。

○黒木委員 ああ、そうですか。本県の場合、

スタートしたのが18年ぐらいでしょうか。一番

最初スタートしたときの方は、まだ学生なんで

すか。もう臨床研修医とかに入っている状況で

しょうか。

○長倉医療薬務課長 当初入った方々で４年生、

５年生、６年生といった方、そういった方々が

おりましたので、既に、義務を終えた方もいらっ

しゃいますし、卒業されて臨床研修中の方もお

ります。そして、義務履行中の方もいらっしゃ

います。

○黒木委員 この前、ある医療関係者のお話を

お聞きしましたら、地域でこういう修学資金の

貸与事業をやって何とか地域医療を担う人たち

を人材育成しようということで、スタートする

ときは非常に志があって入るけれども、だんだ

ん年数がたつにつれてモチベーションが下がっ

てくる、これ全国的にあるんだと。だから、非
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常に心配してるという話を聞いたもんですから

非常に心配をしたんですけど、現状でいろんな

研修を、どこでどうしたら義務期間が短くなり

ますよとか、いろいろありますけれども、そう

いったものはいいと、もうお金は払うからどこ

か自由にさせてくれと、そういうような学生と

かが出てきてるもんでしょうか。

○長倉医療薬務課長 現在、貸与の総数、全体

で115名おりまして、その中で義務を終わらせて

るのが３人いらっしゃいます。そして、義務を

履行中の方が２人。そして、これは、最初の初

期臨床研修の期間２年間を除きまして、例えば

６年借りましたら、12年間のうちに６年間、私

どもがあらかじめ指定してある病院診療所で働

いていただければいいという制度ですけれども、

そうしたら返済を免除するという制度ですけど、

そういった12年という猶予がございますので、

そういった猶予期間の方が６人いらっしゃいま

す。ただ、返還された方も４人いらっしゃいま

す。そのうちの１人は２年の義務期間があって、

１年は働かれましたけど、１年は返還されたと

いう方、あと、例えば国家試験に落ちた方、い

わゆる人生設計というか、結婚等で県外に行か

れたとか、そういったような方々が。今のとこ

ろ、そういう意味ではおっしゃいますような、

宮崎県内で働きながら、ほかのところに行って

完全にもう返しましたという方が大きく顕在化

してる状況ではございませんけれども、実際の

ところ、やはり専門医志向というのがございま

して、先ほど地域医療に対する意欲をなくす方

がいらっしゃるとすれば、例えば大学とかにお

りますと、やはり身の回りにいらっしゃるのが

専門医の方々だということで、なかなかそちら

のほうにロールモデルを見出すというパターン

があるのかなと、ちょっと心配はしているとこ

ろであります。以上です。

○黒木委員 新しい専門医制度が、あと３年後、

２年半後ぐらいですか、できると聞いているん

ですけれども、それは今まであった18ぐらいで

すか、の専門医に、それに総合医が加わるとい

うことで、それ間違いないでしょうか。

○長倉医療薬務課長 そのとおりでございます。

○黒木委員 ということは、今のプログラムと

いいますか、日南サテライトセンター、総合医

を目指すものと思うんですけども、そういうプ

ログラムっていうのは、宮崎県では総合医を専

門医として選んで、県内のいろんな医療機関で

働けるというようなプログラムっていうのも

しっかり宮崎県は整理できてますよというふう

に考えたらいいんでしょうか。やっぱり新しい

専門医制度になるので、ちょっとモチベーショ

ンも下がったりと、そういうこともあるんでは

ないかという話も聞いたことがあるもんですか

ら、宮崎県はそういう体制っていうのはしっか

りできているんでしょうか。

○長倉医療薬務課長 委員おっしゃいますとお

り、いわゆる地域医療学講座が設けてあります

日南のサテライトセンターというのは、当初か

らやはり総合医の育成ということで考えており

ます。もちろん総合医の育成を前から育成され

てる大学もいらっしゃいますので、私どもが先

にしてるというわけではございませんけれども、

いわゆる地域医療学講座につきましては、そう

いった趣旨で設けたものでございます。

ただ、新しい専門医制度の絡みで申し上げま

すと、今、全ての基本領域、先ほど言いました18

プラス１の基本領域で、いわゆる標準的な育成

プログラムをつくろう─今まで学会それぞれ

が、それぞれの基準でつくっていましたので、

言ってみればでこぼこがあると。じゃ、その中
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で、ある一定の質を保って国民の方々に安心で

きる医療を提供しましょうという、専門医とい

う肩書を持ってれば一定の水準がありますとい

うために設けられていますので、総合診療専門

医も含めまして、今そのためのプログラムを日

本専門医機構というのが中心になりまして、関

係学会が集まってつくっているところでござい

ます。地域医療学講座でも、もちろんその流れ

を見ながら、そういった総合診療のプログラム

をつくるための準備を今、進めているというよ

うなところでございます。

○黒木委員 ちょっと決算からはみ出て申しわ

けありませんでした。

それから、ほかに移りますけれども、107ペー

ジの健康増進課の母子保健対策事業、不妊治療

費助成事業ですけれど、最近、このことについ

ていろんな相談もあったりするんですけれど

も、25年度は447件に治療費を給付したというこ

とですけれども、これの効果といいますか、そ

ういったものについてはどのように感じておら

れますでしょうか。

○瀧口健康増進課長 この不妊治療費助成事業、

いわゆる特定不妊治療といいまして、体外受精、

そして顕微鏡で見て妊娠を行う顕微授精を行っ

た夫婦に対して助成を行うものでございまして、

この成功率、いわゆる妊娠が成立する確率とい

いますか、実績としては20％程度となっており

ます。

○黒木委員 この原因が、最近の新聞では男性

不妊治療をやってる県外─何県かあるとか新

聞に載ってましたけれども、結局女性というこ

となんですかね。それから、男性に原因がある

というのは何％ぐらいかわかるもんでしょうか。

○瀧口健康増進課長 現在、行っておりますこ

の不妊治療助成事業については、女性が原因で

不妊に至ってる場合に主に対象としておりまし

て、男性不妊に対しては、現在この制度は使え

ないところでございます。

委員のおっしゃいました不妊の原因につきま

しては、女性、男性あるわけなんですが、ほぼ

半々ということでございます。

○鳥飼主査 よろしいですか。（「はい」と呼ぶ

者あり）

○星原委員 87ページなんですが、先ほど黒木

委員のほうからもあったんですが、この中で施

策の進捗状況ということで、上のほうの段に、

市町村立医療機関における常勤医師数というこ

とで、平成22年からずっと出てきて、25年は79

名と。それで、26年の目標が113人というふうに

なってて、どっちかっていったら減ってくる中

で、１年間で目標を34人もふやしたっていうの

は、市町村立それぞれのところからのお医者さ

んが欲しいという、こういう確保してほしいと

いう希望があってこの数字が出されてるのか、

漠然とただ数字だけが目標値として上げられて

るのか、この辺どうなんですか。

○長倉医療薬務課長 私どものほうで、市町村

立病院とか公立病院等につきまして、いわゆる

医師の状況とかそういった調査を毎年やってお

ります。

この数字につきましては、計画策定当時にと

りましたもので、市町村立病院のほうで常勤医

師数として欲しいのが幾らかという数字を一応

足し合わせたものでございます。もちろん、い

わゆる医療事業上、どれだけ必要かというのは

なかなか定量的に出すことは難しゅうございま

すけれども、計画の目標として、地域でそういっ

た希望があるんでしたら、私どもは努力すべき

だろうということで掲げたものでございますけ

ど、おっしゃるとおり、なかなか非常に厳しい
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目標だとは考えております。

○星原委員 そこで、目標を掲げる以上は、そ

の達成をどういうふうにしていくかという、最

終的にはその方法だと思うんですよね。だから、

全国的に医師が不足だから宮崎県もこういう形

で不足、なかなか確保できない。それはもう一

緒かもしれません。あと、給与面だとか、そう

いう待遇面なのか。また、都会の医療機関のほ

うが先進医療の中で自分が学んだりいろいろで

きる、そういう希望があるのか。

じゃ、そういういろんな課題があった場合に、

何かをクリアしないと宮崎県の希望のところに

配置できないわけですよね。だから、そういう

原因を根本的に─もう医師確保、医師確保っ

ていうのは、もうずっと言われてきてるんだけ

れども、そういう中で何をどういうふうにして

いけばいいのかって。場合によっては、ある程

度地域で、県北、県央、県南で、産婦人科医が

足りないとか小児科医が足りないとか、いろい

ろな形があるとしたら、仮に多少予算を組んで

でも、そういう人たちを連れてこないことには、

基本的にその地域は守っていけないんじゃない

かなと思うんですが、だからそういうことをど

うしたら確保できる。あるいは確保するために

は何をすべきかっていうのは、それぞれの病院

とか、あるいは皆さん方とか、いろんな医師会

とか、いろんなあるわけですけども、そういう

中で、宮崎県として本当に、ことしは２人は確

保しようとか、５人は最低確保しようとかって

いう、そういう覚悟を決めて取り組まないと。

ただ、漠然と病院など、いろんなところに呼び

かけていろんなことをやってる。あるいは復職

する人たちは本当にいないのか、いるのか、女

性医師含めて県内にいないのか、いるのかとか。

そういうのもやっぱり把握しながら、もしそう

いうやめてる人が条件的に整えばいつからなら

来てくれるのかとか、そういったものを決めて

目標にして。一生懸命やってますっていうのは

わかるんだけども、やっぱりそれを何とかクリ

アしていくということでないと。金の問題なの

か、何の問題なのかわかりませんが、そういう

問題をひっくるめた中で、どうしていくんだっ

ていうことを、ぴしっと決めないといけないと

思うんですが、医師確保に対してはその辺の考

え方っていうのはどうなんですか。

○長倉医療薬務課長 大変難しい御質問いただ

きました。実は、私どもも今までいろんな取り

組みをやってきたわけですけども、なかなか具

体的な成果に至らない、本当に手探りでござい

ます。

そういった問題意識は、私どもも医師会も大

学も同じように持っております。そういうこと

で、例えば女性医師の確保であればということ

で、医師会の先生方とか女性医師の方々といろ

んな─例えばどんなことがそろえば働き続け

られるのか、そういうような地道な話し合いも

しているんです。また、大学のほうとも都会か

ら呼ぶためにはどういう条件を設ければ来るだ

ろうかとか、私どもではわからない、医師とし

ての考え方もありますので、そういった中でこ

うすればいいんじゃないかとか、ああすればい

いんじゃないかとか。ここで今、申し上げられ

ることはなかなかないんですけれども、委員の

おっしゃいましたように、今までのことを着実

にやっていかなければいけないんですけど、目

に見えた効果がなかなか上げられない。

そのためには、ほかにもやり方があるんでは

ないかと。そういったこと、例えば大学の医学

部長さんでありますとか、そういった方々とも、

日々話をしているところで、意見交換をしてい
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るところでございます。

例えば僻地を含む地域で申し上げますと、い

わゆる都会から比べての住環境でありますとか、

研究環境でありますとか、そういったハンデも

ございますので、そういった中で、じゃあ何が

売れるのかというのは、おっしゃいますように

何らかの特徴なりを出していかなければいけな

いとは考えておりますが、そこは本当にお答え

になりませんけど、日々模索をしているところ

でございます。

○星原委員 これから人口減が進み、若い人も

なかなか宮崎に住んでくれない状況の中で、定

年を迎えた宮崎県出身者の人たちが、よそにおっ

て地元に帰ろうかっていうときには、やっぱり

医療っていうか福祉関係の充実したところ─

最終的な末期を迎えるに、ちゃんとそういう対

応ができる医療機関とか、そういう整備ができ

ているかどうかというのも、多分帰ってくる人

たちも一つの判断材料に入っていくんじゃない

かなというふうに私は思うんですよね。そうす

ると、やっぱりそういう医療機関も充実してい

かないと、若い人たちが結婚して子供を産みた

くてもなかなかとかっていうのと一緒で、仮に

宮崎県出身の人が都会に出とって、そういうこ

とで帰ってくる条件の中にもそういうのも入る

んじゃないかなというふうに思うんですよ。

ですから、そういうことも含めて医療の計画

の中では、宮崎県の人口を減らさないためには

どういうことをする。そういうのも入るんじゃ

ないかなと思うもんですから、お話を聞いてる

といろんなことをやっていらっしゃる。じゃ、

県内に今、休職中の女性のお医者さんがどれだ

けいて、確保できそうな人がいるのか、いない

のか、その辺まで徹底して追求していくとか。

あるいは先輩、後輩を通じてよそからリターン

して帰ってくるような人たちはいるのか、いな

いのか。徹底してやっぱりその辺を突き詰めて

いかないと、表面上の施策だけでは─本当に

今、34人も目標からいけば不足してる中で、４

～５人ならまだわかるんですけども、半分近く

足りないような状況の中だったらこの分野を何

とかしないと。やっぱり最終的には安心して地

域に住む、我々にしてもそれぞれ住んでいる人

たちにしても地域の中で不安があるんじゃない

かなと思いますので─今、言われたようにな

かなか策はないかもしれないけれども、努力を

さらに、もう少し何か角度を変えてでも工面を

する方法とか知恵を絞っていただければと思い

ます。

あと、また医療薬務課なんですが、81ページ

に毒物、劇物、こういう薬物乱用のことで書い

てあって。この表のほうで毒物・劇物販売業の

監視状況、監視対象施設が平成25年では393、監

視件数が300、これは扱ってるところなんですか。

どういうふうに捉えたらいいんですか。

○肥田木薬務対策室長 施設というのは、毒物

・劇物取り扱いの許可を持ってるところでござ

います。（「許可を持ってるところ」と呼ぶ者あ

り）はい。それが393施設、そこに対して保健所

職員が300回行ったということです。

○星原委員 監視というふうになってるもんだ

から、年に１回とか２回とか、そういう人たち

を見回って状況等を把握してると。そういう形

で捉えたらいいんですか。

○肥田木薬務対策室長 委員のおっしゃるとお

りです。

○星原委員 それと、その前のページに中毒治

療薬の配備ということで、３品目はわかりませ

んが、８病院ということで。もしもの場合はそ

ういう中毒治療の専門的な病院に行くと治療が
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受けられると。となると、この８病院というの

は、県北、県央、県南、その地域割りがされて

るものなのか。どういうふうな形でこの８病院

は指定されてる。

○肥田木薬務対策室長 県内の※８医療圏に１カ

所ずつということで、ちなみに県立３病院、そ

れから北からいきますと、日向の済生会病院、

それと西都児湯医療センター、それと宮崎市郡

医師会病院、都城市郡医師会病院と小林市民病

院、合計８カ所です。

○星原委員 わかりました。

それと、こども政策課で、115ページにみやざ

き「恋物語」プロジェクトということで県単事

業があるんですが、この中に書かれてる舞台づ

くり事業７団体、縁結び応援団の登録が46団体、

そして参加者と、こう書いてあるんですが、や

はり少子化が進む中で、我々も地域の中でいろ

いろ男性側のほうに嫁さんがいないかとか、女

性側のほうに男性がいないかとか、相談は受け

るんだけれども、なかなかカップリングをする

のには非常に難しいんですよね。こういう事業

があるのはもう以前から知ってて、仲立ちさん

みたいなことをやられてるんですが、行政がど

こまでこういう部分に入っていっていいもの

かっていうのも非常に微妙なところもあるんで

すけども。やっぱり各市町村とか、そういうと

ころあたりといかに連携をとって、そして、や

るときにはある程度の広域でないと、決まった

地域だけではなかなかかな。そうなってくると、

今度は市町村単位ではなかなかで、じゃ県が大

枠の中である程度そういうことをやる。あるい

は県北と県南とのそういう交流とかを、いろん

なアイデア、知恵を出していく形の分野のとこ

ろ。そしてまた、こういう団体をつくってる人

たちがこれを実行する上で、一、二回は成功す

るんですけども、継続してこういうのをやって

いこうとすると、なかなか難しいんですよ。私

ももう議員になる前、こういうのをやって、丸

くやろう会っていう会でいろいろやって、十何

組は結婚に結びついた経緯があるんですけど、

最初は参加者も多くていろいろあるんですが、

継続させるのになかなか難しいんです。こうい

う人たちのそういう団体との、多分補助金も多

少わずかでも使ってるんで、課題とか成果とかっ

ていうのを常にどういうふうに捉えていかれて

るのかなというふうに思うもんですから、少し

その辺の話をちょっとお聞かせいただくとあり

がたい。

○多田こども政策課課長補佐 まず、この事業

につきましては、そういう出会いの機会づくり

だとか、結婚の支援等をする団体に対して補助

をするという事業でございます。

委員、今おっしゃいましたように、ただ広域

でとか、それから１回限りではなくてというよ

うなものも実は団体の中にございまして、例え

ば新富、木城、川南で若者連携同志会なるとこ

ろが広域でやられるとか、それとかサークル活

動を通じて、毎月１回、同じメンバーでいろん

なことをやるとか、そういういろんな形がござ

います。

同じ事業の中で、そういう補助団体に限らず、

そういう活動をされてる方々を集めまして意見

交換会というのを昨年は年２回行いました。

その中で、それぞれにイベントを企画したと

きに、どう広報をするかとか、参加者が思うよ

うに集まらないとか、男性が来るんだけども、

いざその場では消極的で会話が弾まないとか、

そういういろんな意見といいますか、課題とい

うのを出し合って、それに対してもっとこうす

※68ページに発言訂正あり
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ればいいじゃないかというような意見交換会と

いうのは開催しております。

今後、県がどこまでこういう分野に直接出て

いくのかというところもなかなか議論もござい

ますが、今のところ、そういう形で民間の方々

の支援をさせていただいているという状況でご

ざいます。

○星原委員 そこで、昔は青年団とかいろんな

団体が結構活動をしてたんですよね。今、残っ

てると言えば、もう消防団はどこの地域にも残っ

てますが、青年団が少なくなってきたり、ある

いは婦人会の方々もいろんな県内で会ができて、

それぞれの地域にこうやって情報を交流してた

と思うんですけど、そういうのもなくなってき

てる。

一方では、今までのやり方とは違う、そうい

ういろんな人たちが参加できるような何か社会

活動みたいなものをどこかにつくって、いろん

な情報が入るシステムっていうか、何かそうい

う組織的なものをつくって動かしていかないと。

ある一部の人たちはその情報を持ってるんです

が、広く捉えての形になるとなかなかかなとい

うふうに思うんで、やっぱり皆さん方のところ

だけじゃなくて、商工青年あるいは農業青年あ

るいはいろんな形のそういう人たちの団体との

つなぎをどうやるかとかっていうのは、ある程

度どこかやらんといかんだろうと。実際やるの

はそういう民間の人たちにさせればいいと思う

んですけど。何かやっぱりそういう工夫、工面

というのをやっていかないと、こうやって毎年

事業を組んでても、じゃ1,680名参加しました

よっていっても、じゃ結婚した組は何組あって、

そこから子供が生まれたのは何人とか。実際は

そうやって追っかけていって、こういうことを

やることで子供がふえてきた、結婚する組がふ

えてきた。これを、じゃどうやって改善してい

けば子供がふえていくのか。やっぱりそういう

ところまで追っかけていかないと、事業をやっ

てますよで終わってしまったら、本当の意味の

この事業がなってんのかなと思うんですよ。成

果を求めるっていうのは非常に難しいんでしょ

うけど、ことしは最低５組とか10組とか目標を

掲げて、そのためにはハッパかけて、その団体

あたりにもう少し何か知恵を出せとか、本当に

やろうとすればそういうところまで少し追っか

けないと。そして、予算的なものが厳しいんで

あれば、じゃ医療費にかけるのと同じ、子供が

１人ふえる、人口がふえることで生産性が将来

的に上がってくるということでいけば、多少予

算も組んでとか。みみっちい計画を立ててるん

じゃ、なかなかうまくいかないような気もする

んで、やっぱり費用対効果を上げる意味でも何

かもう少し一工夫やって、さっき言ったように、

そういう行政がやれるところは、もう限られて

るわけですから。あと、どう知恵を出したこと

を植えつけて動かすかということをやって、そ

の動かすためには何が必要なのかっていうとこ

ろまでやらないと。こういう事業もずっと言わ

れてるんだけど、なかなか厳しいのかなという

ふうに思うんで、その辺もちょっと工面してい

ただければと思います。

○鳥飼主査 答弁はいいですか。

○星原委員 何かあれば。

○肥田木薬務対策室長 先ほど中毒治療薬の備

蓄について８医療圏って言いましたけど、それ

は７医療圏の８カ所ということで訂正をお願い

いたします。

○鳥飼主査 こども政策課、何かありますか。

○多田こども政策課課長補佐 今、委員がまさ

しくおっしゃられたとおりでございまして、私
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どももそういう問題認識は持っております。

その団体という話で一言申しますと、現在、

県内の企業さん、県庁だとか観光界の会社とか、

今いろんな企業さんの独身者に、企業さんから

人を出していただいて、異業種交流も兼ねたそ

ういう、ビズコンと呼んでおりますが、そうい

う催しを本年度始めたところでございます。そ

れは、例えの話でございますが、委員がおっしゃ

られたことも十分認識しておりますし、成果に

つきましても、どのような形で成果を図るのか

ということも内部で議論もさせていただいてお

りますので、また、今後とも研究をしながら事

業を組み立てていきたいと思っております。以

上です。

○星原委員 一つ、今、思いついたんですが、

農政と話して、経済団体なんかから毎年、春夏

秋冬、いろんな宮崎県の食材の旬なものがとれ

る時期に、そういうものを出してもらうとか応

援もらったりして食べる中で会う形とか、宮崎

県が焼酎日本一のところもあるんで、そういう

ところに働きかけて、飲みながらの中で進める

とか、やり方をいろいろ変えれば、もう少しま

た違ったこともできるんじゃないかなと思いま

すので、ぜひいろんな団体とも、縦でなくて横

にいかに広げた形ができるかを工面していただ

ければと思います。

○鳥飼主査 要望でいいですか。（「はい、いい

です」と呼ぶ者あり）

ほかにございませんか。

○竹内衛生管理課長 先ほど横田委員の質疑の

中で、狂犬病の予防注射の実施率につきまして

集団免疫を70％、お答えしましたけども、ＷＨ

Ｏが示した数値によりますと80％ということで、

さらに今の数値からしますと高める必要がある

ということで、今後啓発等に取り組んでまいり

たいと考えております。訂正をお願いします。

○鳥飼主査 ございませんか。

○二見副主査 済みません。まず一つ、確認っ

ていうか、私も、２年前にこの委員会にいたと

きにもちょっとお話させていただいたんですけ

れども、123ページの少年自然の家の件ですね。

過去５年間の延べ利用人数について、ここ書か

れてますが、都城、御池少年自然の家のところ

が、平成23年の１月に噴火したわけですよね。

このときにこの利用人数が激減して、で約１年

間、全く利用ができない状況で、翌年から再開

し、利用者をまた戻すようにっていうことでお

話してたと思うんですけれども、大体そのとき

の自然の家、御池の利用者の人数っていうのは

大体どれくらい戻ってきたのか。そこのところ

について、ちょっとお伺いしたいと思います。

○徳永こども家庭課長 今、委員がおっしゃい

ましたように、平成23年度に約11カ月間、閉鎖

をしておりまして、そのときの御池の利用が483

名でありました。通常ベースであれば４万から

３万ぐらいの利用だということで、平成25年度

は３万4,973人で噴火前のレベルに戻ってきてい

るということが言えます。以上です。

○二見副主査 今回、長野県の件もあるわけな

んですけれども、再開するに当たっては、いろ

いろヘルメットを装着するとか、年齢制限を設

けるとか、いろんな条件もたくさんあって、逆

に言うと、ちょっと厳し過ぎて利用者側として

はなかなか使いにくいっていうような話もあっ

たりしたんですが、１年間規制、使えないよう

になってたときの解除条件と今の条件っていう

のは一緒なんですかね。

○徳永こども家庭課長 23年度に一時閉鎖して、

それから24年度、25年度と、その間に段階的に

解除していきまして、年齢の高い高校生がまず
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最初に利用できるように、活動範囲も御池少年

自然の家を中心に何キロ以内の活動ですよとい

うことで、それを段階的に活動範囲を広げていっ

て、現在のところ、通常レベルでの活動ができ

ると。ただ、今、噴火警戒レベルが新燃岳２で

ございますので、これ火口から１キロ以内の立

ち入りが禁止と、それに新燃岳に向かって登る

登山口の規制もあるということで、そちらを利

用するようなコース、プログラムについては一

部利用できないところもあるということであり

ます。当初ヘルメットとかの着用をお願いした

ところなんですけれども、今はそういったこと

はないと。逆に、こういった災害が起こったこ

とを契機に災害用のプログラムというのを開発

しておりまして、実施事業として、こういった

ときにどういう避難をしたらいいかとか、救護

活動をどうしたらいいかとか、そういったプロ

グラムをつくって、実施事業として募集して参

加していただいてと。逆にそれを利用するとい

うか、そういったものに意識を向けてもらうた

めのプログラムをつくっているようなところで

ございます。

○二見副主査 私もその防災プログラムに一回、

行ったことがあって、施設側としても本当にで

きるだけ利用に関心を持ってもらえるようにっ

ていうことで努力してるので、引き続き、また

いろんなサポートがあればよろしくお願いした

いと思います。

それで、今度は121ページのひとり親家庭支援

についてなんですが、この医療費助成件数が11

万件っていうことなんですけども、これは延べ

件数なんですか、それとも家庭の数が11万件と

いうことなんですか。

○徳永こども家庭課長 いえ、これはレセプト

の件数になります。

○二見副主査 実際に母子家庭、父子家庭って

いうのは県内に何件あるかは把握してらっしゃ

いますか。

○徳永こども家庭課長 22年度の国勢調査が一

番正確なわけですけれども、これでいきますと

１万6,630世帯ということになっております。

○二見副主査 そうしたときに各家庭、子供さ

んの利用割合っていうのは一般家庭と同じぐら

いのものなんでしょうか。

○徳永こども家庭課長 利用割合まではちょっ

と出してないところですけれども、通常ベース

ではないかなと。ただ、このひとり親家庭医療

費助成に関しては、子供さんも対象にしてるけ

れども、その親御さんも対象にしておりますの

で、その点は乳幼児医療とはちょっと違うとこ

ろでございます。

○二見副主査 この母子家庭に対する助成って

いうのも大切だと思うんですけれども、いろん

な事情はあると思うんですけれども、できるこ

とならば、夫婦、親が、両親がちゃんといて、

いい家庭を築いていくことが一番大事だと思う

んですね。

それで、最近、取り入れられた父子手帳事業、

これも以前、話させてもらったんですが、あの

中身を見ると親と子の関係っていう、父と子供

の関係っていうことでいろいろと成長の記録と

かが載ってて、父親がずっと持ってるパターン

だったと思うんですね。そのときも話したのは、

要するに一番大事なのは、子はかすがいで、親

と子がそれぞれつながるだけじゃなくて、まず

親同士の会話も大事だと、子供のことに対する

話っていうのが。

ちょっとどこだったか調べればわかるんです

けど、あるところでは親子手帳というふうにし

てるところがあるんですよね。っていうのが、
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やっぱりそれぞれ成長に応じて母親が記録、子

供の成長の記録に応じて母親がコメントしたり、

父親がコメントしたり、そういう内容になって

るわけなんですが、そういうふうなきっかけを

通して夫婦間での会話を持ちつつ、そして子供

の情報を共有する、関心を持てるような取り組

みをしてるっていうことなんです。この父子手

帳の取り組みも、もうここ何年かになると思う

んですけれど、そういった検討課題とか、そう

いったものはまだ出てきてないんでしょうか。

たしか一回、全部刷って、それを定期的に出し

ていってるという状況なんで、まだ在庫もある

んだと思うんですけれども、そういうことはさ

れてないのか、お伺いします。

○多田こども政策課課長補佐 父子手帳につき

ましては、昨年度の末に第１版を作成、配布を

したところで、今年度増刷をすると。基本的に

はその年に生まれる子供の数だけ増刷するとい

うことを考えてるものですから、まず１回目、

昨年度末につくりまして、今年度の増刷を今、

やってるところです。

中身につきましては、今のところ、特にこう

改善したほうがよいというような御意見はいた

だいてはいないんですが、当然中身も変わりま

すので、今後また改訂をしていく中で、今、副

主査が御提案された趣旨につきましても、また

検討してまいりたいと思います。

○二見副主査 最後に、保育関係のところなん

ですけれども、115ページ、これ、再確認なんで

すけど、潜在保育士の意向調査が、さっきお答

えいただいたのは、アンケート対象になってる

のが5,000人ぐらいで、回答は1,500人というよ

うなことだったんですけど、この3,800っていう

数字は何だったんでしょうか。

○多田こども政策課課長補佐 先ほどアンケー

ト、5,156名に出したと申しまして、詳しくいい

ますと、回答が1,447名です。その中でアンケー

トをするに当たって、保育士登録をされた名簿

で抽出をして、送付をしました。保育士登録を

したときの住所と現住所とが変わってるという

例が多々ございまして、5,156名出した中で1,324

通が宛て先不明で返送をされております。です

から、そういう意味では、届いた中では……、

（「わかりました」「いいですよ、そういうこと

であれば」と呼ぶ者あり）届いたところは3,832

名ということになります。

○二見副主査 わかりました。

それで、その下の段の、今度は放課後児童健

全育成事業というのが141クラブとなってるわけ

なんですけど、このあいだもちょっと新聞報道

等でもあったように、宮崎県の子育ての中の課

題として放課後児童クラブに対する助成が県の

ほうがちょっと厳しいんじゃないかという話を

私もよく聞いたりするわけなんですが、この118

ページにクラブの推移っていうことで、年々実

施箇所数がふえてるわけですよね。これはまだ、

県としてはより小まめなサービスの提供という

ものを考えていらっしゃるのか、まだ、どれく

らいまでふやしていくのか。各市町村でのそれ

ぞれの取り組みっていうのもあるわけなんで

しょうけれども、どのような状況なのかお伺い

します。

○多田こども政策課課長補佐 放課後児童クラ

ブにつきましては、年々クラブ数が増大をして

る状況です。27年度からの子ども・子育て支援

新制度が予定されておりますが、それに合わせ

て、今３年生までの対象を６年生までやると、

対象とするという制度改正も行われますので、

現実的に４年生から６年生でどの程度、利用さ

れるかというのはわかりませんが、対象児童数
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が大幅にふえるということは確実だろうと思っ

ております。

放課後児童クラブにつきましては、新制度の

中で、現在、各市町村が子ども・子育て支援計

画というものを作成中でございまして、その中

でどのような需要を見込んで供給をしていくの

かというのを、まさに市町村が今、計画をして

いるところでございます。県といたしましては、

目標の数として何クラブというのは持ってはお

りませんが、市町村計画が今年度末には出そろっ

て、それを県の計画に反映することになります

が、県の計画にクラブ数を掲げることにはなら

ない……。済みません、市町村の計画の中でど

れぐらいの需要があるというのが明記されます

ので、それを、究極的にはその方々が全てクラ

ブに入れるという形が望ましいわけですので、

そのための財政的な支援も含めて支援をしてい

きたいと思っております。

○二見副主査 新制度について、ちょっとまだ

不透明な部分っていうか、どういうふうになっ

ていくのかよくわからないので、またお伺いし

たいと思うんですけれども、今、県で言われて

ることは、要するに国が定めた基準に対して、

大体75％から80％ぐらいの単価設定っていうこ

とをしてるわけですよね。やっぱり財政的なも

の、財源的なものの話なので一概には言えない

と思うんですが、できるだけしっかりとした対

応がとれるためには、ある程度そういった費用

的なものも見ていかないといけないのかなとい

うふうに思うんですね。何カ所か聞いたら、も

う、要するに減ってる分の補塡はやっぱり各市

町村が持ってやったりしてるところもあるとい

うふうに聞くわけなので、要するにもう県のほ

うでの単価をちゃんと上げることができれば、

それをやってる市町村にとっては負担が減るわ

けですよね。そこのところを埋めていくってい

う方針はないのかお伺いしたいんですが。

○多田こども政策課課長補佐 放課後児童クラ

ブの補助基準額が国の基準を下回ってるという

ことにつきましては、議会の本会議の質問等で

も再三御指摘をいただいておりまして、内部的

にも何とかしなければいけないという認識は

持っております。

県といたしましては、先ほども申しました、

子ども・子育て支援新制度に向けた準備を今、

進めている中で、実際に市町村等と十分協議を

行いながら国の基準額に近づけるという、県も

含めて検討してまいりたいということを実は今

議会で答弁をさせていただきました。総合的に

検討をしてまいりたいと思っております。以上

です。

○二見副主査 ぜひ、その決意を持ってやって

ほしいなと思いますので、できるかどうかを考

えながらやるんじゃなくて、やるっていうふう

に決めてやれば、どこを削らないといけないか

とか、そういった、そこら辺にまず意識的なも

のも大きいのかなと。特に大変な作業になると

思うので、ぜひ期待したいと思っておりますの

で、どうぞ、よろしくお願いします。以上です。

○鳥飼主査 それでは、以上をもって第２班の

審査を終了いたします。

引き続き、総括質疑に入りますので、準備の

ため暫時休憩いたします。

午後３時７分休憩

午後３時11分再開

○鳥飼主査 それでは、分科会を再開いたしま

す。

各課の説明及び質疑が全て終了いたしました

ので、総括質疑に移ります。
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福祉保健部の平成25年度決算全般について質

疑はございませんか。ありませんか。よろしい

ですか。黒木委員、何かあるんじゃないですか。

どうぞ。

○黒木委員 決算とは関係ないかもしれないで

すけど、27日に高等学校総合文化祭っていうの

が日向市で総合開会式がありまして、そこで高

校生が開会式のとき、幾つかいろんな出し物を

したんですけれども、その中に合唱が２つあっ

て、一つが、宮崎学園の合唱部、これは全国トッ

プレベルですから感動しましたけれども、その

前に、日向市ひまわり支援学校高等部の合唱だっ

たんです。そして、先生と一体となって物すご

くそれも感動して、帰った後、出席した人から、

もう物すごい感動だったという話を聞きました。

私も感動しましたけれども、高等部ができて今、

４年ぐらいですかね。自立を目指して、社会参

加を目指して一生懸命頑張っておりますけど、

福祉保健部の中でも就労支援のいろんな取り組

みがされております。私たち常任委員会も県外

とか行って、障がい者が生き生きと、みんなに

認められて働いてる姿を見て非常に感動するん

ですけれども、ぜひそういう、いろんな企業と

か団体とか関係者と一緒になって、自立できる

社会、参加できる仕組みづくりを何とかしてい

ただきたいというふうに、この前、高校生の姿

を見て思ったもんですから、今後よろしくお願

いしたいと思います。

○佐藤福祉保健部長 今、委員がおっしゃった

趣旨は、さきの議会でも中野委員、横田委員か

らも御指摘といいますか、御質問いただいて、

私も極めて同感でございます。本当に経営者の

考え方一つで、ああも変わるものかというふう

に思いましたので、ああいう事例をもっともっ

と積極的に県内の経営者の方々にお知らせして、

ああいう日本理化学工業さんの取り組みを。も

ちろん知的障がい者だけでなくて、この前、精

神障がい者の方々もお見えになりましたが、い

ろんな障がい者の方々に普及できるように取り

組みを強化したいと思っております。よろしく

お願いします。

○鳥飼主査 それでは、以上をもって福祉保健

部を終了いたします。

執行部の皆さんには御苦労さまでした。

暫時休憩します。

午後３時14分休憩

午後３時16分再開

○鳥飼主査 分科会を再開いたします。

まず、採決についてでありますが、３日の13

時30分に採決を行いたいと思いますが、よろし

いでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

そのほか、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼主査 それでは、以上で本日の分科会を

終了いたします。

午後３時17分散会
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午後１時29分再開

出席委員（７人）

主 査 鳥 飼 謙 二

副 主 査 二 見 康 之

委 員 星 原 透

委 員 中 野 一 則

委 員 横 田 照 夫

委 員 黒 木 正 一

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 橋 本 季士郎

○鳥飼主査 それでは、分科会を再開いたしま

す。

まず、本分科会に付託されました議案の採決

を行いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼主査 それでは、採決につきましては、

議案ごとがよろしいでしようか。一括がよろし

いでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼主査 一括。それでは、一括して採決い

たします。

議案第18号及び第22号につきましては、原案

のとおり認定することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼主査 御異議なしと認めます。よって、

議案第18号及び第22号につきましては、原案の

とおり認定すべきものと決定しました。

次に、主査報告骨子（案）についてでありま

す。

主査報告の内容として御要望等はありません

か。いいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼主査 それでは、主査報告につきまして

は、正副主査に御一任いただくことで御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼主査 それでは、そのようにいたします。

そのほか何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○鳥飼主査 それでは何もないようですので、

以上で分科会を終了いたします。

午後１時30分閉会

平成26年10月３日(金)


